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はじめに 

 

国立大学法人法の改正により、第４期中期目標・中期計画期間（令和４～

９年度）から年度計画及び年度評価が廃止されました。 

一方、和歌山大学がその使命を果たし、教育研究水準の向上等を実現して

いくためには、第４期中期目標・中期計画の進捗状況について自己点検・評

価を実施し、着実に実行していく必要があります。 

自己点検・評価書は、これらのことを踏まえ、第４期中期目標・中期計画

に関する令和７年度の実施状況について自己点検・評価を行い、とりまとめ

たものです。 

また、第４期中期目標・中期計画は、文部科学省が示した目標群の中から

各大学が第４期の目標として掲げる事項を選択し、それぞれの目標について

計画を作成しています。そのため、第３期までの中期目標・中期計画とは異

なり、大学の諸活動全般を網羅する内容にはなっていません。 

このことを踏まえ、和歌山大学では各部局の第４期中期目標・中期計画記

載事項以外の主な取組を決定し、それに基づき教育・研究・社会活動等に取

り組んでいます。 

自己点検・評価書では、この第４期中期目標・中期計画記載事項以外の主

な取組の令和６，７年度の実施状況についても自己点検・評価を行い、とり

まとめています。 
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１ 基本情報 

（１）基本的な目標（第４期中期目標前文） 

和歌山大学は、大きく変化する社会において次世代の文化、教育そして産

業における新しい価値の創造に取り組むとともに、その担い手となる人材の

育成を、国内外の社会、特に地域社会の多様な関係者と共に取り組む。この

ために、社会的、国際的に開かれた大学とし、多様な価値を理解する教育、

新しい価値を創造する研究を進める場としての機能を最大限に発揮するた

めの不断の努力を行う。さらに、和歌山圏域における中核的教育研究機関と

して、地域課題の解決に地域と協働して取り組むとともに、地域の知的活動

の高度化に貢献する。 

 

（２）沿革 

昭和 24年 ５月 新制大学として設置（学芸学部、経済学部） 

昭和 29年 ４月 経済短期大学部設置  

昭和 41年 ４月 学芸学部を教育学部に名称変更 

経済学研究科修士課程設置 

平成 ５年 ４月 教育学研究科修士課程設置 

平成 ７年 10月 システム工学部設置 

平成 ８年 ９月 経済短期大学部廃止 

平成 12年 ４月 システム工学研究科修士課程設置 

平成 14年 ４月 システム工学研究科博士課程設置 

平成 16年 ４月 国立大学法人和歌山大学に移行 

平成 20年 ４月 観光学部設置 

平成 23年 ４月 観光学研究科修士課程設置 

平成 26年 ４月 観光学研究科博士課程設置 

平成 28年 ４月 教育学研究科教職開発専攻（専門職大学院）設置 

令和 ５年 ４月 社会インフォマティクス学環設置 

観光学研究科観光地域マネジメント専攻（専門職大学院）

設置 

 

（３）学部等の構成（令和７年５月１日現在） 

（学部・学環） 

教育学部、経済学部、システム工学部、観光学部、社会インフォマティ

クス学環 

（研究科） 

教育学研究科、経済学研究科、システム工学研究科、観光学研究科 

（基幹・機構・附属機関） 

紀伊半島価値共創基幹 

地域協働ネットワークセンター、食農総合研究教育センター、災害科

学・レジリエンス共創センター、紀州経済史文化史研究所 

国際イニシアティブ基幹 

グローバル化推進センター、国際観光学研究センター、日本学教育研

究センター 

イノベーションイニシアティブ基幹 

産学連携イノベーションセンター、アントレプレナーシップデザイン

センター 

教育機構 

学術情報センター 

Well-being機構 

キャンパスライフ・健康支援センター 



2 

 

 

（４）組織機構図 

別紙のとおり 

 

（５）役員の状況（令和７年５月１日現在） 

学長名 本山貢（平成５年４月１日～令和９年３月 31日） 

理事数 ５名（うち非常勤１名） 

監事数 ２名（うち非常勤１名） 

 

（６）学生の状況（令和７年５月１日現在） 

総学生数      4,534人 

学士課程     3,946人 

修士課程      406人 

専門職学位課程    63人 

博士課程       50人 

聴講生・研究生等   69人 

 

（７）教職員の状況（令和７年５月１日現在） 

教員 481人（うち常勤 295人、非常勤 186人） 

職員 297人（うち常勤 153人、非常勤 144人） 
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２ 自己点検・評価 

（１）第４期中期目標・中期計画 

本学では、第４期中期目標・中期計画を着実に実行していくために、６年間の各年度取組予定を決定しています。この各年度取組予定のうち令和７年度取

組予定の実施状況について、評価指標ごと（37件）に自己点検・評価を実施しました。 

なお、評価に際しては次の４段階で行っています。 

Ⅳ・・・取組予定を上回って実施している 

Ⅲ・・・取組予定を十分に実施している 

Ⅱ・・・取組予定を十分には実施していない 

Ⅰ・・・取組予定を実施していない 

（新型コロナウイルス感染症の影響等、やむを得ない理由により取組予定を実施できなかったが、代替措置等を行った場合はⅢとしています。） 

 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項 

１ 社会との共創 

＜中期目標＞ 

【1】人材養成機能や研究成果を活用して、地域の産業（農林水産業、製造業、サービス産業等）の生産性向上や雇用の創出、文化の発展を牽引し、地域の

課題解決のために、地方自治体や地域の産業界をリードする。 

＜中期計画＞ 

【1-1】人口減少が急速に進む地域における人的・地理的制約の下で、教育・研究を司る知的活動の中核として、少子高齢化や国際化、情報通信の進展など

の急激な社会変化に伴って生じる複雑化・多様化・高度化する地域課題の解決に地域と協働して取り組み、成果の社会実装を通じて地域の価値を共創す

る。特に、複数の地域拠点を結ぶネットワーク型の連携体制の構築、地域の自治体、企業及び経済団体との連携・協力協定の締結促進、協議会の設置及び

参加、地域人材の活用等により、地域課題の把握共有と価値共創を進める。 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【1-1-1】自治体、企業及び経済団体と

の連携・協力協定を 30 件締結する。

（第４期中期目標期間中 合計） 

和歌山県内・泉州地域の自治体や企業、

経済団体の 10 団体／社以上と協議し、

６団体／社と連携協定締結に向けた協

議体を発足させる。 

和歌山県内・泉州地域の自治体や企業・

経済団体と連携・協力協定を５件締結す

る。 

和歌山県内・泉州地域の自治体や企業等

と連携協定締結に向けた協議体を発足

させ、次のとおり協定を締結した。 

・和歌山県、トランス・コスモスとの 3 

者協定（R7.6.30） 

・有田市（R7.7.18） 

・トヨタ CW 和歌山ホールディングス

（R7.12.5） 

・太地町（R8.1.14） 

・太地町、JR 西日本との 3 者協定

（R8.1.14） 

・浦島観光ホテル（R8.3.9） 

令和４年度 ４件 

令和５年度 10件 

令和６年度 ７件 

令和７年度 ６件 

計 27件 

Ⅲ 

【1-1-2】自治体協定等に基づき、地域

と共創して地域課題解決に取り組む

「社会実装教育研究プロジェクト」

（試行的な取組を含む）を 30 件以上

実施する。（第４期中期目標期間中 

合計） 

地域の自治体や企業等と共創型の地域

課題解決に取り組む「社会実装教育研究

プロジェクト」（試行的な取組を含む）

を５プロジェクト以上実施する。また、

社会実装教育研究プロジェクトの成果

やアウトカムについて、外部有識者を軸

とする意見交換・討議の場を開催する。 

「社会実装教育研究プロジェクト」を新

たに５プロジェクト実施した。 

・米ぬか由来肥料プロジェクト 

・和歌山の歴史的景観の撮影・保存・公

開事業 

・大規模災害時における Q-ANPI による

孤立避難所からの情報伝達プロジェ

クト 

・南海本線尾崎駅周辺の賑わいや魅力

の創出のための調査分析 

・（特許申請中のためテーマは非公表） 

令和４年度 ５件 

令和５年度 ５件 

令和６年度 ５件 

令和７年度 ５件 

計 20件 

Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

また、プロジェクトの成果やアウトカム

について外部有識者と意見交換等を

行った。 

【1-1-3】自治体や企業等と共創した地

域を志向する科目群を設け、毎年度２

科目新設する。 

自治体や企業等と共創した地域を志向

する科目を２科目開講する。 

和歌山県の政策である海外からの人材

受入促進を受けて留学生を中心として

地域の文化の理解を深めるため次の２

科目を開講した。 

・Japanese Literature and Furusato 

･ Comparative Food Culture and 

Environment 

令和４年度 ２科目 

令和５年度 ３科目 

令和６年度 ３科目 

令和７年度 ２科目 

計 10科目 

Ⅲ 

【1-1-4】自治体、企業等から派遣され、

地域課題の解決に共に取り組む価値

共創研究員を毎年度３人受け入れる。 

自治体・企業等から派遣される価値共創

研究員を３人受け入れる。 

わかやま農業協同組合、紀美野町、築野

グループ株式会社、築野ライスファイン

ケミカルズ株式会社からそれぞれ１人、

計４人の価値共創研究員を受入れた。 

令和４年度 ３人 

令和５年度 ３人 

令和６年度 ５人 

令和７年度 ４人 

計 15人 

Ⅲ 

 

２ 教育 

＜中期目標＞ 

【2】国や社会、それを取り巻く国際社会の変化に応じて、求められる人材を育成するため、柔軟かつ機動的に教育プログラムや教育研究組織の改編・整備

を推進することにより、需要と供給のマッチングを図る。 

＜中期計画＞ 

【2-1】高度化・複雑化する現代社会の諸課題に対応できる人材を育成するため、文科系・理科系を問わず必要とされるデータサイエンス・AIの知識・技能

に関して、教養教育科目及び連携展開科目において初歩から実践レベルまで系統立てて展開するとともに、文理融合・分野横断型の学位プログラムとし
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て、データサイエンス・AI の知識と経営やマーケティングなどのマネジメント能力を有したデータサイエンティストの養成をシステム工学部と他学部が

共同して進める。 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【2-1-1】教養教育科目においてデータ

サイエンス・AI科目群の導入科目（１

年次第１・２クォーター開講）を令和

５年度までに全学生共通の必修科目

とする。 

高等学校において必修化された「情報

Ⅰ」を履修した新入学生のデータサイエ

ンス・AI 科目群の導入科目及び入門科

目の理解度等について、両科目の単位修

得状況や授業アンケート結果等を利用

して調査を行う。 

前期実施の「データサイエンスへの誘い

A／B」では授業満足度 80％以上の学生

が約 70％、単位修得率も約 90％と高い

水準であった。後期には再履修者向けに

同科目を再度開講した。授業アンケート

結果等を分析し、外部有識者を含むアド

バイザリーボードにおいて提言・評価を

受けた。文部科学省の数理・データサイ

エンス・AI 教育プログラム認定制度の

再認定を申請し、認定を受けた。後期よ

り「高校生向け科目等履修生（先取り履

修）」の試行実施を行い、10名の高校生

を受け入れた。 

 Ⅲ 



7 

 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【2-1-2】教養教育科目及び連携展開科

目において順次性をもって体系化さ

れるデータサイエンス・AI 科目群か

ら、10 単位を修得してサーティファ

イされる学生の割合を、第４期中期目

標期間最終年度までに卒業生の５％

まで引き上げる。 

データサイエンス・AI科目群から 10単

位以上を修得してサーティファイされ

る対象となる学生数の増加や単位修得

状況を確認し、目標達成に向けて点検を

行い、改善を行う。 

文理融合・分野横断型の学位プログラム

を選択する学生の知識・技能の基盤とな

る教養教育科目及び連携展開科目につ

いてのアドバイザリーボード（外部有識

者を含む）による前年度の提言に係る改

善状況について報告書をまとめ、WEBに

公開する。 

データサイエンス・AI科目群から 10単

位以上を修得してサーティファイされ

る学生の割合は、順調に増加している。

アドバイザリーボードからの提言であ

る「生成 AI 教育」については、連携展

開科目「データサイエンス応用」におい

て取り組んでいるほか、AI 処理のため

の GPU計算機を導入した。また、「プロ

グラミング初心者が授業時間外に自主

的に学習できる環境整備」に関する提言

を受け、動画学習サービスを導入した。 

令和４年度 0.1% 

令和５年度 0.8% 

令和６年度 3.9% 

令和７年度 5.1% 

Ⅲ 

【2-1-3】経済学部、システム工学部、

観光学部が連係した学部等連係課程

実施基本組織を設置し、その課程にお

いて、社会でデータを利活用できる人

材を養成するため、企業や自治体等と

連携して開設する授業科目を設け、基

盤となる授業科目「プロジェクト演

習」の単位修得者数を 120人以上とす

る。（第４期中期目標期間中 合計） 

企業や自治体等と連携したデータ利活

用の実践的な授業科目の基盤となる「プ

ロジェクト演習」の単位修得者数を 30

人以上とする。 

令和６年度に開設した自治体や企業等

と連携した授業科目の内容やその体制

等について検証を行い、それを踏まえて

授業科目の内容や科目数の拡充を行う。 

「プロジェクト演習」については、令和

７年度後期に休学者１名を除く 29 名が

履修し、企業や自治体等と連携した実践

的な演習を実施した。その結果、履修者

全員である 29人が単位を修得した。 

また、総務省統計局（独）統計センター、

和歌山市、クオリティソフト（株）、（株）

ＮＴＴデータバリュー・エンジニア、中

部テレコミュニケーション等と連携・調

整を行い、演習内容の一層の充実を図っ

た。 

令和４年度 －人 

令和５年度 －人 

令和６年度 41人 

令和７年度 29人 

計 70人 

（令和６年度以降実

施） 

Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

これらの演習に、延べ 125 人が参加し

た。 

 

＜中期目標＞ 

【3】学生の能力が社会でどのように評価されているのか、調査、分析、検証をした上で、教育課程、入学者選抜の改善に繋げる。特に入学者選抜に関して

は、学生に求める意欲・能力を明確にした上で、高等学校等で育成した能力を多面的・総合的に評価する。 

＜中期計画＞ 

【3-1】第３期中期目標期間に「教学マネジメント指針」に沿って強化した教育の質保証体制の下、入試から卒業・就職までの情報の一元化を図り、検証・

分析、改善を実施する。また学修ポートフォリオの本格稼働により、学生の学修過程や学修成果の可視化を進め、こうした情報をもとに各学生に対し入学

から卒業までを系統立てて指導・支援する。 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【3-1-1】毎年度、教学マネジメント指

針の５領域のモニタリングを実施・公

表し、３年に１度、外部評価委員によ

る評価を受け、５領域別評価を合わせ

た総合評価で５段階評価の上位２段

階以上を獲得する。 

引き続き、前年度受けた外部評価委員か

らの評価・コメントを基に改善案を立

案・実施する。また、教学マネジメント

指針に則した e-annual report の内容

を見直す。 

前年度受けた外部評価委員会から問題

とされた点は無く、前々年度に指摘の

あった CP の見直しを行い、全学及び各

学部・学環の CPの改正を行った。また、

e-annual reportを見直し、標準修業年

限以内及び標準修業年限の 1.5 倍以内

で卒業・修了した者の占める割合、入学

時アンケートの分析レポートを追加し

た。 

【モニタリングの実

施・公表】 

令和４年度 －回 

令和５年度 １回 

令和６年度 １回 

令和７年度 １回 

計 ３回 

（令和５年度以降実

施） 

 

Ⅲ 



9 

 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【外部評価委員によ

る評価】 

令和４年度 －回 

令和５年度 －回 

令和６年度 １回 

令和７年度 －回 

計 １回 

 

（令和６，９年度実

施予定） 

 

【５領域別評価を合

わせた総合評価で５

段階評価の上位２段

階以上】 

令和４年度 － 

令和５年度 － 

令和６年度 上位２

段階目 

令和７年度 － 

（令和６，９年度実

施予定） 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【3-1-2】学修成果の集積である学修

ポートフォリオに学生が自己評価を

記録し、教員が適切にコメントするシ

ステムを構築することによって、卒業

時に本学における学修達成度に満足

する学生の割合を、第４期中期目標期

間最終年度までに 80％以上にする。 

令和３年度入学生の４年間のデータの

分析を行い、関係各部署と協力して、入

試、教務及び学生支援等の総合的な改善

を行う。また、学修達成度アンケート(卒

業時)の満足度 80％以上を目指した改

善策の効果の検証を実施する。 

令和３年度入学生を含む学生の成績状

況や学生アンケートデータ等を分析し、

入試、教務、学生支援に関する総合的な

改善に向けて全学及び各学部・学環での

取り組みを行った。また、学修達成度に

満足する学生の割合の更なる向上に向

けて、和歌山大学における学修への卒

業・修了時の満足度について全学及び各

学部での分析を行った。 

授業（ゼミ含む）によって資質・能力が

身についたと考える学生の割合が多い

こと等から、第４期当初から取り組んで

きたＦＤ活動の推進が満足度の向上に

十分寄与しており、評価指標において目

標値を超える結果（87.5％）へとつな

がった。 

あわせて、データの信頼性を向上し、よ

り詳細な分析を行えるよう学生及び教

員の学修ポートフォリオへの入力の徹

底に取り組んだ。 

令和４年度 76.6% 

令和５年度 78.7% 

令和６年度 82.1% 

令和７年度 87.5% 

Ⅲ 

 

＜中期計画＞ 

【3-2】入学者選抜の改善に関して、一般選抜試験の筆記試験においては学部ごとに細分化するのではなく、大学のディプロマ・ポリシー及びアドミッショ
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ン・ポリシーに基づいた共通の試験を導入し、受験者が高等学校等において身に付けた多様な資質や能力を分野横断的で汎用性のある問題によって評価

する。 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己

評価 

【3-2-1】大学のディプロマ・ポリシー

及びアドミッション・ポリシーに基づ

いた学部共通の一般選抜試験の筆記

試験を令和７年度入試から導入する。 

令和７年度一般選抜試験の受験者の成

績状況、成績分布、合否等について検証

する。併せて、入学試験問題が高等学校

教育において身に付けた資質・能力の評

価において適切であったかなどについ

て、令和７年度入学生に対するアンケー

ト調査を実施する。 

令和７年度一般選抜試験の受験者の成

績状況、成績分布、合否等について検証

を行い、令和８年３月４日の教学入試戦

略推進本部会議で了承された。併せて、

令和７年度入学生に対するアンケート

調査を実施し、入学試験問題が高等学校

教育において身に付けた資質・能力の評

価において適切であったかについて、一

般選抜（前期日程）では「適切であった」

または「おおむね適切であった」が

91.5%であった。 

 Ⅲ 

【3-2-2】高等学校における聞き取り及

びアンケート調査において、本学の一

般選抜試験の筆記試験が、高等学校教

育において身に付けた資質・能力を評

価する適切性の５段階評価において

上位２段階以上の評価を、第４期中期

目標期間最終年度までに 80％以上に

する。 

アドミッション室が、高等学校や受験関

係者に、令和７年度の一般選抜試験が高

等学校教育において身に付けた資質・能

力を評価するのに適切であったかなど

について、聞き取りやアンケート調査を

実施する。 

県内の高等学校に、令和７年度の一般選

抜試験が高等学校教育において身に付

けた資質・能力を評価するのに適切で

あったか、アンケート調査を実施し、５

段階評価の上位２段階以上は平均

91.7%であった。 

令和４年度 －% 

令和５年度 －% 

令和６年度 －% 

令和７年度 91.7% 

（令和７年度以降実

施予定） 

Ⅲ 

 

＜中期目標＞ 
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【4】研究者養成の第一段階として必要な研究能力を備えた人材を養成する。高度の専門的な職業を担う人材を育成する課程においては、産業界等の社会で

必要とされる実践的な能力を備えた人材を養成する。（修士課程） 

＜中期計画＞ 

【4-1】修士課程においては、研究を通じて得た専門的知識技能を社会実装できる能力を有する人材を養成するため、地域や産業界等との組織的連携に基づ

く高度専門型インターンシップ制度を構築し、実施する。 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【4-1-1】高度専門型インターンシップ

実施連携協定を 10 件以上締結する。

（第４期中期目標期間中 合計） 

経済学研究科において、高度専門型イン

ターンシップを実施する。その後、参加

学生・受入先企業等に対するヒアリング

を実施し、必要に応じ実施内容の改善を

行う。また、高度専門型インターンシッ

プの受入先企業等と協議を行い、新たな

連携協定を１件締結する。 

システム工学研究科において、引き続

き、和歌山情報サービス産業協会の参加

企業や共同研究の相手方企業等と高度

専門型インターンシップについて協議

を行い、連携協定を２件締結する。また、 

高度専門型インターンシップの試行を

実施する。 

観光学研究科において、高度専門型イン

ターンシップを実施する。その後、成果

を検証し、実施体制等について点検・整

備を行う。 

高度専門型インターンシップ実施協定

を締結し、前倒しでインターンシップを

実施した。 

受入先企業にヒアリングを実施し、実施

内容や実施体制について改善を行った。 

【協定締結件数】 

経済学研究科：１件（和歌山社会経済研

究所） 

システム工学研究科：４件（三菱電機エ

ンジニアリング、大阪産業技術研究所、

産業技術総合研究所、サイバーリンク

ス） 

【インターンシップ参加者数】 

経済学研究科：１名 

システム工学研究科：４名 

観光学研究科：１名 

 

令和４年度 ０件 

令和５年度 １件 

令和６年度 ７件 

令和７年度 ５件 

計 13件 

Ⅳ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

実施体制等の点検・整備を行い、イン

ターンシップ参加に向けた準備を円滑

に進めることが可能となった。また、派

遣先に公的研究機関が加わったことで、

受入先の選択肢の幅が拡大した。 

 

＜中期目標＞ 

【5】特定の職業分野を牽引することができる高度専門職業人や専門職を担う実践的かつ応用的な能力を持った人材など、社会から求められる人材を養成

する。（専門職学位課程、学士（専門職）課程） 

＜中期計画＞ 

【5-1】本学の観光学分野におけるこれまでの教育研究実績を踏まえ、地域の観光振興を牽引する人材を養成する観光系専門職学位課程の設置に向けて、

地域が求める人材（求められる能力やスキル等）を的確に把握するとともに、これらの人材を養成するカリキュラムを地域と共同して開発する。 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【5-1-1】地域の観光振興を牽引する人

材を養成するカリキュラムの中核と

なる演習科目「観光地域プロジェクト

（仮称）」を開発するため、地域の自

治体や企業・団体等と連携協定や覚書

などを令和５年度までに５件以上、第

４期中期目標期間に 15 件以上締結す

る。 

令和６年度（１年目）の「観光地域プロ

ジェクト I・II」の成果を検証し、必要

に応じ連携協定や覚書を見直す。 

「観光地域プロジェクト I・II」を実施

するための連携協定や覚書を観光地域

や団体・企業と２件締結する（更新を含

む）。 

観光地域プロジェクトの実施について

は、和歌山県および周辺地域を対象地域

として設定を行ってきた。 

これに対して、近畿圏外在住学生および

社会人学生の顕著な増加により、令和８

年度以降はこれらの地域での当科目の

実施が困難と予想される。その対応とし

て、地域設定の対象拡大を目的とし、真

鶴町（神奈川）、真庭観光局（岡山）、近

令和４年度 ３件 

令和５年度 ９件 

令和６年度 ３件 

令和７年度 ６件 

計 21件 

Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

江八幡観光物産協会（滋賀）、かみごお

り観光協会（兵庫）、京都山城地域振興

社、南紀串本観光協会の６団体と「和歌

山大学大学院観光学研究科地域マネジ

メント専攻の観光地域プロジェクトⅠ・

Ⅱに関する覚書」を締結した。 

 

＜中期目標＞ 

【6】データ駆動型社会への移行など産業界や地域社会等の変化に応じて、社会人向けの新たな教育プログラムを機動的に構築し、数理・データサイエン

ス・AI など新たなリテラシーを身に付けた人材や、既存知識をリバイズした付加価値のある人材を養成することで、社会人のキャリアアップを支援す

る。 

＜中期計画＞ 

【6-1】Society5.0に対応する人材育成のため、大学内外の連携により複合的に学ぶ教育システムを推進し、地域共創型のニーズオリエンテッドで、より

実践的で専門的な e-learningコンテンツの開発を行う。教育効果や学生の負担に配慮した対面と遠隔を併用したブレンディッド・ラーニングを展開

し、和歌山県内・泉州地域にリカレント教育を受信できるラーニングスペースを共創するなど、社会人が学びやすい環境を整備する。 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【6-1-1】企業や自治体等と共創し、情

報セキュリティ人材やマネジメント

人材など、地域のニーズに基づく人材

を育成する「e-learningコンテンツ」

を 13 プログラム開発する。（第４期

中期目標期間中 合計） 

企業や自治体等と共創したニーズに基

づく「e-learningコンテンツ」を３プロ

グラム開発する。 

防災士養成講座では、日本防災士機構の

教本に基づき昨年度、一昨年度に作成し

た４つのプログラムについて一部内容

の更新を行ったほか、新規に２つのプロ

グラムを開発した。 

令和４年度 

 ０プログラム 

令和５年度 

 15プログラム 

令和６年度 

 17プログラム 

Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

教員研修履修証明プログラムでは、オン

デマンド配信用プログラムを５つ開発

した。 

令和７年度 

 7プログラム 

計 39プログラム 

【6-1-2】企業や自治体等のニーズに基

づく教育講座をブレンディッド・ラー

ニングで 20 講座開設する。（第４期

中期目標期間中 合計） 

企業や経済団体、自治体等のニーズ調査

を実施するとともに、リカレント教育講

座について、外部有識者を軸とする意見

交換・討議の場を開催する。 

企業・自治体等のニーズに基づくブレン

ディッド・ラーニング型の教育講座を４

講座開設する。 

教育学部の「学校実践支援ユニット」で

地域の教育委員会職員や退職校長らと

協議して教員研修履修証明プログラム

を５講座開講しており、ブレンディッ

ド・ラーニング型としている。 

また、本学のリカレント教育講座につい

て外部有識者と意見交換を行った。 

令和４年度 ０講座 

令和５年度 ９講座 

令和６年度 ９講座 

令和７年度 ５講座 

計 23講座 

Ⅲ 

【6-1-3】和歌山県内・泉州地域に、連

携協定等に基づく地域運営主体の

ラーニングスペースを 10 か所整備す

る。（第４期中期目標期間中 合計） 

和歌山県内・泉州地域の２つの自治体や

団体と拠点整備も含めた連携の協議を

行う。 

ラーニングスペースを２か所整備する。 

有田市の福祉館「なごみ」と新宮市観光

協会の「旧チャップマン邸」を新たに

ラーニングスペースとして整備した。 

令和４年度 １か所 

令和５年度 ２か所 

令和６年度 ２か所 

令和７年度 ２か所 

計 ７か所 

Ⅲ 

 

＜中期目標＞ 

【7】学生の海外派遣の拡大や、優秀な留学生の獲得と卒業・修了後のネットワーク化、海外の大学と連携した国際的な教育プログラムの提供等により、

異なる価値観に触れ、国際感覚を持った人材を養成する。 

＜中期計画＞ 

【7-1】キャンパスの国際化に向けて、ICTを活用した国際的な教育連携を進めるために大学間交流協定の拡大を図り、海外の大学と ICTを活用した共同講

座等を開発・実施し、海外の大学生の日本への留学を促進する。さらに本学の留学生 OB・OGのネットワーク拠点を海外で形成するとともに、留学生

OB・OGと連携した留学説明会を開催するなど留学生の受入を推進する体制を整備する。 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【7-1-1】新規に大学間交流協定を 20大

学と締結する。（第４期中期目標期間

中 合計） 

ヨーロッパ（フランス・フィンランド等）

の大学と連携協定を１～２件締結する。 

次の９大学と新規に連携協定を締結し

た。 

・タイ：マハーサラカーム大学 

・インド：ティラクマハラシュトラ大学 

・台湾：義守大学、開南大学 

・アメリカ：ハワイ大学マウイカレッジ 

・カナダ：ノースアイランドカレッジ 

・トルコ：チャナッカレオンセキズマル

ト大学 

・フィンランド：ハーガヘリア応用科学

大学 

・エジプト：エジプト日本科学技術大

学、 

グローバル化を推進するにあたり協定

校増は重要であり、今年度も留学生の受

入・派遣が見込める大学を前提に、フィ

ンランド、インド、エジプトなど新たな

国も考慮して協定締結に向けて取り組

むとともに、大使館等の国際機関との連

携強化にも努めた。 

令和４年度 ９大学 

令和５年度 10大学 

令和６年度 15大学 

令和７年度 ９大学 

計 43大学 

Ⅳ 

【7-1-2】ICT を活用した共同講座を新

たに６件開発し、実施する。（第４期

中期目標期間中 合計） 

韓国・新羅大学と ICTを活用した共同講

座を開発し、実施する。 

協定校であるタイのテープサトリ・ラ

チャパット大学と「自主演習」科目にお

いて ICT を活用した共同講座を令和７

令和４年度 １件 

令和５年度 ２件 

令和６年度 ２件 

Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

年７月 24日（本学生 13名、先方 52 名

参加）、令和７年８月 26日（本学生４名、

先方 50名参加）に開催した。 

令和７年６月 18 日にカザフスタンのク

ジルオルダ大学と「Comparative Food 

Culture and Environment」科目におい

て ICTを活用した共同講座を開催（本学

生 12名、先方 14名参加）した。 

新羅大学との共同講座を予定していた

が不調となったため、令和８年１月 13

日に協定校である釜山大学と「日本語上

級 L」科目において、ICT を活用した共

同講座を開催（本学生 15 名、先方４名

参加）した。 

令和７年度 ３件 

計 ８件 

【7-1-3】留学生 OB・OGのネットワーク

を６拠点整備する。（第４期中期目標

期間中 合計） 

インドネシアに留学生 OB・OG のネット

ワーク拠点を整備する。 

令和７年７月 23 日にインドネシアを拠

点とする OB・OGネットワークを結成し、

結成セレモニーを開催した。日本語・日

本文化研修留学生２名をアンバサダー

として任命した。 

  

令和４年度 １拠点 

令和５年度 ２拠点 

令和６年度 １拠点 

令和７年度 １拠点 

計 ５拠点 

Ⅲ 

【7-1-4】留学生 OB・OGと連携した留学

説明会を世界６か所で実施する。（第

４期中期目標期間中 合計） 

マレーシアにおいて留学説明会を開催

し、留学生 OB・OG による留学体験談の

ほか、奨学金や留学生宿舎などに関する

令和８年１月 24日・25日に JASSOが主

催する 2025 年度日本留学フェア（マ

レーシア）に和歌山大学ブースを出展

令和４年度 １か所 

令和５年度 １か所 

令和６年度 １か所 

Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

説明を行う。 し、本学留学生 OGが本学ブースで通訳、

留学体験談を交え、本学への留学の方

法、マレーシア政府派遣プログラムの制

度などの説明を行った。 

令和７年度 １か所 

計 ４か所 

 

＜中期計画＞ 

【7-2】留学生に対して、これまで実施してきた短期交流型プログラムをさらに強化し、和歌山県固有の世界遺産等に触れながらの日本体験となるプログ

ラムを地域の協力のもと実施する。 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己

評価 

【7-2-1】地域と連携した短期交流型プ

ログラムを毎年度実施し、第４期中期

目標期間中の参加者として延べ 120

名を目指す。 

和歌山県地域と連携した短期交流型プ

ログラムを実施し、前年度締結した新規

の協定大学を対象に加え広く参加者を

募集することにより、年間 20 名の参加

を目指す。 

令和７年７月に複数の協定校を対象と

したサマープログラムを和歌山市、高野

山大学との連携により開催し 36 名参加

した。 

令和７年７月に協定校である山東師範

大学を対象としたプログラムを和歌山

県との連携により開催し、71 名参加し

た。 

令和７年７月に協定校であるマハーサ

ラカーム大学を対象としたプログラム

を和歌山県との連携により開催し、５名

参加した。 

【プログラム実施】 

令和４年度 ０回 

令和５年度 ２回 

令和６年度 ６回 

令和７年度 ５回 

計 13回 

 

【参加者数】 

令和４年度 ０名 

令和５年度 18名 

令和６年度 218名 

令和７年度 137名 

計 373名 

Ⅳ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己

評価 

令和７年７月にカルロ・カッタネオ大学

を対象としたプログラムを高野・熊野地

域との連携により開催し、13 名参加し

た。 

令和７年 11 月に協定校であるビナ・ヌ

サンタラ大学を対象としたプログラム

を和歌山グローバルビジネスカレッジ

との連携により開催し、12名参加した。 

短期交流型プログラム開始から３年目

を迎え、プログラム実施の要領が把握で

きてきており、経験を活かした、単一大

学向けのプログラムを実施できている

ことが予定数を大きく上回る要因と

なっている。 

 

＜中期目標＞ 

【8】様々なバックグラウンドを有する人材との交流により学生の視野や思考を広げるため、性別や国籍、年齢や障害の有無等の観点から学生の多様性を

高めるとともに、学生が安心して学べる環境を提供する。 

＜中期計画＞ 

【8-1】学生の多様なニーズ（修学、キャリア、心身の不調、障害、SOGI、留学生対応など）に応じた学内支援体制を、メンタルヘルスを含むダイバーシ

ティ・インクルージョンの視点から構築する。そのために、保健センター、障がい学生支援部門、男女共同参画推進室等を新たな組織に再編・統合し、

業務を担当する教職員が組織的に連携して、一人ひとりの学生のニーズに対応した支援を行う。 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【8-1-1】組織整備により、多様な学生

支 援 を 一 体 化 し て 実 施 す る

Diversity and Inclusion Center（仮

称）を令和５年度までに設置する。 

DEI 推進本部の一体的管理運営の実績

及び課題点を検証し、改善を行う。 

「和歌山大学における障害のある学生

への支援の基本的な方針」や「DEIガイ

ドライン」を基に、インクルージョン支

援推進室とジェンダー・エクイティ推進

室が連携し、DEI リーフレットの配布

(令和７年４月）、カラフルウィーク(令

和７年５月）、Ｄ＆Ｉ研修（令和７年９

月）や人権研修（令和８年３月）などの

DEI 推進に係る各種事業を実施した。

キャンパスライフ・健康支援センターや

学部等とも連携し、総合相談体制の運

営、生理用品の無償提供（令和７年４月）

も実施した。また、DEI推進の検討に向

けて組織間の連携を明確にするため、こ

れらの取組の運営状況の可視化を行っ

た。 

 Ⅲ 

【8-1-2】上記センターにおいて、総合

相談窓口のインテークに始まり、担当

部署における学生支援の進捗状況の

経過及び結果を記録する学生支援カ

ルテを作成し、情報を共有することで

トレーサビリティの高い学生支援シ

トレーサビリティの高い学生支援シス

テムを構築し、運用を開始する。 

令和７年４月から、相談内容や対応記

録、進捗の管理共有を行う Teams及び共

有フォルダを用いた方式について、シス

テムとして正式運用を開始した。 

総合相談窓口をはじめ、キャンパスライ

フ・健康支援センターとインクルージョ

ン支援推進室及び各学部等担当係の連

 Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

ステムを第４期中期目標期間最終年

度までに構築する。 

携により、精神科医による支援、合理的

配慮、進路選択支援などを必要とする学

生の把握と共有フォルダを用いた記録

共有によるトレーサビリティの確保が

できた。 

【8-1-3】ダイバーシティ・インクルー

ジョンのガイドラインを令和６年度

までに策定し、それに基づくセミナー

や研修等を教職員に対して毎年度２

回以上実施する。 

ダイバーシティ・エクイティ・インク

ルージョンのガイドラインの周知のた

めの研修を年２回以上行う。 

本学 DEI ガイドラインに基づき令和７

年９月に D&I研修、令和８年３月に人権

研修を実施した。研修後の研修動画の配

信及び全教職員・学生に向けた本学にお

ける DEI推進についての再周知により、

理解促進を図るとともに、本学 DEI理解

についてアンケートを行い、理解度の集

約整理を行った。 

また、DEI推進本部傘下組織のキャンパ

スライフ・健康支援センターでも「多様

な学生の支援を考える」FD/SD 研修会

「合理的配慮の考え方と実践について」

を令和７年７月に実施した。オンライン

参加も含め学内外の高等教育機関から

414 名の参加があり、合理的配慮の基本

的な考え方及び現場における実践につ

いて理解を深めた。 

令和４年度 －回 

令和５年度 －回 

令和６年度 －回 

令和７年度 ３回 

（令和７年度以降実

施予定） 

Ⅲ 
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３ 研究 

＜中期目標＞ 

【9】地域から地球規模に至る社会課題を解決し、より良い社会の実現に寄与するため、研究により得られた科学的理論や基礎的知見の現実社会での実践

に向けた研究開発を進め、社会変革につながるイノベーションの創出を目指す。 

＜中期計画＞ 

【9-1】社会からの負託に応え、本学の蓄積された知を最大限に活用し、イノベーション創出へとつなげるため、複数の教員によるニーズドリブン型の研

究プロジェクトを構築し、地域と一体となって共創研究・事業に取り組み、地域の課題解決、和歌山圏域の産業の発展に貢献する。 

また、和歌山圏域に、新たな産業創出につながる知的価値を共創できる人材を育成するために、全学的にアントレプレナーシップ教育を地元経済団

体・組織などと連携して取り組み、大学発ベンチャーや社会的企業を創出する。 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【9-1-1】ニーズドリブン型の研究プロ

ジェクトを３件構築する。（第４期中

期目標期間中 合計） 

前年度に構築した研究プロジェクトに

ついて、引き続き学内大型研究予算等に

よる支援を行う。また、新たな研究プロ

ジェクト構築に向け、プロジェクト形成

支援のための予算措置を含めた取組を

行う。 

令和７年度は、「地域共創型研究プロ

ジェクト」の募集を行い、1 件申請が

あったものの、審議の結果、採択には至

らなかった。 

一方で、令和６年度に続き、「重点研究

分野推進事業」では「ロボットおよび AI

を活用した次世代スマート農業システ

ムの開発」（研究代表者：システム工学

部 土橋宏規准教授）のプロジェクト

を、また「地域共創型研究プロジェクト」

では「人類の幸福と地域の発展を目指し

た糖鎖類の創成と応用利用研究」（研究

代表者：教育学部 山口真範教授）のプ

ロジェクトを、それぞれ継続して支援し

令和４年度 １件 

令和５年度 ０件 

令和６年度 ２件 

令和７年度 ０件 

計 ３件 

Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

た。その結果、山口真範教授のプロジェ

クトの研究成果から、「梅の滴」という

入浴剤が、和歌山県内の企業から商品化

された。 

【9-1-2】共同研究・受託研究等を 550件

以上実施する。（第４期中期目標期間

中 合計） 

引き続き、集中的に支援する研究者を選

定して積極的に支援するとともに、大阪

府南部を含めた和歌山圏域において、そ

の地域の産業や今後発展が期待される

分野における研究交流会の開催、新たな

ニーズの発掘などを通して、共同研究及

び受託研究件数の増加を図る。 

研究推進戦略本部にて立案・展開した研

究推進戦略に基づき、外部資金獲得増に

向けた施策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育学部の山口真範教授とシステム工

学部の土橋宏規准教授について、ニーズ

ドリブン型プロジェクトによる支援の

他、令和７年度に新たに雇用した研究広

報担当者が、研究内容を分かりやすく紹

介するリーフレットを作成した。また、

システム工学部の宇野和行准教授には

イノベーション・ジャパンの出展を支援

するなど、研究者を選定した集中的な支

援を実施した。 

一方、大阪府や和歌山県に工場や支店が

ある複数の大企業との、共同研究の実施

に向けた協議や、地元の大手私鉄との、

新規事業創出に向けた取り組みを開始

した。また、岸和田市との連携事業は、

令和６年度から継続して実施している。

これらに加えて、和歌山県立医科大学と

の医工連携実施に向け、令和７年度に 2

回の意見交換会を開催し、和歌山県立医

令和４年度 85件 

令和５年度 75件 

令和６年度 78件 

令和７年度 95件 

計 333件 

Ⅱ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究推進戦略本部にて立案・展開した研

究推進戦略に基づき、外部資金獲得増に

向けた施策を実施する。 

科大学側のニーズと本学側のシーズを

発表した。さらに今後に向けた打ち合わ

せを行った。 

また、共同研究等に積極的であるシステ

ム工学部教員を中心に研究紹介リーフ

レットの作成を進め、産学連携イノベー

ションセンターの HP で公開するなど、

HP の修正にも取り組んでいる。さらに、

本学研究者の研究シーズをまとめた

「Seeds Index」を、和歌山県下の複数

の金融機関に送付し地元企業のニーズ

とのマッチングを目指すなど、研究広報

活動の強化に取り組んだ。これらの活動

を通して、大阪府南部を含めた和歌山圏

域におけるニーズ発掘を積極的に行っ

た。 

 

令和７年４月に設置された研究推進戦

略本部にて、実効性のある研究推進戦略

の立案を進めている。また、産学連携イ

ノベーションセンターの下、研究環境整

備支援 WG を令和 7 年６月に設置した。

本 WG では、研究者の研究活動の実態や
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

課題、研究環境・研究支援等のニーズを

把握するためのアンケートを令和７年

11 月に実施した。令和８年 1 月に新た

に採用した研究 IR 担当者が中心となっ

て分析を進め、その結果を今後の研究推

進戦略の立案に役立てるほか、他大学の

取組事例を参考に、新たな取組案の検討

を進めている。 

 

 

【9-1-3】和歌山大学からの起業数を６

件以上とする。（第４期中期目標期間

中 合計） 

和歌山県、県内の大学、起業支援団体、

企業及び卒業生等と個別に協議の上、こ

れらの機関等と連携したアントレプレ

ナーシップ教育や起業支援、和歌山県内

大学連携合同ビジネスコンテストの実

施等について検討する。 

わかやま地域連携推進プラットフォー

ムの下部組織として、アントレプレナー

シップ教育推進部会の令和８年４月設

置を目指して、自治体および大学等の教

職員で構成する検討 WG を立ち上げた。

12 月に第１回会合を開催し、今後の連

携の方向性について議論した。 

また、アントレプレナーシップ人材の育

成に向けて、新たに「アントレプレナー

シップ教育実践演習（インターンシッ

プ）」を開設したほか、オープンゼミや

学生挑戦コンテストなどを県内企業・自

治体と連携して実施した。 

令和４年度 １件 

令和５年度 ７件 

令和６年度 ０件 

令和７年度 １件 

計 ９件 

Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

特に学生挑戦コンテスト参加者は、その

後、学外コンテストへの挑戦へと活動を

広げるなど、新たな展開が見られる。 

なお、令和７年度に新たに 1件の起業が

あり、第 4期における起業件数は 9件と

なった。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

＜中期目標＞ 

【10】内部統制機能を実質化させるための措置や外部の知見を法人経営に生かすための仕組みの構築、学内外の専門的知見を有する者の法人経営への参画

の推進等により、学長のリーダーシップのもとで、強靭なガバナンス体制を構築する。 

＜中期計画＞ 

【10-1】地方行政や企業経営の経験のある者を法人経営に参画させ、地域との連携や経営的視点に力点を置いた法人経営を行うとともに、経営の透明性の

確保と信頼の向上に向けて取り組む。また、本学の内部統制システムなどの機能強化を図るとともに、検証結果に基づき、必要な改善を行う。これらの

取組により、経営機能を高め、ガバナンス体制の充実・強化を図る。 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【10-1-1】学長のリーダーシップの下、

社会のニーズを踏まえた機能強化に

資する重点的取組事項（アクションプ

ラン）を毎年度設定し、改革を進める。 

重点的取組事項（アクションプラン）を

設定し、年度途中において進捗管理を行

うことにより、着実に実施する。 

また、前年度実施分について成果を検証

する。 

令和７年度重点的取組事項として「「わ

かやま地域連携推進プラットフォーム」

（以下、PF）を設置し、地方自治体、地

元産業界、高等教育機関が相互に連携・

協力し、地域の課題を共通理解したうえ

で解決の方向性を検討し、和歌山県の持

 Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

続可能な発展を推進する」ことを設定し

た。 

本取組について、前年度の検討を踏ま

え、令和７年４月に PF を設置した。令

和７年 10 月の推進本部会議では、和歌

山県喫緊の課題である「県内就職率向

上」と「人材定着」について検討するた

め、本学キャリアセンターから卒業生の

就職状況報告や提案等を行った。令和７

年 11月には PFシンポジウムを開催し、

文科省地域大学振興室長にご講演いた

だくとともに、和歌山県副知事、和歌山

県市長会会長、和歌山県商工会議所連合

会会長に登壇いただきパネルディス

カッションを行った。令和８年２月には

PF のコーディネートにより、和歌山県

学校給食会からの依頼で和歌山信愛短

期大学が給食新メニュー開発を行った。 

【10-1-2】毎年度、今後顕在化する可能

性があるリスクをリストアップし、現

状の分析・評価を行うとともに予防策

を講じる。 

ガバナンス上の問題点を点検し、内部統

制システムの見直しを行う。 

危機管理マニュアルを周知し構成員の

理解促進を図るとともに、新たに対応が

必要となるリスクを追加する。 

内部統制規則に基づき、令和６年度中に

発生したリスクを集約・類型化して、各

リスクへの対応状況を確認した。各委員

会や組織は機能しており、内部統制シス

テムとしては適切と判断した。また、危

 Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

機管理マニュアルを現状にあわせて更

新し周知し直した。 

 

＜中期目標＞ 

【11】大学の機能を最大限発揮するための基盤となる施設及び設備について、保有資産を最大限活用するとともに、全学的なマネジメントによる戦略的な

整備・共用を進め、地域・社会・世界に一層貢献していくための機能強化を図る。 

＜中期計画＞ 

【11-1】「和歌山大学グランドデザイン 2040」に沿った、多様で柔軟な教育研究が実現できる施設を整備し、キャンパス全体をイノベーションコモンズと

して活用する。 

また、陸上競技場などの大学施設を広域同時多発災害時の防災拠点として活用できるよう、自衛隊等、国や地方公共団体との連携を推進する。 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【11-1-1】建物改修計画時に戦略的なリ

ノベーション（スペースの創出・再生）

による施設機能の集約化を図り、グ

ローバルラウンジ（国際化）やキャリ

アラウンジ（新産業の創出）、アクティ

ブラーニング（日常的な知的交流）等

のフレキシブルなオープンラボを、第

４期中期目標期間最終年度までに設

置する。 

東２号館の利用状況調査を実施し、デー

タベース化を行う。また、経年順による

建物トリアージに基づき、東２号館の大

規模改修に係る概算要求を行い、予算の

確保ができた場合にはフレキシブルな

オープンラボなどの整備を行う。 

東２号館の利用状況調査の結果を踏ま

え、多様な教育環境に対応可能な教室の

確保と学生から要望の多かった共通ス

ペースの設置を実施設計に反映させた。

東２号館の戦略的なリノベーションを

推進し、安全・安心な教育研究環境整備

を図るため、令和７年度補正事業として

施設整備費補助金を獲得した。これによ

り、令和７年度の工事発注に向けた公告

に必要となる実施設計図面が完成した。 

 Ⅲ 



29 

 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【11-1-2】自衛隊等と連携した防災訓練

を３回実施する。（第４期中期目標期

間中 合計） 

地方公共団体等と連携し、ドクターヘリ

の着陸を想定した本学の行動訓練を実

施する。 

和歌山広域消防指令センターと連携し、

令和７年 11 月 13 日にドクターヘリの

離着陸を想定した本格的な行動訓練を

多目的グラウンド及び小運動場にて実

施した。 

また、和歌山市と連携した「避難所生活

体験」をはじめ、和歌山市消防局や和歌

山県警察等による「特殊災害対応訓練」

を実施した。 

令和４年度 １回 

令和５年度 １回 

令和６年度 1回 

令和７年度 3回 

計 6回 

Ⅲ 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

＜中期目標＞ 

【12】公的資金のほか、寄附金や産業界からの資金等の受入れを進めるとともに、適切なリスク管理のもとでの効率的な資産運用や、保有資産の積極的な

活用、研究成果の活用促進のための出資等を通じて、財源の多元化を進め、安定的な財務基盤の確立を目指す。併せて、目指す機能強化の方向性を見据

え、その機能を最大限発揮するため、学内の資源配分の最適化を進める。 

＜中期計画＞ 

【12-1】ステークホルダーとの対話や本学のビジョン、知的資産を積極的に広く社会に発信することにより、寄附金をはじめとする外部資金の獲得を推進

するとともに、保有する資産を最大限活用することで自己収入の増加にも取り組む。また、毎年度、中期計画の進捗状況等を検証・分析し、中期計画達

成に向けた戦略的かつ重点的な資源配分となるよう学内資源配分の最適化を進める。 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【12-1-1】第４期中期目標期間の外部資

金受入総額を、第３期中期目標期間受

入総額（特殊要因除く）から１億円増

加させる。 

有価証券等の現物寄附の申出があった

ときに備え、規程整備等受入の仕組みを

整える。 

自己収入を含め多様な財源確保に資す

る取組を検討・実施する。 

 

引き続き、集中的に支援する研究者を選

定して積極的に支援するとともに、大阪

府南部を含めた和歌山圏域において、そ

の地域の産業や今後発展が期待される

分野における研究交流会の開催、新たな

ニーズの発掘などを通して、共同研究及

び受託研究件数の増加を図る。 

 

研究推進戦略本部にて立案・展開した研

究推進戦略に基づき、外部資金獲得増に

向けた施策を実施する。 

 

同窓会に対しては毎年寄附者の増加を

目標とするともに大口寄附者の獲得に

取り組む。また、後援会（保護者）に対

し積極的にアプローチする場の増加や

企業へのアプローチ、構成員に対するア

株式など現物寄附受入について、他大学

の実情の調査を行い、本学における制度

案について検討を行った。 

国債・地方債の購入により余裕資金の運

用を拡大し自己収入の増加を進めてい

る。 

【9-1-2】のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

【9-1-2】のとおり 

 

 

 

同窓会に対してパンフレットの郵送や、

各同窓会の集会に積極的に参加し、個々

人への説明を実施した。 

また、後援会（保護者）に対しては、令

和７年４月入学式後に基金の説明、同年

目標値 

 2,675,571千円 

令和４年度 

 386,389千円 

令和５年度 

 308,835千円 

令和６年度 

 315,697千円 

令和７年度 

 431,243千円 

計 1,442,164千円 

（年度ごとに千円未

満端数処理を行うた

め、計と一致しない

場合がある） 

Ⅱ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

ナウンス等の効果的な広報に取り組む。 

80周年記念事業について検討する。 

10 月教育懇談会案内時に基金室長より

挨拶文を送付するとともに、入学案内時

においても基金室長より挨拶文を送付

し広報に努めた。 

更に、令和７年７月のオープンキャンパ

スでもパンフレットを配付し、寄附獲得

に努めた。 

80 周年を記念事業化するなら学生支援

や教育に関する支援が適切と判断し、ま

た、教育環境の充実を目的として「和歌

山市教育機関支援等寄附金（ふるさと納

税・企業版ふるさと納税）」へ参画する

こととした。 

 

【12-1-2】第４期中期目標期間の施設使

用料収入総額を、第３期中期目標期間

実績総額から 10％増加させる。 

施設貸付において、プロジェクターやマ

イク等の映像・音響機器を使用する場合

の使用料を設定する。 

和歌山市内の各施設や他大学での映像・

音響機器利用料の実績調査を行い、和歌

山県立医科大学、和歌山城ホール、大阪

公立大学の利用料単価から本学での利

用料単価を設定し、利用料金一覧表を作

成した。 

目標値 62,778千円 

令和４年度 

 11,941千円 

令和５年度 

 12,104千円 

令和６年度 

 12,601千円 

令和７年度 

 12,078千円 

Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

計 48,724千円 

（年度ごとに千円未

満端数処理を行うた

め、計と一致しない

場合がある） 

【12-1-3】中期計画や部局等が設定する

将来目標の達成状況等を評価し、成

果・実績等に応じた資源配分を行う。 

決算情報と教育研究の成果・実績等に基

づく予算配分方法をブラッシュアップ

しながら、本学の機能強化に合わせた戦

略的な予算配分を行う。 

運営費交付金算定における「成果を中心

とする実績状況」の結果を部局配分予算

に反映するほか、外部資金獲得や教員業

績評価に対するインセンティブを引き

続き配分している。 

教育研究設備の耐用年数超過状況を調

査し、設備の戦略的更新を行うための予

算措置を行った。 
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Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項 

＜中期目標＞ 

【13】外部の意見を取り入れつつ、客観的なデータに基づいて、自己点検・評価の結果を可視化するとともに、それを用いたエビデンスベースの法人経営

を実現する。併せて、経営方針や計画、その進捗状況、自己点検・評価の結果等に留まらず、教育研究の成果と社会発展への貢献等を含めて、ステーク

ホルダーに積極的に情報発信を行うとともに、双方向の対話を通じて法人経営に対する理解・支持を獲得する。 

＜中期計画＞ 

【13-1】本学における教育、研究活動の成果や地域と連携した新たな取組等について、ステークホルダーに対し、本学への理解度を高める情報を積極的に

発信する。併せて本学の課題を明確にするためのデータ分析を行い、自己点検・評価に活用する。 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【13-1-1】本学の教育・研究・社会貢献

等の活動や成果について、様々な指標

を用いて経年推移や割合をグラフ化

するなどし、令和６年度までに新たに

データサイトを立ち上げ、公開する。

公開後は年１回以上の更新を行う。 

データの年次更新を行うとともに、ス

テークホルダーの意見に基づくデータ

サイト構成の見直しを行い、データサイ

トの改善に着手する。 

令和７年 11 月以降も学内外における教

育、研究、財務分野のデータ更新状況の

把握に努め、データサイト公開のレポー

トを年１回以上の更新を行った。 

また、教育分野のレポートを新たに公開

し、データサイトの更なる充実を図っ

た。 

令和４年度 －回 

令和５年度 －回 

令和６年度 －回 

令和７年度 ３回 

（令和７年度以降実

施予定） 

Ⅲ 

【13-1-2】客観的なデータ、エビデンス

に基づき、本学の運営上の強みや課

題、改善点等を明らかにし、それを活

用した自己点検・評価を行い、その結

果に基づく改善状況や中期目標・中期

計画の進捗状況を年１回公表する。 

中期目標・中期計画について年度途中に

進捗状況把握を行い、その結果、課題が

ある事業については必要に応じヒアリ

ングを実施し改善を促すなど、継続的な

進捗状況管理を行う。 

中期目標・中期計画に係る令和６年度実

績について自己点検・評価を行うととと

もに、その結果を公表する。 

前年度以前に実施した自己点検・評価及

び外部評価において改善を要するとさ

れた事業について改善に取り組むとと

もに、改善状況を公表する。 

中期目標・中期計画に係る令和６年度実

績（前年度自己点検・評価における自己

評価Ⅱの改善状況を含む）について自己

点検・評価書を作成し、令和７年６月に

和歌山大学ホームページにおいて公表

した。 

中期目標・中期計画に係る令和６年 10

月末時点進捗状況及び令和６年度末実

施状況をとりまとめるとともに、必要に

応じ個別確認を行った。 

令和６年度に実施した、大学機関別認証

評価評価基準等に基づく自己点検・評価

及び外部評価において改善を要すると

された３件（教員養成課程の充実等）に

ついて、決定された改善策の実施に取り

令和４年度 －回 

令和５年度 １回 

令和６年度 １回 

令和７年度 １回 

計 ３回 

（令和５年度以降実

施） 

Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

組み、対応済の２件について和歌山大学

ホームページにおいて公表した。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

＜中期目標＞ 

【14】AI・RPA （Robotic Process Automation）をはじめとしたデジタル技術の活用や、マイナンバーカードの活用等により、業務全般の継続性の確保と

併せて、機能を高度化するとともに、事務システムの効率化や情報セキュリティ確保の観点を含め、必要な業務運営体制を整備し、デジタル・キャンパ

スを推進する。 

＜中期計画＞ 

【14-1】令和２年度に策定した「和歌山大学 DX推進計画」の業務に対し、迅速かつ効率的な導入を行うための運用方針を作成し、業務の高度化や効率化

を進めるとともに、国立大学法人和歌山大学情報セキュリティ対策基準に基づく自己点検及び教育訓練を行うことにより情報セキュリティを確保する。 

評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

【14-1-1】和歌山大学 DX 推進計画に

沿って、窓口業務（申請・届出手続等）

などの定型業務等のうち、AI・RPA化

が適切であるものをリストアップし、

令和７年度までにリストアップした

業務の７割を、第４期中期目標期間最

終年度までに全てを AI・RPA化する。 

AI・RPA化等の実施状況について進捗管

理を行うとともに、引き続き AI・RPA化

等を進める。また、実施済の取組につい

て検証し、必要に応じて改善に取り組

む。 

 

 

 

 

 

令和５年度に決定した AI・RPA化等対象

業務リストの進捗管理を行うとともに、

一部の導入済取組では改善を行った。ま

た、当該リストの学内情報共有を通じて

新規取組の導入を促進し、新規取組を当

該リストに追加した。令和８年度以降

も、当該リストに基づき、引き続き AI・

RPA 化等を推進する。 

令和４年度 －割 

令和５年度 9.4割 

令和６年度 9.7割 

令和７年度 9.7割 

Ⅲ 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

 

 

RPA 化した事例の紹介、ソースの共有を

行い、業務への浸透を深めるための学内

研修会を実施する。 

 

 

 

 

 

前年度までの窓口業務の DX を踏まえ、

引き続き、可能な業務の DXを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度に導入したチャットボット

については利用実績を踏まえ、質問回答

データ追加等の改善に取り組んだ。 

 

RPA 化した事例の紹介、ソースの共有に

ついては、引き続き Teamsで実施した。

また、生成 AI に関して業務への浸透を

深めるための機会として、学術情報課の

職員を講師として事務職員を対象に学

内勉強会を実施し、41 名の参加があっ

た。 

 

窓口業務の DX として、栄谷キャンパス

及び岸和田と南紀熊野サテライトで開

講する学部開放授業の聴講申請を、紙申

請から Forms（Power Autemateを連動)

を利用した電子申請に変更した。 

キャリアセンターでは進路状況把握を

簡素化するために DX を進めている。具

体 的 に は 、 Forms お よ び Power 

Automate、Moodleを併用して、学生が入

力した進路情報をスタッフ及び指導教

員が共有できる仕組みを構築中である 
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評価指標 令和７年度取組予定 令和７年度実施状況 定量的評価指標実績 
自己 

評価 

サイバーセキュリティ対策基本計画（令

和４～６年度）の実施結果の検証を行

う。その検証結果を踏まえ、次期基本計

画（令和７～９年度）を策定し、実施す

る。 

 

前回のサイバーセキュリティ対策等基

本計画の自己評価結果を踏まえ、新たな

基本計画（令和７～９年度）を策定し、

当該計画に沿って情報セキュリティ対

策を順次実施した。 
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（２）第４期中期目標・中期計画記載事項以外の主な取組 

本学では、各部局の第４期中期目標・中期計画記載事項以外の主な取組を着実に実行していくために、６年間の各年度取組予定を決定しています。この各

年度取組予定のうち令和４，５年度の実施状況について自己点検・評価を実施しました。 

なお、評価に際しては次の４段階で行っています。 

Ⅳ・・・取組予定を上回って実施している 

Ⅲ・・・取組予定を十分に実施している 

Ⅱ・・・取組予定を十分には実施していない 

Ⅰ・・・取組予定を実施していない 

（新型コロナウイルス感染症の影響等、やむを得ない理由により取組予定を実施できなかったが、代替措置等を行った場合はⅢとしています。） 

 

＜教育学部＞ 

【1】学部改革 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

和歌山圏域の学校教育のニーズに沿った高い教育力を有し、地域の教育課題に対して積極的に取り組むことのできる質保証のされた教員を養成する。 

初等教育にシフトし、中等教育との一貫性を維持した上で計画的で連続性のある教育実習と自己計画活動を行うための期間を３年次後期に組み入れた

カリキュラム改革を実施し、検証、改善を行う。 

学校推薦型選抜「地域【紀南】推薦枠」を和歌山県全域に拡大し、占有率を高める。 

○目標または成果（想定される成果） 

・和歌山県における小学校教員採用試験合格者の占有率を 25％以上とする。 

・教育学部卒業生の教員就職率を全国平均以上とする。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 和歌山圏域の教育課題に対して積極的に取り組むこ

とのできる質保証のされた教員を養成するために初

等教育にシフトし、中等教育との一貫性を維持した上

で計画的で連続性のあるカリキュラムを運用する。ま

た、より高い教育力を有する教員を養成するために、

和歌山県全域へと拡大した学校推薦型選抜を含む全

ての入試区分での志願者・入学者状況・入学後２年間

の教員志望状況の推移などを分析し、必要に応じて入

試方法と定員枠の見直しを行う。さらに、教員就職支

援に関する各種アンケート結果を分析し、学生支援体

制を見直すことで、第４期末の目標である和歌山県に

おける小学校教員採用試験合格者の占有率 25％以上、

教員就職率全国平均以上を目指す。 

令和６年度は、初等教育にシフトし、中等教育との一

貫性を維持したカリキュラム改革を軌道に乗せるた

め、初等教科教育法（２年次履修）のクラス別開講や

来年度に開始するアクションタームの運用準備など

を行った。また、入試状況・教員就職率等の分析、国

の施策（理系人材養成）、和歌山県の少子化などを総合

的に勘案し、来年度に入学定員を 30 名減らすことを

決定した。さらに、大学推薦特別選考合格者向けの４

年次研修では、教職大学院教員の全面的な協力のも

と、学生は授業実践力を高め、地域に根ざした教育へ

の理解を深めることで優れた教育力を身につけた。加

えて、アンケート等で学生の教員志望状況を把握し、

教員養成機能の充実に努めた。 

【和歌山県における

小学校教員採用試験

合格者の占有率】 

○目標値 25％以上 

○実績値  

  令和４年度採用試

験（令和３年度実施） 

18.9％ 

 令和５年度採用試

験（令和４年度実施） 

13.4％ 

 令和６年度採用試

験（令和５年度実施） 

23.1％ 

 令和７年度採用試

験（令和６年度実施）

※22.6％ 

  令和８年度採用試

験（令和７年度実施）

※15.0％ 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和７年度 和歌山圏域の教育課題に対して積極的に取り組むこ

とのできるより高い教育力を有する質保証のされた

教員を養成するために、全ての入試区分での志願者・

入学者状況・入学後３年間の教員志望状況の推移など

を分析し、必要に応じて入試方法、定員枠などの見直

しを行う。さらに、 教員就職支援に関する各種アン

ケート結果を引き続き分析し、学生支援体制を見直す

ことで、第４期末の目標である和歌山県における小学

校教員採用試験合格者の占有率 25％以上、教員就職率

全国平均以上を目指す。 

令和 7 年度後期にアクションタームを初めて実施し

た。学生は講義だけでなく、副免実習やへき地・複式

実習などに参加したり、教育ボランティア、学校現場

での授業参観や一般の教員研修にも参加したりなど

の学習活動を積極的に行った。加えて、アンケート等

で学生の教員志望状況を把握し、教員養成機能の充実

に努めた。 

また、文部科学省補助事業「地域教員希望枠を活用し

た教員養成大学・学部の機能強化事業」に採択された。

これを受け、地域の教育課題に対して積極的に取り組

むことのできる、より高い教育力を有する教員を養成

するとともに、学生への教職キャリアの意識づけを強

化し教員就職率の向上に繋げる。 

※大学推薦特別選考

合格者を含む 

 

【教育学部卒業生の

教員就職率】 

○目標値 全国平均

以上 

○実績値（教員就職

率Ⅰ、教員就職率Ⅱ） 

 令和４年３月卒業

生（54.0％、59.5％） 

 （ 全 国 平 均

（60.1％、66.9％）） 

 令和５年３月卒業

生（58.8％、66.9％） 

 （ 全 国 平 均

（61.1％、67.8％）） 

 令和６年３月卒業

生（55.4％、58.8％) 

 （ 全 国 平 均

（62.1％、69.0％）） 

 令和７年３月卒業

生（56.5％、58.7％) 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

 （ 全 国 平 均 ：

（63.4％、70.7％）） 

 令和８年３月卒業

生（53.7％、55.4％) 

 （全国平均：令和８

年 12月発表予定） 

※教員就職率Ⅰ：正

規＋臨時、教員就職

率Ⅱ：正規＋臨時（進

学者・保育士除く） 

 

 

【2】教職大学院カリキュラム改革（実践型教員養成） 

【2-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 
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教職大学院では３科目セットで履修する「ユニット科目」（探究のための教材開発）について全 21科目の受講人数などの調査確認を行った結果を基

に、院生の興味関心に即した探究課題を教科や分野別に各自が設定し、教科横断的、校種縦断的に追究することが可能となるカリキュラム改革を行う。

学部教員が兼担として科目を担当することで学部教育との連続性・一体性を高める。 

○目標または成果（想定される成果） 

・現職教員院生（特別支援教育コースを除く）が「探究のための教材開発」を１科目以上履修する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 教職大学院では教科横断的、校種縦断的に追究するカ

リキュラムを運用する。３科目セットで履修する「ユ

ニット科目」（探究のための教材開発）については現職

教員院生が履修できるカリキュラムにする。また学部

教員が兼担する科目を配置し、学部教育との連続性・

一体性を高める体制を整備し、運用を開始する。 

令和６年度は、昨年度に引き続き、３科目セットで履

修する「ユニット科目」（探究のための教材開発）を現

職教員院生が履修しやすいように日程等を工夫した

り、１科目の単独履修も認めるなど、柔軟な履修対応

をおこなった。それによって、専門領域以外の教科や

分野のユニット科目を受講する院生が増加した。ま

た、ストレートマスター（学部からの院生）が、学部

時代の卒業研究の継続を発展させた修了研究報告書

の作成を望む場合には、学部所属教員と相談の上、指

導を受けられる体制を整えるなど、学部と大学院との

連続性・一体性を高めた。 

 Ⅲ 

令和７年度 教職大学院では教科横断的、校種縦断的に追究するカ

リキュラムを運用する。３科目セットで履修する「ユ

ニット科目」（探究のための教材開発）については現職

教員院生が履修するように指導する。また学部教員が

兼担する科目を配置し、学部教育との連続性・一体性

を高める体制を維持する。 

令和７年度は、昨年度に引き続き、ユニット科目であ

る「探究のための教材開発」を現職教員院生が履修し

やすいように日程等を工夫したり、１科目の単独履修

も認めるなど、柔軟な履修対応をおこなった。これに

より、専門領域以外の教科や分野のユニット科目を受

講する院生が増加した。また、学部卒の院生が、学部

時代の卒業研究を発展させた修了研究に取組みたい
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

場合には、学部所属教員と相談の上、指導を受けられ

る体制を整えるなど、学部と大学院との連続性・一体

性を高めた。加えて、免許プログラムで小学校教諭一

種免許状が取得できるよう、規程を改定した。 

 

【3】地域における現職教員研修への貢献 

【3-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

高度化モデル事業（平成 25～26年度）における初任者研修や第３期のブレンディッド・ラーニング（対面・オンライン・オンデマンド）による現職

教員研修の取組をさらに発展させ、和歌山県及び県下各市町村教育委員会と連携し、委託事業として一括契約により単位化も含めた現職教員研修事業に

つなげる。 

○目標または成果（想定される成果） 

・「ブレンディッド・ラーニング」の形式で延べ 15講座を開放し履修証明化を行う。 

・和歌山県内延べ６市町村教育委員会と連携し、現職教員研修事業及び学校支援事業を行う。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 現職教員研修事業として「ブレンディッド・ラーニン

グ」の形式による講座を延べ７講座開放し、履修証明

化を行う。また和歌山県内延べ３市町村教育委員会と

連携し、現職教員研修事業及び学校支援事業を行う。 

・本年度も引き続き「ブレンディッド・ラーニング形

式」による教員研修履修証明プログラムを実施し、９

講座を新規に開設した。また、これまでの収録済み講

座７本を再配信し、合計でのべ 212人の現職教員の受

講登録者となった。主に和歌山県内の現職教員ではあ

るが、泉州地方からの受講希望者も定着しつつある。

なお、当履修証明プログラムに関する自治体研修の代

【「ブレンディッド・

ラーニング」形式に

よる講座数：目標値 

延べ 15講座】 

令和４年度 15講座 

令和５年度 15講座 

令和６年度 ９講座 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

替・単位化・有料化については、これまでどおりに検

討課題のままである。 

・学校支援事業については、２市（田辺市・海南市）

に対して実施し、合計６校の実践研究支援をおこなっ

た。両市からは、次年度も引き続き要請が来ており、

継続が決定している。 

（＋再配信７講座） 

令和７年度 ５講座 

計 44講座 

 

【現職教員研修事業

及び学校支援事業の

実施件数：目標値 

延べ６市町村】 

令和４年度 

 ２市町村 

令和５年度 

 ２市町村 

令和６年度 

 ２市町村 

令和７年度 

 ２市町村 

計 ８市町村 

令和７年度 現職教員研修事業として「ブレンディッド・ラーニン

グ」の形式による講座については、既存の収録済講座

の再配信を主軸とし、新規講座は３講座程度として履

修証明化を行う。また現職教員研修事業及び学校支援

事業については、引き続き、２市（田辺市・海南市）

と連携し、実施する。 

今年度のブレンディッド・ラーニングは「探究」をキー

ワードにした「総合的な学習の時間」の講座を新規に

５講座開設した。今回はテーマを絞り込んだため、受

講登録者は約 70 名と従来よりは少数となったが、課

題意識・目的意識の強い現職教員が多く受講したとい

える。なお、今年度は対面授業をリモートでも受講可

とした講座や平日夕刻（勤務時間後）の開催等も試行

し、教育現場からの要請にも対応した。学校支援事業

については、２市（田辺市・海南市）に対して実施し、

田辺市では３校のリモート学習について、海南市につ

いては各校の研究課題に対応して、それぞれ実践研究

支援をおこなった。両市からは、次年度も引き続き要

請が来ており、継続が決定している。 

 

【4】附属学校等との共同研究の強化 

【4-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 
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学部・大学院の教員が中心となり附属学校３校や地域の公立学校等の教員と連携し、全ての子供たちの可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学

びの実現（令和の日本型学校教育）に向けた共同研究を行う。その成果を、和歌山圏域における地域特性を踏まえ、児童・生徒が様々な社会的な変化を

乗り越え持続可能な社会の創り手となるための教育モデルとして成果報告会や報告書の学術リポジトリでの公表等を通じて地域の学校に提供する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・大学、附属学校、地域の公立学校等との３者間連携による共同研究を年間 20件以上実施する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 引き続き、共同研究チームの数を増加させて、児童・

生徒が持続可能な社会の創り手となるための教育モ

デル構築のための共同研究を進展させる。大学、附属

学校、地域の公立学校等との３者間連携による共同研

究の年間 20 件以上の実施を目標とする。その研究成

果を、年度末の成果発表会や成果報告書において発表

し、学術リポジトリを通じて広く研究成果を公開す

る。 

令和６年度の共同研究事業では 27 件の研究課題が設

定された。このうち、大学・附属学校・公立学校の３

者連携による研究課題は 12 件となった。連携校は 63

校、大学教員の参加者は 29名（研究代表者 22名、共

同研究者７名）、附属３校からの共同研究者は 27名、

附属３校以外の教員の共同研究者は 106名であり、全

体として、大学教員以外の共同研究者は 133名であっ

た。２月に成果報告会を開催し、参加者数は 102名（昨

年度は 112名）であり、１テーマ当たりの参加者数の

増加（昨年度の 2.8名から 3.8名）は、関心の高いテー

マが多数設定されたことを示している。成果報告書は

紙媒体で刊行し、学術リポジトリで内容を公開する。 

【大学、附属学校、地

域の公立学校等との

３者間連携による共

同研究の実施件数：

目標値 年間 20 件

以上】 

令和４年度 15件 

令和５年度 16件 

令和６年度 12件 

令和７年度 13件 

計 56件 

Ⅲ 

令和７年度 引き続き、共同研究チームの数を増加させて、大学、

附属学校、公立学校の３者連携による研究チーム数 20

以上を目標とし、児童・生徒が持続可能な社会の創り

手となるための教育モデル構築のための共同研究を

さらに進展させる。共同研究の成果が公立学校での授

業等に反映されていることを調査し、効果を検証した

令和 7年度の共同研究事業では 30件の研究課題が設

定された。このうち、大学・附属学校・公立学校の

３者連携による研究課題は 13件となった。連携校は

56校、大学教員の参加者は 29名（研究代表者 21

名、共同研究者８名）、附属３校からの共同研究者は

27名、附属３校以外の教員の共同研究者は 109名で
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

のち次年度の共同研究につなげる。その研究成果を、

年度末の成果発表会や成果報告書において発表し、学

術リポジトリを通じて広く研究成果を公開する。 

あり、全体として、大学教員以外の共同研究者は 136

名であった。２月に成果報告会を開催し、参加者数

は 130名（昨年度は 102名）と増加した。ここでは

一つの研究課題について本事業で初めて県内小学校

の児童による成果発表の場を設け、新たな事業の展

開を行った。成果報告書は紙媒体で刊行し、学術リ

ポジトリで内容を公開する。 

 

【5】附属学校の地域モデル化 

【5-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

現在取り組んでいる ICTやプログラミング教育を、創造力を育み教科横断的に学ぶ教育手法である STEAM教育へと発展させ、学年進行に伴う体系的な

カリキュラムを具体的な授業の姿として提案する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・附属学校において、STEAM教育を含むモデル授業を毎年度実施する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 附属小・中学校で取り組んでいる ICTやプログラミン

グ教育を発展させ、教科横断的に学ぶ教育手法で

STEAM 教育を計画する。また学年進行に伴う体系的な

カリキュラムを複合的に計画・立案し、STEAM 教育の

具体的なモデル授業を１件以上行い、成果報告会で報

告する。 

令和６年度は、附属小・中学校で取組んでいる ICTや

プログラミング教育を発展させ、教科横断的に学ぶ教

育手法で STEAM教育を計画し実施した。また学年進行

に伴う体系的なカリキュラムを複合的に計画・立案

し、STEAM 教育の具体的なモデル授業を行った。小学

校では教育研究発表会で４件、ICT 活用授業研究会で

【STEAM 教育を含む

モデル授業の実施件

数：目標値 毎年度

実施】 

令和４年度 ２件 

令和５年度 29件 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

４件を報告した。中学校では教育研究発表会で 18 件

を報告した。 

令和６年度 26件 

令和７年度 15件 

計 72件 令和７年度 附属小・中学校で取り組んでいる ICTやプログラミン

グ教育を発展させ、教科横断的に学ぶ教育手法で

STEAM 教育を計画する。また学年進行に伴う体系的な

カリキュラムを複合的に計画・立案し、STEAM 教育の

具体的なモデル授業を１件以上行い、成果報告会で報

告する。 

令和７年度は、附属小・中学校で取組んでいる ICTや

プログラミング教育を発展させ、教科横断的に学ぶ教

育手法で STEAM教育を計画し実施した。また学年進行

に伴う体系的なカリキュラムを複合的に計画・立案

し、STEAM 教育の具体的なモデル授業を行った。小学

校では教育研究発表会で４件、ICT 活用授業研究会で

４件を報告した。中学校では教育研究発表会で７件を

報告した。 

 

【5-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

和歌山県南部の複式学級設置校との協同的な研究・実践（ICTを活用した合同授業など）により、複式教育モデルの構築を目指す。 

○目標または成果（想定される成果） 

・附属学校において、複式教育を含む研究授業を毎年度実施する。 

・複式学級を設置した公立小学校と連携し、ICTを活用した授業を毎年度実施する。 

・複式学級設置校へ教員を研修講師として派遣する、または複式教育研修会を開催する。（令和６年度以降）。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 附属小学校において複式教育の研究に取り組み、その

成果報告会を実施する。また和歌山県内の複式学級設

置校と協同して ICTを活用した合同授業を計画し、実

令和６年度においても、毎年実施している複式授業研

究会を附属小学校で開催するとともに、教育研究発表

【複式教育を含む研

究授業の実施件数：

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

施する。さらに大学と附属学校が連携し、公立学校の

教員とともに立ち上げた交流研究会が中心となり、複

式教育の授業を１件以上計画し、実施する。複式教育

を担う全国の附属学校と連携し、複式教育の授業を１

件以上合同で行う。 

会、ICT 活用授業研究会でも、複式学級の授業を公開

した。 

和歌山県内の複式学級設置校との協同による ICTを活

用した合同授業及び交流研究会による複式教育授業

の実施について検討した結果、それらよりも和歌山県

内の複式学級設置校における教員研修実施の方が和

歌山県での複式教育の充実に貢献できることが分

かったため、県内外の小学校へ本校教員を複式教育の

研修講師として６回派遣した。 

複式教育を担う全国の附属学校と連携した取り組み

として、高知大附属小学校とは ICTを活用したオンラ

イン合同授業を計画し、２回実施した。 

目標値  毎年度実

施】 

令和４年度 １件 

令和５年度 ４件 

令和６年度 ３件 

令和７年度 ９件 

計 17件 

 

【複式学級を設置し

た公立小学校と連携

し、ICTを活用した授

業の実施件数：目標

値 毎年度実施】 

令和４年度 １件 

令和５年度 ５件 

令和６年度 ４件 

令和７年度 １件 

計 11件 

 

【和歌山県内複式学

級設置校への研修講

師派遣または複式教

育研修会の実施件

令和７年度 附属小学校において複式教育の研究に取り組み、その

成果報告会を実施する。また、①和歌山県内の複式学

級設置校へ複式教育の研修の講師として協力する、ま

たは②複式教育研修会を開催する。さらに大学と附属

学校が連携し、複式教育の授業の研究を進める。複式

教育を担う全国の附属学校と連携し、複式教育の授業

を１件以上合同で行う。 

附属小学校で複式授業研究会を開催するとともに、教

育研究発表会、ICT 活用授業研究会でも複式学級の授

業を公開した。和歌山県内外の小学校と県外の教育委

員会へ本校教員を複式教育の研修講師として合計４

回派遣した。また、複式学級視察の申し込みが、県内

外の小学校と近隣の市教育委員会から７件あり、受け

入れを行い授業の公開と協議を実施した。 

複式教育を担う全国の附属学校と連携した取り組み

として、高知大附属小学校と ICTを活用したオンライ

ン合同授業を計画し、１回実施した。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

数：目標値 年間６

件以上】 

令和６年度 ６件 

（研修講師派遣６

件） 

令和７年度 11件 

（研修講師派遣４

件） 

 

【5-3】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

小規模な中学校と連携し ICT教育の合同授業を展開しモデル化する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・小規模な中学校と連携し ICT教育を毎年度実施する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 附属中学校において和歌山県内の小規模な中学校と

連携し、ICT 教育について継続的に研究に取り組み、

合同授業を２件以上計画し、実施する。 

令和６年度においても、研究グループの形には至らな

かったが、ICT を使ってオンラインでつながり、総合

的な学習の時間での学習内容等について発表し合い、

感想や意見の交換を行う合同授業の実施に向けて、教

員によるオンライン会議を行った。令和６年度中は連

携校の都合が合わなかったため、来年度も継続して、

【小規模な中学校と

連携した ICT 教育の

授業の実施件数：目

標値 毎年度実施】 

令和４年度 ４件 

令和５年度 １件 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

合同授業が実施できるよう連携していくことを確認

した。 

令和６年度 ０件 

令和７年度 １件 

計 ６件 令和７年度 附属中学校において和歌山県内の小規模な中学校と

連携し、ICT 教育について継続的に研究に取り組み、

合同授業を２件以上計画し、実施する。 

令和７年度においても、研究グループの形には至らな

かったが、ICT を活用して海南市立下津第二中学校と

オンラインでつながり、総合的な学習の時間での学習

内容等について発表し合い、感想や意見の交換を行う

合同授業を実施した。来年度も継続して、合同授業が

実施できるよう連携していくことを確認した。 

 

【5-4】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

進行中の附属小学級減を受けて、令和７年度から附属中学校の生徒数もしくは学級数の削減に着手する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・附属小学校では全学年を単式２学級と複式学級とし、附属中学校では全学年を１学級 30人（現在 35人）の４学級とする。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 附属小学校では全学年の単式２学級と複式３学級の

編成を完成させる。 

附属小学校では、令和元年度から学級数１減を年次進

行で実行し、令和６年度には各学年が２学級となった

（複式学級３学級は維持）。それに伴い、附属中学校へ

の連絡進学の児童数は減少するが、附属中学校の令和

７年度の第１学年から１学級の生徒数を 35 名から 30

名に減じて、学級数４を維持していくこととなってい

る。 

 Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和７年度 附属小学校では全学年の単式２学級と複式３学級の

編成を完成させた後、学校運営の状況評価を実施す

る。また、附属中学校では１学年を１学級 30 人の４

学級の編成とする。 

クラス減が完成した附属小学校では、学校運営全般と

しては、行事の精選や見直しにより大きな問題なく進

めることができた。一方で、クラス数が減少したこと

に加え、大学カリキュラムの変更もあり、１クラス当

たりの教育実習生の受け入れ人数が増えることに

なった。そのため実習生の授業時間数を確保するた

め、示範授業の時間数が少なくなったこと、また実習

生一人一人への指導時間も従前ほど確保できなかっ

たことは課題である。また、附属中学校の令和７年度

の第１学年からは学級数４を維持しながら１学級の

生徒数を 35名から 30名に減じていき、年次進行によ

り令和９年度には全学年において１学級 30 名となる

見通しである。 

 

【6】地域の小中学校支援（教材バンクの開設、ICT教育技能支援） 

【6-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

地域の小中学校支援の一環として、「地域の学校からの要請に応じて GIGAスクールにおける ICT活用教育に関する研修等」を実施する（令和６年度以

降）。 

○目標または成果（想定される成果） 

・地域の学校の要請に応じて、GIGAスクールにおける ICT教育の教員研修・モデル授業の実践、授業支援等を実施する（令和６年度：12校、令和７

～９年度：毎年度 15校）。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 地域の学校の要請に応じて、ICT 教育の教員研修・モ

デル授業の実践、授業支援等を 12校実施する。 

県内の小・中・高等学校の要請を受けて、12校分の ICT

教育の教員研修・モデル授業の実践、授業支援等を実

施した。和歌山市をはじめ、有田川町〜御坊市〜上富

田町など紀中・紀南地方、そして串本町・那智勝浦町

などの東牟婁に至るまで広域で実施した。情報モラル

指導やプログラミング指導等に関する要望が多いが、

ネット依存症など、ICT の負の部分への対応について

もニーズがあることがわかった。 

【ICT 教育の教員研

修・モデル授業の実

践、授業支援等：目標

値 令和６年度 12

校、令和７〜９年度 

毎年度 15校】 

令和６年度 12件 

令和７年度 15件 

計 27件 

Ⅲ 

 

令和７年度 地域の学校の要請に応じて、ICT 教育の教員研修・モ

デル授業の実践、授業支援等を 15校実施する。 

県内（和歌山市をはじめ那智勝浦町・新宮などの東牟

婁にも至る）や大阪南部の小・中・高等学校の要請を

受けて、15校分の ICT教育の教員研修・モデル授業の

実践、授業支援等を実施した。情報モラル指導やプロ

グラミング指導等に関する要望が多いが、今回急増し

たのは「生成 AI」の教育利用についてのモデル授業や

教員研修であった。当該分野において抱える学校の課

題を抽出し、どのような支援を必要としているかのリ

サーチの必要性が感じられた。 

 

【6-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

諸教育機関や研究団体等の求めに対応して、「最新の教育機器・教材・資料等の提供（教材バンク・資料アーカイブ）」を行う（令和６年度以降）。 

○目標または成果（想定される成果） 

・最新の教育機器・教材、資料等を取り揃え、利用場所提供や貸出、データ提供等を実施し、地域教育の支援を行う。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 「教材バンク・資料アーカイブ」については、教育学

部「ICT・プログラミング教育支援室」が中心となって

実施し、それらの機器類・教材・資料等を拡充する。

また、資料アーカイブとしては、戦中戦後の教科書

データなど、大学が有する資料価値の高いものをアー

カイブの上リスト化し、情報提供を行う。 

「ICT・プログラミング教育支援室」（通称：SALASA）

では、各種プログラミングキット・３D プリンター・

ドローン等の機器及び各種の書籍・資料類を整え、学

内・学外への貸し出し及びレクチャーのできる体制を

構築した。これらの各種リストについてはウェブサイ

トにて公開している。それらの利用・貸し出しによっ

て、学内及び地域の教育 DX に貢献している。また、

戦中戦後教科書のデータ 100件程度、本学所有のへき

地教育関連のデータ 20 件程度に関するアーカイブ化

は完了しており、順次、学内に提供できる状況である。 

【教育機器・教材、資

料等の利用実績：目

標値 なし】 

令和６年度 

 約 100件 

令和７年度 約 90件 

計 約 190件 

 

【教育機器貸出実績

実績：目標値 なし】 

令和６年度 

 約 30件 

令和７年度  

約 20件 

計     約 50件 

Ⅲ 

令和７年度 「教材バンク・資料アーカイブ」については、教育学

部「ICT・プログラミング教育支援室」が中心となって

引き続き実施し、それらの機器類・教材・資料等を拡

充する。また、資料アーカイブとしては、戦中戦後の

教科書データなど、大学が有する資料価値の高いもの

をアーカイブし、リストに追加する。 

「ICT・プログラミング教育支援室」（通称：SALASA）

では、各種プログラミングキット・３D プリンター・

ドローン等の機器及び各種の書籍・資料類を整え、学

内・学外への貸し出し及びレクチャーのできる体制を

継続した。これらの各種リストについてはウェブサイ

トにて公開しており、学内（附属学校を含む）及び地

域等に貸し出し、指導の支援・授業での活用提案をす

ることで学校教育の DX に貢献してきた。また、資料

アーカイブについても継続しており、戦後教科書のス

キャンデータについては本年度新たに100件程度を追

加しており、学内での共有準備を進めている。 

 

＜経済学部＞ 
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【1】研究活動の活性化 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

学部において追加配分する研究経費の配分基準の見直し、クォーター単位での研究専念制度など、学部で定めている各種の研究支援制度を活用できる

環境を整え活用する。 

紀要（「経済理論」、「研究年報」）に投稿する論文に対し選択的な査読制度の導入を検討する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・教員当たりの研究業績数を増加させる。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 研究支援制度全般の運用状況、並びに支援内容とその

効果等を踏まえ、必要に応じて制度の見直しを検討す

る。 

紀要への査読制度を導入する。 

・研究支援制度全般の見直しについて 

研究活動助成については、1件の応募・採択があった。

研究専念制度については応募がなかった。これらの利

用状況を踏まえて、特に若手の研究者が研究できる環

境を整える上でも、利用しやすい制度として再構築す

るために、制度設計を次年度以降根本的に見直すこと

とした。 

 

・紀要の査読制度について 

引続き、経済学会常任評議員会で実施方法の検討を行

い、経済学会評議員会において、選択的な査読制度の

導入を決定した。 

【査読なし論文数：

目標値 なし】 

令和４年度 57件 

令和５年度 30件 

令和６年度 24件 

令和７年度 30件 

計 141件 

 

【査読付き論文数

（投稿数）：目標値 

なし】 

令和４年度 ６件 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和７年度 研究支援制度のうち、研究経費の追加配分の運用状

況、並びにその効果等を踏まえ、制度の見直しを検討

する。 

・研究支援制度の見直し検討 

前年度の課題であった特に若手研究者の研究環境の

整備・充実に向けた効果的な研究支援制度を設計する

ため、経済学部教員を対象に「研究環境および研究支

援のありかた」についてのアンケート調査を実施し

た。その結果を踏まえて、研究時間の確保、支援制度

の再構築を検討した。 

 

・研究支援制度規程の見直し 

現状の経済学研究活動推進支援奨励制度規程につい

て、支援制度の利用を促進するため、基本事項・助成

対象者・経費・運用についての規程を整備した。 

令和５年度 ５件 

令和６年度 ４件 

令和７年度 ５件 

計 20件 

 

【査読付き論文数

（採録数）：目標値 

なし】 

令和４年度 ６件 

令和５年度 ５件 

令和６年度 ４件 

令和７年度 ５件 

計 20件 

 

【著書数（単著・共

著・分担執筆）：目標

値 なし】 

令和４年度 ９冊 

令和５年度 ６冊 

令和６年度 ６冊 

令和７年度 ５冊 

計 26冊 
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【2】学部カリキュラムの検証・見直し 

【2-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

学修状況やアセスメントテスト等の結果を通して、第３期に実施した総合問題（入試）への変更に伴う入学者の変化を把握し、教育方法やカリキュラム

の修正点を検討する。 

学生が選択する履修プログラムの偏り、教員数の減少・分野別人数等を踏まえ、履修方法やカリキュラムの再構成を検討する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・現行カリキュラムの長所を生かしながら、入学者と組織の変化に応じたカリキュラムに修正する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 分析結果及び検討結果に基づいてカリキュラムへ

の反映が可能な点に修正を加える。必要に応じて令

和７年度の入試改革に合わせたカリキュラムの変

更を行う。 

令和５年度の分析結果として総合問題導入後はリテ

ラシーが若干の低下傾向、コンピテンシーが著しく向

上した。この分析結果に基づき、１年次の基礎演習を

中心にリテラシーの基礎を形成する授業科目の主要

担当者による学部内リテラシー教育のあり方につい

ての座談会を実施し、情報共有と課題の分析を行っ

た。コンピテンシーの向上を強化するため、「社会体験

実習」の授業運営においてアクティブラーニングの

ウェイトを令和５年度と比較して大きくした。さら

に、令和７年度の入試改革に合わせたカリキュラム改

正のための準備を学部執行部を中心にスタートさせ

た。 

 Ⅲ 

令和７年度 全学で予定されている入試制度の変更に合わせた修

正点も含め、修正したカリキュラムを実施する。 

令和６年度に実施した１年次の基礎演習を中心とし

たリテラシーの基礎を形成する授業科目に関する座

談会において、全学で予定されている入試制度の変更
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

に合わせた修正点が明らかとなった。これらの学部内

リテラシー教育の課題に対する対応策を反映し、修正

したカリキュラムを実施した。さらに、令和７年度の

入試改革に合わせたカリキュラム改正のための準備

を教授会における意見聴取をすることによって進め

た。 

 

【3】研究科カリキュラムの検証・見直し 

【3-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

履修状況、学修状況、就職状況等から、改組による成果とそれにつながった取組を把握する。 

カリキュラムの長所・短所及びカリキュラム実施上の課題等を把握し、修正点を検討する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・実施上の課題を改善しつつ、長所を生かしながら課題に対応できるカリキュラムに修正する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 履修状況、学修状況に就職状況等も加味し、改組によ

る成果を把握するとともに、カリキュラムの課題を把

握する。 

成績評価および修学履修相談から判断される履修状

況、学修状況の情報によるとプログラム別の専門性を

反映した学修が修了要件に結びついていることが改

組による成果として確認できる。また、就職状況にお

いても学術的専門性に動機付けられた就職活動が確

認できる。カリキュラム上の課題としては、高度イン

ターンシップ型の実践演習科目実施による修士論文

 Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

作成のための研究活動との両立に困難を感じる学生

の学修を支援する取組を引き続き検討する必要があ

る。さらに、開講される専門科目の数がプログラムご

とに若干のばらつきがあるため、安定したカリキュラ

ム運営のための対応策を検討する必要がある。 

令和７年度 カリキュラム実施上の課題と、カリキュラムの短所の

それぞれの修正方法を検討する。 

カリキュラム実施上の課題として、高度インターン

シップ型実践演習科目の履修と修士論文作成のため

の研究活動の両立に困難を感じる学生の学修を支援

する取組があげられた。課題への対応方法として、学

生の修士論文作成のための研究活動に支障が生じな

いよう、キャリア教育・支援委員会が高度インターン

シップ型実践演習科目の受け入れ組織(企業等)と個

別に情報共有のうえ、支援する取組を試験的に実施し

た。これらの試験的取組を検討するために、高度イン

ターンシップ型実践演習科目に関しては、教務委員会

とキャリア教育・支援委員会が連携してカリキュラム

実施を進めた。カリキュラム上の課題としては、開講

される専門科目の数がプログラムごとに若干のばら

つきがあることがあげられた。安定したカリキュラム

運営のための対応策として、大学院のカリキュラム全

体の改正を視野に入れた準備を研究科長と教務委員

会が連携してスタートさせた。 
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【4】修士論文の評価基準の見直し 

【4-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

ルーブリック形式で評価する方式を導入する。主に分野に依存しない観点から評価するルーブリックと、分野や内容に依存する観点から評価するルー

ブリック、及びそれらを組み合わせて用いる評価などを試行し、評価基準と評価方法を見直す。 

○目標または成果（想定される成果） 

・ルーブリックを用いた評価を試行する。 

・新たな基準・方法で修士論文を評価する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 分野に依存する評価の観点と評価基準を分野ごとに

策定した上で、各分野の試行用ルーブリックを作成

し、修士論文の評価において試用する。 

経済学分野および経営学分野において分野に依存す

る評価の観点と評価基準を策定したうえでそれぞれ

の分野のルーブリックを作成した。修士論文の評価に

おいて試用をおこなった。試用の結果、分野に依存す

る評価の観点と評価基準を用いた分野別のルーブ

リックと分野に依存しない評価用ルーブリックの修

士論文評価における役割を検討することが次年度以

降の課題として挙げられた。 

 Ⅲ 

令和７年度 前年度に策定した分野ごとの評価の観点について、共

通する観点の有無などを再検討し、分野別評価用ルー

ブリックをまとめ、修士論文の評価において試用す

る。 

令和６年度に実施したルーブリックの試用に関して、

分野別のルーブリックと分野に依存しないルーブ

リックを比較した結果、分野別のルーブリックは評価

の観点について分野に共通することが明らかとなっ

た。分野別のルーブリックと分野に依存しないルーブ

リックは、修士論文評価における役割について学問分

野の特性に依拠して明確に異なるものではないこと



59 

 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

が分かった。そのため、分野別評価用ルーブリックは

分野に依存しないルーブリックをもって代替するこ

とが可能である。修士論文の評価において、分野に依

存しないルーブリックを試用した。 

 

【5】学校推薦型選抜の検証・見直し 

【5-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

学校推薦型選抜（簿記）による入学者と過去の選抜方法（総合問題 BⅡ、数学（簿記））による入学者の学修状況等を可能な範囲で比較・分析する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・比較・分析の結果を蓄積する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 入試制度変更前の志願状況と入試制度変更後の志願

状況について比較・分析した中間結果をまとめる。 

入試制度変更前の志願状況と入試制度変更後の志願

状況について比較・分析した中間結果として「総合問

題 BⅡから学校推薦型選抜（簿記）への変更が志願者

などに与えた影響についての中間分析結果」をまとめ

た。 

 Ⅲ 

令和７年度 入試制度変更前の入学者の学修状況と入試制度変更

後の入学者の学修状況を試行的に比較・分析する。志

願状況についても継続して比較・分析を行う。 

入試制度変更前の入学者の学修状況と入試制度変更

後の入学者の学修状況について、経済学部入試委員会

において「総合問題 BⅡから学校推薦型選抜（簿記）

への変更が志願者と入学者の成績などに与えた影響

についての試行的分析結果」をまとめた。 
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＜システム工学部＞ 

【1】学部・研究科改革 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

システム工学部・システム工学研究科の改革（６年制一貫教育の導入）に向けての準備を令和４年度に行い、令和５年度以降、円滑に実施する。令和

５年度から新体制の学生を受け入れ、令和 10 年度が完成年度（博士前期課程修了）となる。学部においては 10メジャーを３学類 8メジャーに再編し、

研究科においてはクラスタ制の見直しを行う。 

○目標または成果（想定される成果） 

・情報技術をベースとした工学教育を実施する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 １年次ガイダンスで６年制の周知を行う。 

研究科クラスタの構成、役割（異分野交流、システム

工学研究の評価等の切り分けなど）を検討する。 

１年次新入生ガイダンスにおいて、６年制の制度やメ

リットについて周知を行った。将来構想委員会におい

て、「成長分野をけん引する大学・高専の機能強化に向

けた基金による継続的支援」の計画に基づき、研究科

クラスタの再編や役割等について検討を行った。な

お、令和７年度より、将来の研究科クラスタ再編を踏

まえ、９クラスタを８クラスタに再編することとし

た。 

【６年制進学者数：

目標値 なし】 

令和４年度 －名 

令和５年度 －名 

令和６年度 －名 

（権利付与 100名） 

令和７年度 －名 

（権利付与 82名） 

計 －名 

Ⅲ 

令和７年度 １年次ガイダンスで６年制の周知を行う。 

引き続き、研究科クラスタの構成、役割（異分野交流、

システム工学研究の評価等の切り分けなど）を検討す

る。 

１年次新入生ガイダンスおよび領域・メジャー紹介講

義において、６年制の周知を行った。研究科クラスタ

のあり方について検討を行い、応用理工学、環境デザ

イン学、情報学の各領域で、教員と学生が所属する単
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

数もしくは複数の組織、新たなクラスタなど定義の見

直しを行った。 

新課程と旧課程の修士学生が混在するＲ９年度に向

け、具体的なシステム工学講究の実施方法に関して検

討を行った。 

 

【2】学部教育の充実 

【2-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

改革に伴い、令和４年度に学部のカリキュラムについて新たに設計し、令和５年度に運用を開始する。学部のカリキュラムの設計においては、情報技

術の基礎から、複数の研究分野に必要とされる情報技術の応用に関する講義を開設するとともに、大学院のカリキュラムへの接続性の円滑化を図る。 

○目標または成果（想定される成果） 

・情報技術の基礎から、複数の研究分野に必要とされる情報技術の応用に関する教育を実施する。 

・６年制に進学する学生を増加させる。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 情報基礎科目をはじめとする改革後の科目の実施結

果の評価など、PDCAサイクルに取り組む。 

情報処理技術者試験の受験を促す。 

情報処理技術者試験の受験状況を確認する。 

情報基礎科目について成績評価の分布状況を確認し

た。次年度以降についても同様の成績分布を検証しつ

つ、情報基盤科目の教育のあり方について評価・検証

を行っていくこととしている。各メジャーにおいて、

学生に情報処理技術者試験について説明を行い、受験

を促した。その結果、19名の学生が、情報処理技術者

試験を受験した。 

【情報処理技術者試

験受験者数：目標値  

なし】 

令和４年度 ８名 

令和５年度 14名 

令和６年度 19名 

令和７年度 23名 

計 64名 

 

【６年制進学者数：

目標値 なし】 

令和４年度 －名 

令和５年度 －名 

令和６年度 －名 

（権利付与 100名） 

令和７年度 －名 

（権利付与 82名） 

計 －名 

Ⅲ 

令和７年度 情報基礎科目・専門科目の実施結果の評価など、PDCA

サイクルに取り組む。 

情報処理技術者試験の受験を促す。 

情報処理技術者試験の受験状況を確認する。 

情報基礎科目および情報応用科目について成績評価

の分布状況を確認した。引続き次年度以降についても

同様の成績分布を検証しつつ、情報基盤科目の教育の

あり方について評価・検証を行っていくこととしてい

る。各メジャーにおいて、学生に情報処理技術者試験

について説明を行い、受験を促した。その結果、23名

の学生が、情報処理技術者試験を受験した。 

 

【3】大学院教育の充実 

【3-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

システム工学研究科の改革により、トランスファラブルスキルを持った人材の育成を行う。 
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博士前期課程におけるシステム工学講究を通して、同研究科内の専門を異にする学生や教員に自分自身の研究や当該分野の説明を行う能力を身に付け

させる。 

博士前期課程におけるシステム工学研究・講究や博士後期課程におけるシステム工学特別研究を通してスケジュール管理能力、また対外発表を通して

プレゼンテーションスキルを身に付けさせる。 

博士後期課程における学術論文の執筆を通して文書表現能力を身に付けさせる。 

○目標または成果（想定される成果） 

・トランスファラブルスキルを持った人材の育成を行う。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 教員にトランスファラブルスキルに関する教育方針

等を周知し、人材育成を推進する。 

トランスファラブルスキルの認定方法について検討

する。 

高度専門型インターンシップ実施部会において、前年

度に引き続き、トランスファラブルスキルについて情

報収集および意見交換を行った。システム工学部にお

いては、教員集会等においてトランスファラブルスキ

ルを含む高度人材育成について意見交換を行った。一

方で、高度専門型インターンシップを通じてトランス

ファラブルスキルを養うとして，このインターンシッ

プの履修方法および単位認定方法を検討し、次年度の

履修手引に掲載することとした。 

 Ⅲ 

令和７年度 教員にトランスファラブルスキルに関する教育方針

等を周知し、人材育成を推進する。 

トランスファラブルスキルの認定方法について検討

する。 

前年度に引き続き、高度専門型インターンシップ実施

部会においてトランスファラブルスキルに係る情報

収集および意見交換を行った。また、学部メジャー再

編を経て、研究科でもダブルクラスタ制の導入に向け

て、クラスタの在り方やシステム工学研究・講究など

の実施方法を検討し、研究進捗管理やトランスファラ

ブルスキル認定にもつながる検討を行った。 
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【4】研究力の強化 

【4-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

６年制一貫教育により学生が研究に従事する期間が長くなるなどの改革を経て研究に充てる時間の増加を図る。 

○目標または成果（想定される成果） 

・６年制に進学する学生を増加させる。 

・第４期末の学生及び教員当たり業績数を第３期末よりも増加させる。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 １年次ガイダンスで６年制の周知を行う。 

学生による研究発表業績を調査する。 

１年次新入生ガイダンスにおいて、６年制の制度やメ

リットについて周知を行った。学生の研究発表業績に

ついては、「学生活動ノート」を提出してもらい、把握

を行った。 

【６年制進学者数：

目標値 なし】 

令和４年度 －名 

令和５年度 －名 

令和６年度 －名 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和７年度 １年次ガイダンスで６年制の周知を行う。 

学生による研究発表業績を調査する。 

１年次新入生ガイダンスおよび領域・メジャー紹介講

義において、６年制の制度やメリットについて周知を

行った。学生の研究発表業績については、「学生活動

ノート」を提出してもらい、把握を行った。 

（権利付与 100名） 

令和７年度 －名 

（権利付与 82名） 

計 －名 

【学生及び教員当た

り業績数：目標値  

300件（教員一人当た

り 0.31件）（学生一

人当たり 0.20件）】 

令和４年度 292件 

（教員一人当たり  

0.47件）（学生一人当

たり 0.19件） 

令和５年度 308件 

（教員一人当たり 

0.61件）（学生一人当

たり 0.16件） 

令和６年度 310件 

（教員一人当たり  

0.68件）（学生一人当

たり 0.18件） 

令和７年度 312件 

（教員一人当たり  
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

0.7件）（学生一人当

たり 0.18件） 

 

 

【4-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

若手研究者育成型テニュア・トラック教員制度の周知を図るなどにより、博士後期課程進学者数を増加させる。 

○目標または成果（想定される成果） 

・博士後期課程への進学者数を増加させる。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 若手研究者育成型テニュア・トラック教員制度の学生

向け周知を行う。 

私立大学との連携を行う。 

各クラスタにおいて、博士前期課程の学生に対し、博

士後期課程への進学の意義や若手研究者育成型テ

ニュア・トラック教員制度等についての説明を実施し

た。私立大学との連携については、大和大学や立命館

【博士後期課程進学

者数：目標値 なし】 

令和４年度 ５名 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

大学との情報交換を行っており、後期課程進学のため

の連携について引き続き検討を進めることとしてい

る。 

（令和５年度入学

生） 

令和５年度 ４名 

（令和６年度入学

生） 

令和６年度 ３名 

（令和７年度入学

生） 

令和７年度 9名 

（令和８年度入学

生） 

計 21名 

令和７年度 若手研究者育成型テニュア・トラック教員制度の学生

向け周知を行う。 

私立大学との連携を行う。 

各クラスタにおいて、博士前期課程の学生に対し、博

士後期課程への進学の意義や若手研究者育成型テ

ニュア・トラック教員制度等についての説明を実施し

た。 

私立大学との連携については、2022年度から継続して

大和大学や立命館大学との情報交換を行っており、後

期課程進学のための連携について引き続き検討を進

めることとしている。また、新たに桃山学院大学とも

連携の検討を始めた。 

社会人向けの博士後期課程への進学を促すパンフ

レットを作成し、合同企業説明会において参加企業に

配布した。 

 

【5】地域企業との連携 

【5-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

地域の工学系企業及び公設試験研究機関との連携を強め、意見交換会や研究交流会、学生による研究成果発表会等を通じて地域産業の発展に役立つ情

報を共有する。また、共同研究や、６年制一貫教育におけるインターンシップ受入先の拡大についても推進する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・共同研究による地域産業の発展に貢献するとともに、将来の地域社会を担う人材の育成を行う。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 受託・共同研究の状況を学部内で情報共有し、受託・

共同研究を促進する。 

地域企業と連携した研究交流会・発表会を実施する。 

インターンシップ受入企業等との連携協定の締結を

推進する。 

地域企業や公設試験研究機関との研究連携協定を締

結する。 

受託・共同研究の実施状況については、学部運営委員

会において情報共有を実施した。地域企業との連携

は、和歌山化学工業協会とは研究交流会を、和歌山情

報サービス産業協会とは若手研究者研究成果発表会

や大学（院）生研究成果発表会を、また、和歌山工業

技術センターとはロボットテクノロジー研究会をそ

れぞれ開催した。高度専門型インターンシップの実施

に向けては、地元企業３社と連携協定を締結するとと

もに、教員集会で教員に説明や周知を行った。一方、

研究連携協定については、令和４年度に地域企業団体

として和歌山情報サービス産業協会との協定締結を

既に完了しており、現在、公設試験研究機関との連携

協定についても検討を進めている。 

【地域企業を含めた

受託･共同研究件数：

目標値 なし】 

令和４年度 ７件 

令和５年度 28件 

令和６年度 27件 

令和７年度 37件 

計 99件 

 

【地域からの博士後

期課程入学者数：目

標値 なし】 

令和４年度 ２名 

（令和５年度入学

生） 

令和５年度 ０名 

（令和６年度入学

生） 

令和６年度 ０名 

（令和７年度入学

生） 

令和７年度 ４名 

Ⅲ 

令和７年度 受託・共同研究の状況を学部内で情報共有し、受託・

共同研究を促進する。 

地域企業と連携した研究交流会・発表会を実施する。 

インターンシップ受入企業等との連携協定の締結を

推進する。 

受託・共同研究の実施状況については、学部運営委員

会において情報共有を実施した。 

地域企業との連携では、和歌山化学工業協会と研究交

流会、和歌山情報サービス産業協会と若手研究者研究

成果発表会や大学（院）生研究成果発表会をそれぞれ

開催した。 

高度専門型インターンシップの実施に向けて、地元企

業との連携協定を新たに４社（三菱電機エンジニアリ

ング㈱、地方独立行政法人大阪産業技術研究所、国立
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

研究開発法人産業技術総合研究所、㈱サイバーリンク

ス）と締結した。 

（令和８年度入学

生） 

計 ６名 

 

 

 

【インターンシップ

受入企業等との連携

協定数：目標値 な

し】 

令和４年度 １件 

令和５年度 ０件 

令和６年度 ３件 

令和７年度 ４件 

計 ８件 

 

＜観光学部＞ 

【1】学部教育の充実 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

急激に変化するこれからの社会の中にあっても変わることがなく役立つ観光学教育を目指す。それに資する新たな観光学教育のフレームを研究し、新

しいコア・カリキュラムを作り上げる。新たなコア・カリキュラムの構築においては、地域・経営・文化に関する科目を基盤としつつ、令和３年度に実

施中の文部科学省委託事業「大学における観光教育の現状と課題に関する調査研究」の結果を必要に応じて参考にする。 
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○目標または成果（想定される成果） 

・観光学の学部教育の新しいカリキュラムを構築することで、変化する社会の中にあっても安定した志願者と就職先を確保する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 令和３年度に開始した現カリキュラムが完成年度に

なることを踏まえ、専門演習や卒業論文を除くアン

ケート調査などを行い評価を実施する。WGが作成した

原案について現行カリキュラムの評価結果を参考に

必要に応じて修正する。 

・令和６年度の卒業時アンケートを実施した。R5年度

までのアンケートの結果に基づく現行カリキュラム

の評価は既に実施しており、今年度の新カリキュラム

検討部会の議論に既に反映されている。令和６年度の

アンケート結果についても、集計ができ次第、現行カ

リキュラムの評価結果としてアップデートし、新カリ

キュラム案の検討に反映する。（教学マネジメントシ

ステムの導入に伴い、卒業時アンケートが全学によっ

て行われるようになり、集計結果の公表が次年度にな

るようになったことからこのような記載としてい

る。） 

【志願者数：目標値  

なし】 

令和４年度 331名 

（令和５年度入学

生） 

令和５年度 300名 

（令和６年度入学

生） 

令和６年度 476名 

（令和７年度入学

生） 

令和７年度 466名 

（令和８年度入学

生） 

 

【就職率：目標値 

なし】 

令和４年度 100％ 

（令和５年３月卒業

生） 

令和５年度 98.3％ 

Ⅲ 

令和７年度 WGが作成した原案を教授会で審議した後、学部教務委

員会において具体的な時間割を編成し、令和８年度か

ら実施できるようにする。 

・新カリキュラム検討部会が作成した新カリキュラム

の原案を教授会において承認し、学部教務委員会にお

いて具体的な時間割を編成し、令和８年度から実施で

きるように準備した。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

（令和６年３月卒業

生） 

令和６年度 100％ 

（令和７年３月卒業

生） 

令和７年度 100％ 

（令和８年３月卒業

生） 

 

【2】大学院博士課程教育の充実 

【2-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

博士前期課程においては、専門職大学院と共存共栄できるようミッションを明確に分ける。そのために、大学院レベルの観光学教育のフレームを研究

し、新しいコア・カリキュラムを作り上げる。その際、地域・経営・文化に関する基盤的な科目については、世界的に採用されている教科書を用いるな

ど世界の大学教育の調査結果も反映する。 

博士後期課程においては、アカデミックスキルだけでなくトランスファラブルスキル等を身につけるプログラムを含むカリキュラムを構築する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・博士前期課程、博士後期課程ともに新しいカリキュラムを構築することで、学部から博士前期課程、博士前期課程から博士後期課程への内部進学を

第３期よりも増加させる。 

・博士号取得率を向上させるとともに、大学教員だけでない幅広い業界での就職を促す。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 博士前期課程は引き続き、新しいカリキュラムを実施

するとともに、年度末にアンケート調査などを実施

し、２年間の評価を行う。 

博士後期課程は引き続き、新しいカリキュラムを実施

する。 

令和６年度末に博士前期課程修了予定者との懇談会

を実施し、令和５年度に導入した新カリキュラムの評

価を行った。 

博士後期課程は引き続き、令和５年に導入した新しい

カリキュラムを実施した。「観光学研究方法論演習」に

おいて、アカデミックスキルの向上だけでなく、トラ

ンスファラブル・スキル向上の観点からも、多方面か

ら研究に対する助言を行った。 

【学部から博士前期

課程への内部進学者

数：目標値 11名】 

令和４年度 １名 

（令和５年度入学

生） 

令和５年度 ４名 

（令和６年度入学

生） 

令和６年度 １名 

（令和７年度入学

生） 

令和７年度 ５名 

（令和８年度入学

生） 

計 11名 

 

【博士前期課程から

博士後期課程への内

部進学者数：目標値  

８名より増加】 

令和４年度 ２名 

Ⅲ 

令和７年度 博士前期課程は令和６年度末の評価を基に、カリキュ

ラムの改善を検討する。 

博士後期課程は引き続き、新しいカリキュラムを実施

する。アカデミックスキルのカリキュラムに関しては

年度末に評価する。 

・博士前期課程においては、前年度のフィードバック

を得て、令和７年度からは研究方法論を強化したカリ

キュラムに再編し、学生の学修をモニタリングしてい

る。 

・博士後期課程は引き続き、令和５年度に導入した新

しいカリキュラムを実施した。また、観光学研究方法

論演習の教育内容を見直し、より研究の遂行に必要と

なる研究倫理や方法論についての教育内容を充実さ

せるために、文献レビューの方法等について訓練する

回を試行的に設けた。自主参加を含め、院生８名の参

加があった。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

（令和５年度入学

生） 

令和５年度 ０名 

（令和６年度入学

生） 

令和６年度 ０名 

（令和７年度入学

生） 

令和７年度 ２名 

（令和８年度入学

生） 

計 ４名 

 

【博士号取得率：目

標値 なし】 

令和４年度 ０％ 

令和５年度 10％ 

令和６年度 13％ 

令和７年度 29％ 

 

【3】研究力の強化 

【3-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 
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教員一人当たりの論文数向上のために、人文社会系の研究においても共同研究スタイルへの転換を進める。そのために、大学院生との共著論文の執

筆、学部内プロジェクトの実施を奨励する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・教員一人当たりの論文数を第３期よりも増加させる。 

・大学院生との共著論文を第３期よりも増加させる。 

・学部内のプロジェクトを組織的に実施する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 引き続き、Open Space Research Forumを実施し、学

部内での議論を活性化するとともに、３年目となる学

部共通の研究プロジェクトの成果発表を行う。 

Open Space Research Forum を計６回開催し、博士前

期課程２名、学部生８名、教員１名、海外からの招聘

者３名が研究発表を行った。毎回 10〜20 名が参加し

て意見交換を行った。大学院生との共著論文数は１件

であった。学部教員が複数参加している「持続可能な

観光地域」に関連する研究プロジェクトは 13 件実施

されており、そのうち、令和６年度 CTR共同研究支援

プログラムによる助成を受けたプロジェクト３件に

ついて、CTR Research Forum 2024(11/15）において

成果発表を行った。 

なお、今年度については博士後期課程設置 10 周年の

関連行事として「観光学部学生リサーチウィーク」を

設定し、院生によるランチタイムトーク（４回）、ワー

クショップ（３回）、シンポジウム（２回）、セミナー

（１回）を開催するなど、学部・研究科内での研究推

進の機運向上に努めた。 

【教員一人当たりの

論 文 数 ： 目 標 値 

8.45件より増加】 

令和４年度 1.45件 

令和５年度 1.0件 

令和６年度 0.95件 

令和７年度 0.77件 

計 4.17件 

 

【大学院生との共著

論文数：目標値 15

件より増加】 

令和４年度 ８件 

令和５年度 ７件 

令和６年度 ２件 

令和７年度 ２件 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和７年度 引き続き、Open Space Research Forumを実施し、学

部内での議論を活性化するとともに、新しい学部共通

の研究プロジェクト（３年間）のテーマを決定し、教

員・大学院生に参加を呼びかける。 

・Open Space Research Forumを計３回開催し、博士

前期課程２名、他大学教員１名の発表が行われた。ま

た、令和７年 11 月４日〜８日にかけて「和歌山大学

観光学部学生リサーチウィーク 2025」を設定し、院生

によるランチタイムトーク（２回）、URA室の協力によ

る研究支援に関するワークショップ、ゲストレク

チャーによる講義・シンポジウム（２回）、学部生・博

士前期課程学生によるリサーチトーク、アートワーク

ショップ（アーティストを招聘し、観光研究における

創造的な研究方法論を考える）、ISA RC50(Tourism)と

連携したイベントなど、学部・研究科内での研究推進

機運を向上させる多様な取り組みを実施した。 

・これまでの「持続可能な観光地域に関する研究」の

発展を踏まえ、リジェネラティブ・ツーリズムと地域

ウェルビーイングを軸とする新たな学部共通研究プ

ロジェクトの検討を進め、教員・大学院生へ参加を呼

びかけた。 

計 19件 

 

【学部内プロジェク

トの実施件数：目標

値 なし】 

令和４年度 ８件 

令和５年度 ８件 

令和６年度 13件 

令和７年度 11件 

計 40件 

 

＜社会インフォマティクス学環＞ ※社会インフォマティクス学環は令和５年度設置のため、同年度以降の取組について記載。 

【1】入学や卒業に係る体制の構築 

【1-1】 

○令和５～９年度（５年間）の取組 
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令和５年度に学部等連係課程として設置した「社会インフォマティクス学環」の理念や教育研究の特色などを広く社会に周知することで、学環という

教育課程の認知度の向上を図り、アドミッション・ポリシーに沿った優秀な人材を恒常的に確保する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・優秀な人材の確保 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 令和５年度までの広報活動実績や、入学志願者・入学

者の動向や推移などを分析することで、今後の広報活

動の在り方を検討し、新たな広報活動を模索する。 

令和５年度までの志願者の状況や入学者の推移等を

踏まえ、和歌山県や大阪府を中心に約 30 高校の進路

担当教諭等への個別訪問を行うとともに、学環独自の

入学説明会も実施した。また、学環における教育の特

色や学びについての紹介動画も作成し、大学ＨＰや各

種イベント等で広く周知を行った。 

【志願者数：目標値  

なし】 

令和４年度 148名 

（令和５年度入学

生） 

令和５年度 70名 

（令和６年度入学

生） 

令和６年度 64名 

（令和７年度入学

生） 

令和７年度 189名 

（令和８年度入学

生） 

 

【入学者数：目標値  

なし】 

令和４年度 41名 

Ⅲ 

令和７年度 令和６年度までの広報活動実績や、入学志願者・入学

者の動向や推移などを分析し、これまでの広報活動を

総括することで、今後に向けた効率的かつ効果的な広

報活動を検討する。 

令和６年度までの志願者の状況や入学者の推移等を

踏まえ、和歌山県や大阪府を中心に約 30 高校の進路

担当教諭等への個別訪問を行うとともに、学環独自の

入学説明会に加え、高校教員向けのオンライン説明会

も実施した。また、学環における教育の特色や学びに

ついて学環ＨＰを充実させ、各種イベント等でも広く

周知を行った。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

（令和５年度入学

生） 

令和５年度 30名 

（令和６年度入学

生） 

令和６年度 34名 

（令和７年度入学

生） 

令和７年度 35名 

（令和８年度入学

生） 

 

【1-2】 

○令和５～９年度（５年間）の取組 

ディプロマ・ポリシーに基づき、学位を授与するとともに、学生個々のニーズに沿った就職支援体制（進学支援体制を含む）を構築する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・将来にわたる安定的な就職（進学）の実現 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 学生の就職支援体制（進学支援体制を含む）の方針に

基づき、具体的な体制を構築する。 

学生が学ぶ分野に応じた就職支援を行うべく、ゼミ配

属の教員の専門分野に基づいたキャリア支援室にお

ける学生への就職支援体制を構築した。（例えば、ゼミ

の指導教員がシステム工学部の教員であれば、システ

【卒業者数：目標値  

なし】 

令和５年度 －名 

令和６年度 －名 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

ム工学部のキャリア支援室が中心となって就職支援

を実施する。） 

令和７年度 －名 

 

【進学者数：目標値  

なし】 

令和５年度 －名 

令和６年度 －名 

令和７年度 －名 

 

【就職率：目標値 

なし】 

令和５年度 －名 

令和６年度 －名 

令和７年度 －名 

令和７年度 教授会等において、就職支援の状況を把握・共有し、

教員も含め教職一体となって学生の就職支援を行う。 

教授会等において、就職活動やインターンシップのイ

ベント情報やスケジュール等を教員・職員に共有する

ことで、キャリアセンターを含め組織一体的に就職支

援を行う体制を整備した。 

また、年度末に各棟に分散していたキャリアセンター

の各キャリア支援室が１か所に統合され、学部棟やゼ

ミ教員の組織別を問わず、効率的なキャリア支援が行

われるようになった。 

 

【2】教育研究の充実 

【2-1】 

○令和５～９年度（５年間）の取組 

学環は、連係協力学部等との連携による学生個々のニーズに見合った教育研究の展開、さらには、自治体や企業と連携した教育研究の実践といった教

育課程の特色を最大限に生かし、学生の将来に必要な能力や技能を育成・伸長する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・教育研究基盤の強化 

・学生のニーズに見合った教育研究の実現 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 教授会等で１年生の学びたい分野の情報及び２年次

の専門演習科目の内容や履修状況などを踏まえ、今後

の専門演習科目の指導体制やクラス分けの方針を決

定する。併せて、学環が目指す教育研究や人材育成に

賛同いただける自治体や企業から、ゲストスピーカー

として積極的に教育研究に参画いただく。 

教授会等において、１年生や２年生が学びたい分野や

領域などを共有し、その希望及び成績に基づき専門演

習科目の配属を決定した。また、企業等で活躍するＤ

Ｘ関連の有識者をゲストスピーカーとして招き、学環

リレー講演会を６回開催した。 

 Ⅲ 

令和７年度 令和６年度に決定したクラス分けの方針に基づき、

個々の学生の専門演習科目のクラス分けを行う。ま

た、教授会等で個々の学生の専門演習科目の内容や進

捗状況を把握しつつ、学生からの意見も取り入れなが

ら、学生のニーズを踏まえた教育研究を行う。併せて、

自治体や企業から、招聘教員または非常勤講師として

積極的に教育研究に参画いただく。 

前年に引続き、教授会等において１年生や２年生が学

びたい分野や領域などを共有し、その希望及び成績に

基づき専門演習科目の配属を決定した。また、DXやAI・

データサイエンスの企業の有識者をゲストスピー

カーとして招き、社会におけるデータの活用意義や実

際の活用事例などを学ぶ学環リレー講演会を３回開

催した。 

 

【2-2】 

○令和５～９年度（５年間）の取組 

自治体や企業と連携した授業科目（プロジェクト演習、実践セミナーなど）の開設、さらには、その内容を充実させていくことで、学生にとって社会

で有意なデータ利活用実践力の向上を図る。 

○目標または成果（想定される成果） 

・社会のニーズを踏まえた教育の実現 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 令和５年度に決定した枠組みに基づき、個別の自治体

や企業と詳細な受入の方法や教育研究の内容につい

て調整を行い、自治体や企業と連携した実践的な教育

を実施する。 

「プロジェクト演習」において、総務省統計局（独）

統計センター、和歌山市や白浜町の自治体、クオリ

ティソフト（株）、（株）ＮＴＴデータバリュー・エン

ジニア、（一社）日本旅行業協会、I＆J デジタルイノ

ベーション（株）、フォルシア（株）と連携した実践的

な演習を実施した。 

【受講者数：目標値  

なし】 

令和５年度 －名 

令和６年度 41名 

令和７年度 29名 

 

【単位修得者数：目

標値 なし】 

令和５年度 －名 

令和６年度 41名 

令和７年度 29名 

Ⅲ 

令和７年度 前年度の自治体や企業との実践教育の取組やその成

果を踏まえ、受入先の自治体や企業と内容の見直しや

充実に向けた協議・調整を行いつつ、学生に実践的な

教育を実施する。 

自治体や企業に出向きデータ利活用のノウハウを実

践的に学ぶ「プロジェクト演習」について、令和７年

度後期に休学者１名を除く 29 名が履修し、企業や自

治体等と連携した実践的な演習を実施した。その結

果、履修者全員である 29人が単位を修得した。 

また、令和７年度においては、総務省統計局（独）統

計センター、和歌山市、クオリティソフト（株）、（株）

ＮＴＴデータバリュー・エンジニア、中部テレコミュ

ニケーション等と連携・調整を行い、演習内容の一層

の充実を図った。 

これらの演習に、延べ 125人が参加した。 

 

 

 

＜災害科学・レジリエンス共創センター＞ 

【1】防災・減災教育の充実 

【1-1】 
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○令和４～９年度（６年間）の取組 

災害時における支援・受援体制について大学と地域との連携を可能とすることを目指し、関連科目の新規開講やサテライト科目の開講などにより防

災・減災に関する教育体制の充実を図る。 

○目標または成果（想定される成果） 

・学生自身の専門領域の知識以外に、防災・減災に関する知識も備えた学生を輩出する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 防災・減災教育に関する科目を１つ以上開講する。 

防災・減災教育の関連科目と連携して学生を対象とし

た防災士養成プログラムを実施する。また、紀伊半島

価値共創基幹として、一般向けの防災士養成講座を開

講する。 

継続して「災害科学」（第２クォーター）、「自然災害と

防災・減災」（後期）、「災害ボランティア学」（第３

クォーター），「事前復興まちづくり学」（第３クォー

ター），「災害時の交通を考える」（第３クォータ）の５

科目を開講した。 

「自然災害と防災・減災」、「災害科学」等の防災・減

災教育の関連科目と連携して学部学生を対象とした

防災士養成プログラムを授業期間中に実施した。ま

た、一般、学生、教職員を対象とした令和６年度防災

士養成講座を令和７年３月１日、２日に浪切ホールに

おいて集中講義形式で開講した。 

【防災士プログラム

への参加学生数：目

標値 なし】 

令和４年度 26名 

令和５年度 ９名 

令和６年度 17名 

令和７年度 ８名 

計 60名 

 

【防災士プログラム

への参加教職員数：

目標値 なし】 

令和４年度 ２名 

令和５年度 ０名 

令和６年度 ０名 

令和７年度 ０名 

計 ２名 

 

Ⅲ 

令和７年度 防災・減災教育に関する科目を１つ以上開講する。 

防災・減災教育の関連科目と連携して学生を対象とし

た防災士養成プログラムを実施する。また、紀伊半島

価値共創基幹として、一般向けの防災士養成講座を開

講する。 

継続して「災害科学」（第２クォーター）、「自然災害と

防災・減災」（後期）（第３クォーター），「災害時の交

通を考える」（第３クォータ）の３科目を開講した。 

「自然災害と防災・減災」、「災害科学」等の防災・減

災教育の関連科目と連携して学部学生を対象とした

防災士養成プログラムを授業期間中に実施した。ま

た、一般、学生を対象とした令和７年度防災士養成講
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

座を令和８年２月 21 日、22 日に浪切ホールにおいて

集中講義形式で開講した。 

【防災・減災教育に

関する科目開講数：

目標値 毎年度１科

目以上】 

令和４年度 ４科目 

令和５年度 ５科目 

令和６年度 ５科目 

令和７年度 ３科目 

計 17科目 

 

【2】防災・減災研究の地域還元 

【2-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

地域の住民、企業、自治体等と連携して進めてきた防災・減災に寄与する研究プロジェクトについて、その成果を地域還元するための防災訓練、地域

に向けて成果発表するためのシンポジウムを開催する。和歌山県・和歌山市社会福祉協議会との連携による行事なども実施する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・地域の住民、企業、自治体等と連携して進めてきた防災・減災に寄与する研究成果を地域に還元する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 研究成果の内容を地域向けに発表する場としてのシ

ンポジウム、または、研究成果に基づく地域の住民、

企業、自治体と連携した防災訓練を年１回開催する。 

令和７年３月 20 日に，シンポジウム「能登半島地震

から南紀熊野で発生する南海トラフ地震を考える ―

ジオパークガイドとして地域の悲しみを伝えること

ができるか―」を南紀熊野ジオパークセンターにおい

【防災訓練、シンポ

ジウムの実施回数、

参加人数：目標値 

なし】 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

て開催（主催：災害科学・レジリエンス共創センター）

した． 

令和４年度 

 １回、112名 

令和５年度 

 １回、234名 

令和６年度 

 １回、40名 

令和７年度 

 １回、64名 

計 ４回、450名 

令和７年度 研究成果の内容を地域向けに発表する場としてのシ

ンポジウム、または、研究成果に基づく地域の住民、

企業、自治体と連携した防災訓練を年１回開催する。 

令和７年 10月 13日に，災害科学・レジリエンス共創

センター 公開講座「災害とともに暮らす知恵を紀南

から」を和歌山県立情報交流センター Big・U 講義室

において開催した。 

 

【3】防災・減災に関する地域人財との連携交流 

【3-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

地域の防災・減災に関する実務に関わってこられた地域人財（自治体の防災担当者及び経験者等）の知見を、防災・減災教育の充実及び防災・減災に

寄与する研究プロジェクトに生かすために、教育研究アドバイザー、客員教員等の制度を活用して交流を図る。 

○目標または成果（想定される成果） 

・地域の防災・減災に関する具体的な課題や防災・減災の実務に関する知見を学生が学べるようにする。 

・研究プロジェクトが地域に根差したものにする。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 新規・継続を含め研究プロジェクトの推進、並びに授

業担当に必要な客員教員・教育研究アドバイザーを委

嘱する。 

客員教員４名（継続３名、新規１名）、教育研究アドバ

イザー８名（継続７名（内２名は客員教員から変更）、

新規１名）に委嘱した。 

上記客員教員の内１名が１回、教育研究アドバイザー

の内５名が 18回の授業を担当した。(「災害科学」（第

２クォーター）、「自然災害と防災・減災」（後期）、「災

害ボランティア学」（第３クォータ）、「事前復興まちづ

くり学」（第３クォータ）、「災害時の交通を考える」（第

３クォータ）、「防災論」（第４クォーター）) 

【教育研究アドバイ

ザーの委嘱人数、授

業担当回数：目標値 

なし】 

令和４年度 

 ６名、０回 

令和５年度 

 ５名、２回 

令和６年度 

 ８名、18回 

令和７年度 

 １名、０回 

計 20名、20回 

 

【客員教員の委嘱人

数、授業担当回数：目

標値 なし】 

令和４年度 

 ７名、８回 

令和５年度 

 ７名、８回 

令和６年度 

 ４名、１回 

Ⅲ 

令和７年度 新規・継続を含め研究プロジェクトの推進、並びに授

業担当に必要な客員教員・教育研究アドバイザーを委

嘱する。 

客員教員３名（継続）、教育研究アドバイザー１名（客

員教員から変更）を委嘱した。 

客員教員及び教育研究アドバイザーは、防災・減災に

関する教育・研究活動に参画し、自治体の防災対応、

災害情報システム、津波防災教育等の分野における実

務的知見を教育・研究に提供した。 

上記客員教員の内１名が１回の授業を担当した。(「災

害科学」（第２クォーター)）。また、客員教員 1 名が

公開講座の講師を務めた。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和７年度 

 ３名、１回 

計 21名、18回 

 

【4】大学の防災力強化 

【4-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

和歌山大学が被災した場合及び和歌山大学の周辺地域が被災した場合に、教職員、学生が対応できる体制づくり、担い手づくりを学内関係部局（施設

整備課等）と連携しながら推進する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・被災時に学内で支援活動ができる体制・担い手（主に教職員）及び被災した周辺地域の支援活動ができる体制・担い手（学生・教職員）の整備・育

成を行う。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 年１回開催の和歌山大学の防火防災訓練の実施に際

して、とりまとめ学内部局と連携して実施内容の PDCA

施設整備課と連携して、令和６年 12 月４日に令和６

年度和歌山大学総合防災訓練の実施に協力した。 

Ⅲ 



86 

 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

サイクルに取り組み、災害発生時に教職員、学生が対

応できる体制づくり、担い手づくりを進める。また、

和歌山県社会福祉協議会、和歌山市社会福祉協議会と

連携し、防災訓練への参加または実施協力を行う。 

学生支援課と連携して、学生等の安否確認システム検

討ＷＧにおいて本学学生・教職員を対象とした安否確

認システム（令和６年度導入）の運用に関する課題整

理をおこなった。 

和歌山県社会福祉協議会、和歌山市社会福祉協議会と

連携して、令和７年２月 23 日に令和６年度広域・同

時多発災害対応訓練に協力した。 

【防火・防災訓練へ

の協力実績数：目標

値  

なし】 

令和４年度 ２回 

令和５年度 ２回 

令和６年度 ２回 

令和７年度 ２回 

計 ８回 

令和７年度 年１回開催の和歌山大学の防火防災訓練の実施に際

して、とりまとめ学内部局と連携して実施内容の PDCA

サイクルに取り組み、災害発生時に教職員、学生が対

応できる体制づくり、担い手づくりを進める。また、

和歌山県社会福祉協議会、和歌山市社会福祉協議会と

連携し、防災訓練への参加または実施協力を行う。 

施設整備課と連携して、令和７年 12 月３日に和歌山

市消防局、和歌山県警察等による特殊災害対応訓練等

の実施に協力した。 

学生支援課と連携して、学生等の安否確認システム検

討ＷＧにおいて本学学生・教職員を対象とした安否確

認システム（令和６年度導入）の運用に関する課題整

理をおこなった。 

和歌山市社会福祉協議会と連携して、令和７年度 和

歌山市災害ボランティアセンター設置・運営訓練に協

力した。 

 

＜紀州経済史文化史研究所＞ 

【1】研究活動の活性化 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

地域の多様な人々の音声データを収集した上で、文理融合型の手法を用いてデータを分析する。 
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○目標または成果（想定される成果） 

・文理融合型の手法を用いて新たな学術的な知を形成する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 テキストマイニングの手法を用いた分析を展示で３

件以上活用する。 

常設展において、テキストマイニング４件展示した。 【音声データの収集

件数：目標値 13件

以上】 

令和４年度 ６件 

令和５年度 ５件 

令和６年度 ０件 

令和７年度 ２件 

計 13件 

 

【分析結果の展示で

の活用数：目標値 

６件以上】 

令和４年度 ０件 

令和５年度 １件 

令和６年度 ４件 

令和７年度 ０件 

計 ５件 

Ⅲ 

令和７年度 インタビューの実施方法やテキストマイニング分析

について再検討する。その結果を踏まえて、音声デー

タ２件以上を収集する。 

令和７年４月にインタビューの実施方法やテキスト

マイニング分析について再検討した上で、音声データ

を２件以上収集した。 

 

【1-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

『紀州経済史文化史研究所紀要』の査読制度（学外者による論文審査を含む）の改定を検討する。 
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○目標または成果（想定される成果） 

・新たな査読制度の下で研究力を向上させる。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 改定した新たな『紀州経済史文化史研究所紀要』の規

程に基づき紀要を編集する。 

改定した規定に基づいて３名の外部査読者による論

文審査した。紀要検討ワーキングによる検討結果を令

和７年３月の運営委員会で報告した。 

 Ⅲ 

令和７年度 改定した新たな『紀州経済史文化史研究所紀要』の規

程に基づき編集した紀要の効果を検証し、問題点を検

討する。 

紀要検討ワーキングを令和８年１月に実施し，その結

果を令和８年３月の運営委員会で報告した。 

 

【1-3】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

ディスカッション・ペーパーによる研究公開制度を新設する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・研究公開制度の下で研究力を向上させる。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 新設したディスカッション・ペーパーによる研究公開

制度を運用する。 

ディスカッション・ペーパーの刊行数やダウンロード

数などを調査して、制度の効果を検討する。 

「ディスカッション・ペーパー」については、研究・

調査シリーズ No.1 を発行した。令和７年３月の運営

委員会で「ディスカッション・ペーパー」の効果を検

討した。 

【ディスカッショ

ン・ペーパーの公開

件数：目標値 なし】 

令和４年度 －件 

令和５年度 ０件 

令和６年度 １件 

令和 7年度 ２件 

Ⅲ 

令和７年度 新設したディスカッション・ペーパーによる研究公開

制度を運用する。 

「ディスカッション・ペーパー」については、研究・

調査シリーズ No.2、No.3を発行した。令和８年１月
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

ディスカッション・ペーパーによる研究公開制度の効

果を検証し、問題点を検討する。 

に「ディスカッション・ペーパー」の効果を検討した

上で、令和８年３月の運営委員会で報告した。 

計 ３件 

 

【2】文化財の保存と活用の活性化 

【2-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

録音データの公開をするためオーラルヒストリー・アーカイブズの規程を制定する。 

オーラルヒストリー・アーカイブズ等の資料集を公開する。 

史料目録を公開する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・音声資料のアーカイブズを構築する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 収集した音声録音をオーラルヒストリー・アーカイブ

ズで公開し、閲覧者数累計 30人を目指す。 

オーラルヒストリーに関する資料集を１件以上公開

する。 

オーラルヒストリー・アーカイブス（紀州研 HP 内）

において、令和６年４月１日、「仏蘭久淳子（フランス

移住者）」N0.1、No.2、No.3の 3件を公開した。また、

「紀州経済史文化史研究所保管和歌山高等商業学校

史料目録」、移民に関するオーラルヒストリー資料集

を発行した。 

【アーカイブズの閲

覧者数：目標値 240

名】 

令和４年度 326名 

令和５年度 215名 

令和６年度 470名 

令和７年度 517名 

計 1528名 

 

Ⅲ 

令和７年度 収集した音声録音をオーラルヒストリー・アーカイブ

ズで公開し、閲覧者数累計 60人を目指す。 

史料目録を１件以上公開する。 

収集した音声録音をオーラルヒストリー・アーカイブ

ズで公開した。史料目録『岸和田市玉谷哲氏寄贈 資

料・書籍目録』を公開した。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

【公開したオーラル

ヒストリーに関する

資料集の件数：目標

値 ２件以上】 

令和４年度 ０件 

令和５年度 ０件 

令和６年度 １件 

令和７年度 ０件 

計 １件 

 

【公開した史料目録

の件数：目標値 ４

件以上】 

令和４年度 １件 

令和５年度 １件 

令和６年度 １件 

令和７年度 １件 

計 ４件 

 

【3】有償化事業 

【3-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 
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学内関係部局（財務課等）と販売・代金回収方法等について協議を行い、有償化事業の制度枠組みを作る。具体的には、オンラインイベント・現地巡

検の参加費用または資料代金の徴収、『紀州経済史文化史研究所紀要』の販売を行う。 

○目標または成果（想定される成果） 

・自己資金力を向上させる。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 オンラインイベント・現地巡検の参加費用または資料

代金の徴収、もしくは、『紀州経済史文化史研究所紀

要』の販売を行う。 

資料集『紀州藩家老三浦為時日記』（上下巻）の販売を

行った。 

【有償化事業の収益

額：目標値 なし】 

令和４年度 

 21,208円 

令和５年度 

 121,946円 

令和６年度 

 128,504円 

令和７年度 

 117,740円 

計 389,398円 

Ⅲ 

令和７年度 オンラインイベント・現地巡検の参加費用または資料

代金の徴収、もしくは、『紀州経済史文化史研究所紀

要』の販売に関して、収益などから効果を検討する。 

『紀州経済史文化史研究所紀要』（資料集）の販売の効

果等に関して、令和８年３月の運営委員会において意

見聴取をした。 

 

＜国際観光学研究センター＞ 

【1】研究力の強化・発展 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

観光教育、デスティネーションマネジメント（DM）分野を２本の柱と定め、世界における和歌山、すなわち日本の地域価値・文化価値を高めるため、

上記２分野において、グローバルに観光学研究の成果を発信する。令和４年４月に国際イニシアティブ基幹が始動することに合わせ、国際観光学研究セ

ンター（CTR）の組織改革を実行し、令和５年４月から前述の２分野の研究を担うことのできる専任教員２名体制とする。この専任教員２名を中心と
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し、Web of Science 等に掲載される世界水準の学術論文を発表する（令和４年度については移行過程のため、引き続き観光文化や地域分野等の業績向

上に努める）。さらに、その研究成果を、CTRがこれまでに構築した世界的な学術ネットワークを通じても国内外へ積極的に発信する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・国内外の主要な学術雑誌への論文投稿・採択を年間 10件以上とする。 

・国内外の研究者との共同研究を年間５件以上実施する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 CTR の二本柱である観光教育、デスティネーションマ

ネジメント（DM）に関して引き続き研究に取り組み、

新任教員を中心に学術論文投稿・採択は年間 10 件を

目指す。 

共同研究を５件以上実施する。 

４月より２名のテニュア・トラック教員が着任した。

国内外の研究者との共同研究をより一層推進するた

めの事業として、令和５年度から実施する「CTR 共同

研究支援プログラム」において、今年度は７プロジェ

クトを採択し、共同研究が展開された。これらのプロ

ジェクトは令和６年 11月 15日の CTRリサーチフォー

ラムにおいて中間報告を実施した。 

研究員による学術論文掲載数は 27 件、共同研究実施

件数は 18件（内新規 13件）であった。 

【国内外の主要な学

術雑誌への論文投

稿・採択数：目標値 

年間 10件以上】 

令和４年度 32件 

令和５年度 29件 

令和６年度 27件 

令和７年度 30件 

計 118件 

 

【国内外の研究者と

の共同研究の実施件

数：目標値 年間５

件以上】 

令和４年度 11件 

（うち新規５件） 

令和５年度 12件 

（うち新規８件） 

Ⅲ 

令和７年度 CTR の二本柱である観光教育、デスティネーションマ

ネジメント（DM）に関して引き続き研究に取り組み、

新任教員を中心に学術論文投稿・採択は年間 10 件を

目指す。 

共同研究を５件以上実施する。 

国内外の研究者との共同研究を一層推進するため、令

和５年度から「CTR 共同研究支援プログラム」を実施

している。今年度は４件のプロジェクトを採択し、そ

の中には新任教員が研究代表者を務める共同研究も

含まれている。これらのプロジェクトは、11 月 17 日

に開催した CTRリサーチフォーラムにおいて中間報告

を行った。 

研究員による学術論文掲載数は 30 件、共同研究実施

件数は 18件（内新規 10件）であった。 



93 

 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 18件 

（うち新規 13件） 

令和７年度 18件 

（うち新規 10件） 

計 59件 

（うち新規 24件） 

 

【1-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

UNWTO Academy（国連世界観光機関（UNWTO）の関連組織）及び観光庁との関係性の中で、本学が「観光教育」分野に関する研究において一層存在感を

高めるよう本学主催のセミナー等を開催する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・国内外機関が観光教育に関して討議する会議を年１回主催する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 UNWTO Academyの協力の下、アジア諸国の TedQual取

得大学を対象に、観光教育に関するシンポジウムを開

催する。 

CTR 国際シンポジウム 2024-2025「責任ある観光」に

おいて、令和６年 11月 18日（月）に「観光教育と観

光倫理」をテーマに UN Tourism Academy の TedQual

監査員を基調講演講師に招待し、シンポジウムを開催

した。話題提供では、UN Tourism Academyの TedQual

認証を取得している本学観光学部を含む高等教育機

関の教育者が登壇し、教育実践の紹介や観光教育にお

ける指導、観光倫理について等、観光教育のあり方に

【国内外機関が観光

教育に関して討議す

る会議の開催件数：

目標値 年１回】 

令和４年度 １回 

令和５年度 １回 

令和６年度 １回 

令和７年度 １回 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

ついて議論した。同シンポジウムには TedQual取得大

学からの参加者を含む国内外から 35 名の参加があっ

た。（TedQual取得大学：クイーンズランド大、中山大、

立命館アジア太平洋大、九産大、大阪観光大） 

計 ４回 

令和７年度 UNWTO Academyの協力の下、アジア諸国以外の地域の

TedQual 取得大学を対象に、観光教育に関するシンポ

ジウムを開催する。 

６月にセンター長等が UN Tourism Academyを訪問し、

シンポジウム開催の助言を受け、令和７年 11 月１日

（土）に CTR 国際シンポジウム 2025-2026「責任ある

観光」を開催した。第１部では「観光教育と観光倫理」

をテーマに、基調講演とパネルディスカッションを実

施し、TedQual 認証を取得している国内外の高等教育

機関の代表者が登壇した。登壇者は、観光教育のあり

方を多角的に検討した。 

同シンポジウムには、TedQual 認証大学の関係者を含

む国内外から 121 名が参加した。登壇・参加した

TedQual 取得大学は、中山大学、香港理工大学、ブハ

ラ国立大学、カーティン大学、大阪観光大学。 

 

【2】教育・人材育成 

【2-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

博士前期課程学生、博士後期課程学生及び若手研究者を対象としたセミナー・ワークショップ等を開催し、若手研究者の育成を図る。 

○目標または成果（想定される成果） 

・セミナー・ワークショップ等を年間３回開催する（新型コロナウイルス感染症の状況に応じオンラインを含む）。 



95 

 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 専任教員が中心となり、前年度に開催されたセミナー

またはワークショップの改善点の有無を確認し、博士

前期課程学生、博士後期課程学生及び若手研究者を対

象としたセミナーまたはワークショップを企画し、年

に３回開催する。 

国際観光学研究センターの専任教員らを講師とし、国

内外の博士前期・後期課程学生、若手研究者を対象と

したワークショップシリーズを実施した。開催にあた

り前年度のワークショップ参加者からのアンケート

結果を踏まえ、改善点、テーマを検討し、観光学分野

で用いられる研究手法や調査方法、また統計分析の手

法などを紹介する３回（5/23・6/10・7/10）のワーク

ショップをハイブリッド形式で開催した。延べ９カ

国・地域 72名の学生及び若手研究者が参加した。 

さらに若手研究者の育成を図ることを目的に国際学

会への参加を促すワークショップ「 Journey to 

International Conferences」を令和７年２月７日に

専任教員２名を講師としたハイブリッド形式て開催

し、４カ国 15人が参加した。 

以上により、今年度は４回のワークショップを開催し

た。 

今年度採用したテニュアトラック教員２名が中心と

なって、質の高いワークショップシリーズを計画以上

に開催することができた。今後も若手研究者のニーズ

を踏まえたワークショップ等を企画・実施する予定で

ある。 

【セミナー・ワーク

ショップ等開催件

数：目標値 年３回】 

令和４年度 ３回 

令和５年度 ４回 

令和６年度 ４回 

令和７年度 ７回 

計 18回 

Ⅳ 

令和７年度 専任教員が中心となり、前年度に開催されたセミナー

またはワークショップの改善点の有無を確認し、博士

専任教員を講師とし、博士前期・後期課程の学生及び

若手研究者を対象としたワークショップを令和７年
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

前期課程学生、博士後期課程学生及び若手研究者を対

象としたセミナーまたはワークショップを企画し、年

に３回開催する。 

４月 16 日、６月 24 日、７月 22 日、９月２日の計４

回開催し延べ 27 カ国・地域から 142名が参加した。 

さらに昨年度のアンケートを踏まえ、論文執筆の習慣

化と生産性向上を目的とした「CTR ライティングカ

フェ」を第１Q、第２Qに開催し、第１Qに９名、第２

Qに 46名が参加した。 

また研究スキル向上を目指した実践的なセミナーを

令和８年１月 30 日に開催し 12名が参加した。 

今年度も専任教員２名を中心に質の高いワーク

ショップを計画以上に開催することができ、今後も若

手研究者のニーズに沿ったワークショップを企画・実

施する予定である。 

 

【2-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

新設される国際イニシアティブ基幹と連携し、地域観光教育における英文マニュアル等の作成により海外からの留学生等の地域観光教育を支援する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・地域観光教育における英文マニュアルを作成する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 地域観光教育における英文マニュアルの運用に関し

て支援を行うとともに、適宜修正を行う。 

前年度に引き続き、英文マニュアルは、JICAからの委

託事業である令和６年度課題別研修「中央アジア地域

広域観光開発政策」でのフィールドワークにおいて運

 Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

用した。さらに日本学教育研究センターが開催する短

期交流学生受入プログラムのフィールドワークにも

運用した。現在マニュアルの更新を行っており、来年

度更新予定である。 

令和７年度 地域観光教育における英文マニュアルの運用に関し

て支援を行うとともに、適宜修正を行う。 

前年度の運用結果を踏まえ、英文マニュアルの内容を

更新した。更新後のマニュアルは、JICA委託事業であ

る令和７年度課題別研修「中央アジア地域広域観光開

発政策」および国別研修「西バルカン諸国における持

続可能な観光開発に係る能力強化研修」のフィールド

ワークにおいて運用し、実践的な活用を行った。また、

配付の利便性を考慮し、英文マニュアルをもとに高野

山案内パンフレットを作成し印刷した。 

 

【3】本学観光学研究、国際観光学研究センターの認知度の向上 

【3-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

国際観光学研究センターが有する国際ネットワークを通して、本学と世界各国の大学との連携協定締結を支援するなどにより、本学全体の国際化に貢

献する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・大学連携協定を年間１件支援する。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 ヨーロッパ地域（ポーランド・ハンガリーなど）にお

いて主要大学との連携交渉を行う。 

JICA課題別研修「中央アジア地域広域観光開発政策」

コースの実施などにより培ってきた中央アジア諸国

とのネットワークにより、キルギス共和国の４大学

（アラバエフ・キルギス国立大学、キルギス国立総合

大学、イシク・クル国立大学、ビシュケク国立大学）

との大学間交流協定の締結に至った。 

【大学連携協定の支

援件数：目標値 年

１件】 

令和４年度 ０件 

令和５年度 ２件 

令和６年度 ４件 

令和７年度 ２件 

計 ８件 

Ⅲ 

令和７年度 ヨーロッパ地域（フランス・フィンランドなど）にお

いて主要大学との連携交渉を行う。 

CTR 客員フェローが在籍するフィンランドのハーガヘ

リア応用科学大学と令和７年５月に大学間交流協定

を締結した。また、専任教員が過去に学生交流プログ

ラムを実施した実績からエジプト日本科学技術大学

と令和８年２月に大学間交流協定を締結した。その

他、専任教員の研究ネットワークを活用し、オランダ

のブレダ大学との協定締結に向けた調整を進めてい

る。 

 

【3-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

UNWTO（国連世界観光機関）や PATA（太平洋アジア観光協会）といった国際機関と定期的に情報交換等を行う中で CTR等の成果の認知度向上に努める

とともに、本学主催の国際シンポジウムを定期的に開催する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・（新型コロナウイルス感染症の状況を見極めながら）国際シンポジウムを年間１回開催する。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 UNWTOAcademyと連携し、UNWTOが実施する DMO向けの

評価、訓練及び認証プログラムである「UNWTO.QUEST」

を基に、Destination Managementに関する国際シンポ

ジウムを開催する。 

CTR 国際シンポジウム 2024-2025「責任ある観光」に

おいて、令和６年 11月 17日（日）にディスティネー

ション・マネジメントに関する内容で UN Tourism 駐

日事務所後援のもと、シンポジウムを開催した。「持続

可 能 な 観 光 地 マ ネ ジ メ ン ト 」 を テ ー マ に

「UNWTO.QUEST」の基調講演を予定し、UN Tourism 

Academy に打診するも調整がつかず、本学と MoU を締

結する i-CATS 大学（マレーシア）より基調講演講師

を招聘した。また、開催地である和歌山県白浜町の事

業者を含め、産業界・学術界から８名の登壇者が発表

を行い、持続可能な観光地のマネジメントや多様な立

場で考える責任とは何か、その意味と課題について議

論した。当シンポジウムは国内外より 88 名が参加し

た。 

【国際シンポジウム

開催件数：目標値 

年１回】 

令和４年度 １回 

令和５年度 １回 

令和６年度 １回 

令和７年度 １回 

計 ４回 

Ⅲ 

令和７年度 UNWTO 日本事務所、 UNWTO Academy と連携し、

Destination Management に関する国際シンポジウム

を開催する。 

令和７年６月にセンター長等が UN Tourism 及び UN 

Tourism Academyを訪問し、シンポジウム開催の助言

を受け、令和７年 11 月１日（土）に CTR 国際シンポ

ジウム 2025-2026「責任ある観光」を開催した。第２

部では、ディスティネーション・マネジメントに関連

し、「観光とデジタル技術」をテーマに基調講演とパネ

ルディスカッションを実施した。パネルディスカッ

ションでは、国内の観光従事者による話題提供があ

り、活発な議論が展開された。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

当シンポジウムには、会場およびオンラインを通じて

19 カ国・地域から 121 名が参加した。また、PATA を

含む連携機関による広報支援も受けた。 

 

【4】外部資金の獲得 

【4-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

科研費及びその他国内外の外部資金を獲得する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・外部資金を年間５件獲得する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 外部資金年間５件獲得を目指して、国際観光学研究セ

ンター（CTR）の専任教員、並びに研究員が科研費及び

その他国内外の外部資金に応募する。 

国際観光学研究センターに設置する「Management」、

「Community」、「Culture & Heritage」の３ユニット

を軸に研究活動に取り組んだ結果、令和６年度の CTR

研究員の科研費獲得件数は 14件（内新規 3件）、令和

７年度科研費への新規応募件数は 22 件、その他外部

資金の獲得件数は 32件（うち新規 26件）となった。 

【外部資金の獲得件

数：目標値 年間５

件】 

令和４年度 60件 

（うち新規 40件） 

令和５年度 44件 

（うち新規 23件） 

令和６年度 46件 

（うち新規 29件） 

令和７年度 42件 

（うち新規 24件） 

 

令和７年度 外部資金年間５件獲得を目指して、国際観光学研究セ

ンター（CTR）の専任教員、並びに研究員が科研費及び

その他国内外の外部資金に応募する。 

国際観光学研究センターでは、「 Management」

「Community」「Culture & Heritage」の３ユニットを

軸に研究活動を推進した。その結果、令和７年度にお

ける CTR 研究員の科研費獲得件数は 14 件（うち新規

７件）となった。また、令和８年度科研費への新規応
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

募件数は 14 件、その他外部資金の獲得件数は 25 件

（うち新規 16 件）となり、外部資金獲得に向けた取

り組みを継続している。 

計 192件 

（うち新規 116件） 

 

＜日本学教育研究センター＞ 

【1】オンラインによる短期交流学生受入プログラム 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

和歌山の魅力と本学における日本学の取組を広めるため、ICTを活用した短期交流学生受入プログラムを開催する（令和６年度以降）。 

○目標または成果（想定される成果） 

・オンラインによる短期交流学生受入プログラムを年１回開催し、和歌山大学、和歌山地域の魅力を発信することにより本学への留学を促すととも

に、日本学の浸透につなげる。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 オンラインによる短期交流学生受入プログラムを年

１回開催する。 

オンラインによる短期交流学生受入プログラムを令

和７年 2月 17日～2月 18 日に開催し、日本語授業の

体験、和歌山大学及び和歌山の魅力を発信した。協定

大学等 12校（８か国）から 90名の参加があったこと

から、今後の交換留学、来年度の和歌山大学をフィー

ルドするサマープログラムへの参加が期待できる。 

【短期交流学生受入

プログラム開催件

数：目標値 年間１

回】 

令和４年度 １回 

令和５年度  １回 

令和６年度 １回 

令和７年度 １回 

計 ４回 

Ⅲ 

令和７年度 オンラインによる短期交流学生受入プログラムを年

１回開催する。 

オンラインによる短期交流学生受入プログラムを令

和８年３月３日～３月４日に開催し、日本語授業の体

験、和歌山大学及び和歌山の魅力を発信した。協定大



102 

 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

学等 15校（９か国・地域）から 53名の参加があった

ことから、今後の交換留学、来年度の和歌山大学を

フィールドとするサマープログラムへの参加が期待

できる。 

 

【2】オンラインによる国際シンポジウム 

【2-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

共同講座等で形成した大学間ネットワークを活用した国際シンポジウムを、オンラインまたはハイブリッドの形式で実施する（令和６年度以降）。 

○目標または成果（想定される成果） 

・世界中からの参加を簡易にするオンラインまたはハイブリッド形式の国際シンポジウムを年１回開催し、日本学の浸透につなげる。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 オンラインまたはハイブリッド形式の国際シンポジ

ウムを年１回開催する。 

国際シンポジウム「アジアにおける日本語教育－日本

語教育の現在地－」を令和６年 11月 30日に会場（和

歌山大学）とオンラインで参加可能なハイブリッド形

式で開催した。国内大学に所属する日本語教育者の講

演、海外大学に所属する４名の外国人日本語講師の事

例発表を実施した。会場５か国 19 名、オンライン 13

か国 245名参加した。 

【オンラインまたは

ハイブリッド形式の

国際シンポジウム開

催件数：目標値 年

間１回】 

令和４年度 ０回 

令和５年度   １回 

令和６年度 １回 

令和７年度 １回 

計 ３回 

Ⅲ 

令和７年度 オンラインまたはハイブリッド形式の国際シンポジ

ウムを年１回開催する。 

国際シンポジウム「アジアにおける日本語教育－様々

な資源を活用した取り組み－」を令和７年 11月 22日

に和歌山大学会場とオンラインで参加可能なハイブ
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

リッド形式で開催した。国内大学に所属する日本語教

育者の講演、海外大学に所属する４名の日本語講師の

事例発表を実施した。会場４か国６名、オンライン 11

か国・地域 85名参加した。 

 

＜学術情報センター＞ 

【1】情報ネットワーク基盤の強化 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

DX や ICT化等に伴うトラフィックの増大に対応するため、ネットワーク回線及びネットワーク機器などの基盤を強化する。また、学内で現状以上に快

適に Wi-Fiを利用できるよう、通信速度、カバレッジの拡大を実施する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・本学の DX推進計画の遂行に支障が生じないネットワーク基盤を整備・維持する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 情報ネットワーク基盤整備実施計画で定めた対策を

順次実施するとともに、第４期前半の情報ネットワー

ク基盤整備実施結果の検証を実施し、第４期後半に向

けて実施計画内容の見直しを図る。 

実施計画に基づき、保守期限を迎える栄谷キャンパス

学内コアスイッチの更新を実施した。また昨年度に引

き続き無線 LANネットワークの基盤整備として、講義

室・共用エリア内のアクセスポイントを Wi-Fi 6E 対

応機種に更新し、速度および接続安定性の向上を実現

した。 

 Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

併せて第４期後半に向け令和６年度までの実施結果

を検証し、達成状況を踏まえて令和９年度までの実施

計画を修正・最新化した。 

令和７年度 情報ネットワーク基盤整備実施計画で定めた対策を

順次実施するとともに、最新のニーズや技術の進展等

を参考に、必要に応じて実施計画内容の見直しを図

る。 

実施計画に基づき、当年度保守期限となる栄谷キャン

パス設置の対外ファイアウォールおよび事務系ファ

イアウォールの更新を検討し、仮想化技術を用いて二

系統の機能を既存ファイアウォール機器に統合して

更新を完了した。 

また無線 LANネットワークの基盤整備として、昨年に

引き続き講義室アクセスポイントの Wi-Fi 6E 化対応

を進め、講義室内設置分については全台移行を完了し

た。併せて今年度建屋改修となった西２号館と東 1号

館 E1-101講義室内の PoEスイッチを mGig対応機種に

更新し、接続安定性および速度向上を実現した。 

 

【2】情報システムの可用性の向上 

【2-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

災害等の際にも重要な業務が継続できるよう、重要サーバの冗長化、サーバルームの電源強化、学外データセンターの活用、保守体制の強化を実施す

る。 

○目標または成果（想定される成果） 

・災害に強い情報システムを構築するとともに、災害発生時の速やかな復旧体制を構築する。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 担当者の情報システム運用継続計画の妥当性確認の

ためのウォークスルー訓練を実施し計画の実効性を

検証する。 

情報システム運用継続計画で定めた対策を優先度に

応じて順次実施するとともに、訓練結果や技術の進展

等を参考に、必要に応じて計画内容の見直しを図る。 

学術情報センターの教職員３名に対し、災害対応手順

を共有するとともに、その妥当性を確認するための

ウォークスルー訓練を実施した。また、訓練結果とし

て得られた手順の曖昧な点や全学的な災害対策との

整合性に関する疑問点を解消するため、災害対応手順

のブラッシュアップを開始した。 

また、情報システム運用継続計画で定めた優先度に基

づき、情報システム全体の運用に係る通信機能低下へ

の対策として、SINET6 自動 DDoS Mitigationサービ

スに加入した。 

 Ⅱ 

 

令和７年度 システム復旧手順のさらなる理解、習得のため、情報

システムのリストア訓練を実施する。 

情報システム運用継続計画で定めた対策を優先度に

応じて順次実施するとともに、訓練結果や技術の進展

等を参考に、必要に応じて計画内容の見直しを図る。 

実システムを停止したリストア訓練の実施には至ら

なかったが、仮想サーバプラットフォームのバージョ

ンアップや業務システム更改による仮想マシンの新

規作成・再起動に合わせる形で、仮想マシンのバック

アップやリストアの手順を改めて確認した。 

また、リストア作業における確認事項を明確化するた

め、復旧時チェックシート案を作成した。 

 

【3】情報セキュリティに関するリカレント教育講座の実施 

【3-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

情報セキュリティ関連の有償のリカレントコースを、対象及び学習レベルを 3段階に体系立てて実施する。 

初級段階では「情報セキュリティ入門コース（仮称）」を開設する。 
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一般の ITユーザーを対象とし、内容としては情報倫理、情報セキュリティ基礎、関連法規等を取り扱う。 

中級段階では「情報セキュリティ基礎コース（仮称）」を開設する。 

IT スキルの習得を目指す社会人を対象とし、内容としては TCP/IP基礎、ネットワークトラブルシューティング方法等を取り扱う。 

上級段階では「情報セキュリティエキスパートコース（仮称）」を開設する。 

IT 実務の現場での業務遂行とセキュリティ対策及びインシデントレスポンスの運用設計ができるリーダーを目指す者を対象とし、内容としては

enPiT-Pro Securityで得られたノウハウを基にサーバやネットワークの構築・運用術等について取り扱う。 

リカレントコースの実施に際しては、授業で得られた意見等を基に内容を随時見直す。 

○目標または成果（想定される成果） 

・令和４年度より「情報セキュリティ入門（仮称）」コースを開設する。 

・令和５年度より「情報セキュリティ基礎（仮称）」コースを開設する。 

・令和６年度より「情報セキュリティエキスパート（仮称）」コースを開設する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 「情報セキュリティ入門講座」、「情報セキュリティ基

礎講座」に加え、「情報セキュリティエキスパート講

座」を開設する。各コース実施後、聴講生の意見等を

参考に内容の充実を図る。 

「情報セキュリティ入門講座」、「情報セキュリティ基

礎講座」に加え、「情報セキュリティエキスパート講

座」を開講した。 

「基礎講座」ではアンケート回答を得られなかった

が、「入門講座」では全ての受講者より満足度が高い旨

の回答を得られ、有意義な受講内容であったことを確

認できた。 

「エキスパート講座」（ProSec）では、概ね 54時間の

授業を県警察本部サイバー犯罪対策課からの研修生

５名は現地で習熟度を確認しつつ研修し、みずほ銀行

関連企業からの参加者７名は本学の演習環境にVPN接

続してオンラインで研修した。いずれもインシデント

【各リカレントコー

ス受講者数：目標値  

なし】 

令和４年度 

 入門７名 

令和５年度 

 入門３名（うちク

イック講座２名）、基

礎６名 

令和６年度 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

体験等に高い有意性を実感され、社内教育の一環とし

て次年度の受講要望も出ている。 

 入門２名、基礎１

名、エキスパート１

２名 

令和７年度 

計 入門 14名、基礎

４名、エキスパート

16名 

令和７年度 開設した３コースについて実施後、聴講生の意見等を

参考に内容の充実を図る。 

「情報セキュリティ入門講座」、「情報セキュリティ基

礎講座」および「情報セキュリティエキスパート講座」

（ProSec）を引き続き開講した。 

「入門講座」では、多くの受講生より充足感の高いア

ンケート回答が得られ、継続して「基礎講座」を受講

する方もいた。オンデマンドの有用性を示す回答もあ

り、その他要望など次年度に活かすべき意見も得られ

た。 

「基礎講座」では 1名の受講者アンケートから、学習

内容の適切さや有用性に高いスコアが付けられ、一定

の満足度を得ていることが確認できた。 

「エキスパート講座」では、新たにサイバーリンクス

社からの参加者も獲得し、多くの受講生にインシデン

ト体験等の有意義な授業内容を体得いただいた。 

 

＜図書館＞ 

【1】図書館の DX推進 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

令和３年度に策定した、電子書籍が購入できるものは電子書籍の購入を原則とするなどの「収集方針」に基づき、電子書籍の購入割合を増加させる。 

○目標または成果（想定される成果） 
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・図書購入費全体における電子書籍購入費の割合を令和７年度で 25％以上、令和９年度で 35％以上とする。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 電子書籍を図書購入費の 25％以上購入する。 電子書籍を図書購入費の 34％購入した。 

学部等教員推薦の「研究用資料」は、電子書籍にする

ことにより利便性が高まると考え、購入数を増やし

た。 

【図書購入費全体に

おける電子書籍購入

費の割合：目標値 

25％以上（平成７年

度）、35％以上（令和

９年度）】 

令和４年度 20％ 

令和５年度 26％ 

令和６年度 34％ 

令和７年度 25％ 

Ⅲ 

令和７年度 電子書籍を図書購入費の 25％以上購入する。 電子書籍を図書購入費の 25％購入した。 

 

【1-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

コロナ禍で試行してきた取組をさらに進め、学生の多様な学習形態に対応した学習支援サービスを充実させるため、オンラインによる講習会の割合を

増加させる。 

○目標または成果（想定される成果） 

・講習会のうちオンライン開催の割合を令和 7年度で 70％以上とする。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 オンラインで DB 講習会（WOS、EndNote、日経テレコ

ン）と LA講習会（内容検討）の開催を継続する。 

オンラインで DB 講習会（WOS、EndNote、日経テレコ

ン）と LA 講習会（地域における交通事情）を開催し

た。 

【講習会のうちオン

ライン開催の割合：

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和７年度 オンライン（ハイブリッド含む）で DB 講習会等を継

続開催する。講習会のうちオンライン開催の割合を

70％以上にする。 

オンラインで DB 講習会（WOS、EndNote、日経テレコ

ン）を開催した。 

目標値  70％以上

（令和７年度）】 

令和４年度 70％ 

令和５年度 100％ 

令和６年度 100％ 

令和７年度 100％ 

 

【1-3】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

コロナ禍による休館中に試行したラーニングアドバイザーによるオンライン相談について、学生の多様な図書館の利用スタイルに対する効果的な方法

を検討し、実施する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・オンライン相談の実施手段を多様化する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 令和４，５年度の取組を検証し、適切な相談手段によ

り相談を受け付ける。 

取組を検証し、LINE での相談は困難であると判断し

た。相談は対面を主とし、時間等の都合がつかない場

合はメールでの対応も可能とする。 

【オンライン相談の

回数：目標値 なし】 

令和４年度 ０回 

（メール・LINE） 

令和５年度 ０回 

（メール・LINE） 

令和６年度 ０回 

（メール・LINE） 

Ⅲ 

令和７年度 図書館における学生の多様な利用スタイルを踏まえ

た上で、ラーニングアドバイザーの効果的な活動の在

り方を検討し、活動方法に反映する。 

対面での相談を中心に、対面以外は相談フォームから

入力したものへメールで回答するかたちで進めた。 

（対面相談件数：55 件/令和６年度、73 件/令和７年

度）   
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和７年度 １回 

（メール） 

計 １回 

（メール・LINE） 

 

【1-4】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

令和３年度に策定した「和歌山大学オープンアクセス方針」に基づき、学術論文等のリポジトリ登録を進める。 

○目標または成果（想定される成果） 

・学術雑誌論文（プレプリントを含む）のリポジトリへの累積登録数を令和７年度で令和３年度末の４倍以上とする。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 出版社版のうち登録可能な論文等を調査することに

併せ、教員等の協力を得られる方法を検討し、学術雑

誌論文の累積登録数を令和３年度末の３倍以上とす

る。 

また、リポジトリシステムの移行を完了する。 

登録可能な論文等を調査し、教員等に登録について

メールにて周知した。 

73件の学術雑誌論文を登録した。 

また、リポジトリシステムの移行を完了した。 

【学術雑誌論文（プ

レプリントを含む）

のリポジトリへの累

積登録数：目標値 

32件以上（令和７年

度）】 

令和４年度 

新規３件、累計 11件 

令和５年度 

新規２件、累積 13件 

令和６年度 

Ⅳ 

令和７年度 出版社版のうち登録可能な論文等を調査し、登録を依

頼すること等により、学術雑誌論文の累積登録数を令

和３年度末の４倍以上とする。 

機関リポジトリの宣伝を兼ね、教員等に登録について

メールにて周知した。 

390件の学術雑誌論文を登録した。 

（3/23時点で累積登録数 476件) 

入力作業の人員を増やし、目標達成に努めたことによ

り予想を上回る登録件数となった。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

新規 73 件、累積 86

件 

令和７年度 

新規 390件、累積 476

件 

 

【1-5】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

大学史資料室で保存している学報等について、順次デジタル化を進める。 

○目標または成果（想定される成果） 

・令和７年度までに３件（学報、学園だより、大学概要）のデジタル化を進める。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 学園だよりのデジタル化を行う。 59件のデジタル化を行った。 【デジタル化した資

料件数：目標値 な

し】 

令和４年度 221件 

（学報） 

令和５年度 66件 

（大学概要） 

令和６年度 59件 

（学園だより） 

令和７年度 221件 

Ⅲ 

令和７年度 デジタル化した学報の目録（見出し）を作成し、検索

できるようにする。 

デジタル化した学報 221件の目録（見出し）を作成し、

検索できるようにした。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

（学報） 

計 567件 

 

＜戦略情報室（教学入試戦略推進本部）＞ 

【1】学内データの収集及び利活用（戦略情報室） 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

学内データを収集し、本学の運営上の強みや課題等の検証に有用なデータ分析を行う。 

○目標または成果（想定される成果） 

・大学運営に係る意思決定及び業務改善を支援する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 教学分野、研究分野の指標算出を継続するとともに、

財務・経営分野の指標算出に必要なデータの所在を確

認し、効率よく収集する方法を検討する。 

教学分野、研究分野については、定期的なデータ更新

とグラフ改善に取り組むとともに、国際交流や地域貢

献に係る新たな指標算出を実施した。 

財務・経営分野については、大学改革支援・学位授与

機構が提供するデータを分析し、大学間比較が可能な

レポートを作成した。同レポートをデータ提供元の利

用規定に則り、学内外に公表した。 

 Ⅲ 

令和７年度 教学分野、研究分野の指標算出を継続するとともに、

前年度の検討結果を踏まえて収集したデータを用い

過去に算出した教学、研究、財務・経営の各分野の指

標について、継続的に更新を行った。財務・経営分野
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

た財務・経営分野の指標の網羅的な算出を試み、有用

な指標を選定する。 

においては、国立大学法人の財務分析上の分類とのク

ロス分析を行い、本学の特徴把握に役立つ指標を確認

した。他の分野においては、学内外からの需要に対応

し、大学入学共通テストおよび一般入試成績の分析や

国立大学法人評価による新たな指標算出を実施した。 

 

【1-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

IR サーバに学内データを蓄積し、教職員が参照できる仕組みを構築する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・大学運営に係る意思決定及び業務改善を支援する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 データサイトの学内への公開を開始し、教職員の意見

に基づきその有益性を確認する。 

戦略情報室サイト内に学内向けデータサイトを設置

し、IRサーバのレポートを提供した。 

また、レポートの内容について学内各種委員会にて意

見を聴取し、有益性を確認した。 

IRサーバについては、アカウント管理に係る機能追加

を行った後、全常勤教職員にアカウントを発行し、同

サーバによる学内のデータ利活用を推進した。 

 Ⅲ 

令和７年度 データの年次更新を行うとともに、教職員の意見に基

づくデータサイト構成の見直しを行い、データサイト

の改善に着手する。 

学修ポートフォリオの学生の自己評価を活用し、成績

評価検証の質的向上に取り組んだ。また、学修ポート

フォリオの導入初年次学生の学修ポートフォリオの
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

アンケート等のデータを分析し、改善が必要と挙げら

れた課題について全学及び各学部・学環で対応に取り

組んだ。 

授業科目における成績評価状況の分析により、第４期

当初に比べて極端に良い評価・悪い評価に偏る科目が

減ってきていることが確認できた。成績評価検証等の

FD 活動を通じて促してきた授業実施方法や成績評価

方法の改善、学生の履修指導の充実等、全学及び各学

部・学環での対応が成果として表れている。 

 

＜教学マネジメント室（学務課・教学入試戦略推進本部）＞ 

【1】FD活動の推進 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

ディプロマ・ポリシーと紐づけられたカリキュラムマップ、カリキュラムツリーやナンバリングの理解促進及びシラバス作成のための FD活動を展開

し、授業改善を行う。 

○目標または成果（想定される成果） 

・FD活動の実施により、学生の授業評価、卒業時アンケート等による達成度、満足度を向上させる。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 これまでの FD 活動が学生の学修到達度、満足度の向

上につながっているか、授業評価や卒業時アンケート

授業評価や卒業時アンケートの経年比較の分析を

行った。それらを基に、授業の到達目標・成績評価・

【FD研修開催実績及

び参加実績：目標値  

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

の経年比較を行う。その結果に基づき、第４期後半の

FD計画を策定する。 

学生からのアンケートなどを踏まえた授業改善に向

けての研修を行い、96名の参加があった。 

また、第４期後半の FD 計画として、カリキュラム作

成に関わる教職員を対象にした「教育コーディネー

ター研修」をはじめとするカリキュラム改善に資する

FD計画を策定した。 

なし】 

令和４年度 

 １回、145名 

令和５年度 

 ２回、延べ 82名 

令和６年度 

 ２回、延べ 133名 

令和７年度 

 ２回、延べ 47名 

計 

 ７回、延べ 407名 

令和７年度 前年度に策定した FD 計画に基づき、学修者本位の教

育を実現するための FD研修を実施する。 

前年度に策定した FD 計画に基づき、学修者本位の教

育を実現するための FD研修を実施した。 

教学入試戦略推進本部で選定した 26 科目を対象に授

業参観を実施し、授業改善を推進した。また、各学部・

学環のカリキュラム関係教職員を対象に、令和７年７

月と令和８年２月に教学マネジメントに関する FD・SD

研修を実施し、各学部・学環のカリキュラム改善を推

進するコーディネーターの育成に取り組んだ。 

 

【1-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

半期ごとに実施する成績評価検証に基づいて成績評価に関する FD研修を実施し、成績評価の信頼性を確保する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・FD研修の実施により、成績評価時の学生と教員の認識差異を減少させる。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 前年度に卒業した学修ポートフォリオ導入初年次学

生のデータを基に、学生の自己評価と教員による成績

評価の差についての FD研修を実施する。 

授業の到達目標・成績評価・学生からのアンケートな

どを踏まえた授業改善に向けての研修を行った。各部

局の成績評価検証にあたり、教員が自身の成績につい

て評価検証を行うための説明動画を公開した。 

【FD研修開催実績及

び参加実績：目標値  

なし】 

令和４年度 

 １回、145名 

令和５年度 

 ２回、延べ 82名 

令和６年度 

 ２回、延べ 133名 

令和７年度 

 ２回、延べ 47名 

計 

 ７回、延べ 407名 

Ⅳ 

令和７年度 前々年度に卒業した学修ポートフォリオ導入初年次

学生と、学修ポートフォリオを本格導入した前年度卒

業生のデータを比較し、課題の発見、改善に取り組む。 

学修ポートフォリオの学生の自己評価を活用し、成績

評価検証の質的向上に取り組んだ。また、学修ポート

フォリオの導入初年次学生の学修ポートフォリオの

アンケート等のデータを分析し、改善が必要と挙げら

れた課題について全学及び各学部・学環で対応に取り

組んだ。 

授業科目における成績評価状況の分析により、第４期

当初に比べて極端に良い評価・悪い評価に偏る科目が

減ってきていることが確認できた。成績評価検証等の

FD 活動を通じて促してきた授業実施方法や成績評価

方法の改善、学生の履修指導の充実等、全学及び各学

部・学環での対応が成果として表れている。 

 

【1-3】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

新任教員や実務家教員を対象として、ディプロマ・ポリシーと紐づけられたカリキュラムマップ、カリキュラムツリーやナンバリングの理解促進及び

シラバス作成並びに成績評価に関する新人 FD 研修を実施する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・新規採用教員に対する FD研修を実施する。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 引き続き、前年度採用の新規採用教員等の成績評価の

検証を行うとともに、新規採用教員等への FD 研修を

実施する。 

従前からの授業改善に係る動画に加え、令和５年度に

実施した「教学マネジメント指針とは何か～学修者本

位の観点から教職員が自ら取り組んでいくために～」

の FD研修アーカイブによる新規採用教員の FD研修を

実施した。更に、新任教職員を対象として、e-annual 

reportのデータ・情報をもとに、学生の学修成果や大

学全体の教育成果に関して学外向けにアピールする

素材をつくる FD・SD研修を行った。 

【新規採用教員に対

する FD 研修実施回

数：目標値 なし】 

令和４年度 １回 

令和５年度 １回 

令和６年度 ２回 

令和７年度 １回 

計 ５回 

Ⅲ 

令和７年度 引き続き、前年度採用の新規採用教員等の成績評価の

検証を行うとともに、新規採用教員等への FD 研修を

実施する。 

令和６年度に引き続き、前年度採用の新規採用教員を

含む各学部・学環・研究科の所属教員の成績評価の検

証を行った。あわせて、新規採用教員を対象に新任教

員 FD 研修を実施し、教学マネジメントへの理解や、

授業設計、シラバス作成、成績評価の改善を推進した。

また、新規採用教員を含む学内教員を対象としたFD授

業参観を実施した。 

 

＜アドミッション室（入試課・企画課・教学入試戦略推進本部）＞ 

【1】ICTを活用した入試広報の充実 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

高校生及び進路指導教員への情報発信強化により、本学の受験対象大学としての認知度を高めるために、和歌山県及び大阪府南部の高等学校を中心に

働きかけ、大学教員が出席する ICTを活用した大学説明会や授業紹介等を実施する。その際、希望や必要に応じて、本学学生が参加し、高校生との交流

を深める。 
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令和４年度は本学の教員、学生と高校生をつないだオンラインによる大学説明会や教員と高校をつないだオンラインによる授業紹介等の仕組みを構

築・試行し、令和５年度以降は実施する高等学校数を増やし、ICT活用の実践を深める中で大学説明会や授業紹介等の改善を図る。 

○目標または成果（想定される成果） 

・ICTを活用した大学説明会や授業紹介等の実施高等学校数、実施回数、参加高校生数や講義コンテンツ数を増加させる。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 前年度のICTを活用した大学説明会や授業紹介等につ

いて、合格した学生からのアンケート結果や高等学校

の教員からのヒアリング結果に基づき、必要に応じて

授業紹介等の仕組みや内容を改善する。 

ICT を活用した大学説明会や授業紹介について、アド

ミッション担当の特任専門職員が高等学校の担当教

員の要望に応じ、年間 60 回のオンライン出前授業や

大学説明会を実施し、大学の教育内容や特色を詳しく

紹介する機会を提供した。また、高大接続・連携活動

の一環として、高校生やその指導教員に向けて、担当

教員や講義内容を紹介し、夢ナビ講義シートや講義

Video の活用を促進した。これらの活動の成果や高校

側の反応を踏まえ、動画コンテンツの魅力向上策を検

討し、より視覚的にわかりやすい構成や具体的な講義

内容の充実を図ることを決定し、アドミッション担当

者間で共有した。 

【ICT を活用した大

学説明会や授業紹介

等の実施高等学校

数：目標値 なし】 

令和４年度 ３校 

令和５年度 ６校 

令和６年度 ３校 

令和７年度 ６校 

計 18校 

 

【ICT を活用した大

学説明会や授業紹介

等の実施回数：目標

値  

なし】 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和７年度 前年度のICTを活用した大学説明会や授業紹介等につ

いて、合格した学生からのアンケート結果や高等学校

の教員からのヒアリング結果に基づき、必要に応じて

授業紹介等の仕組みや内容を改善する。 

アドミッション担当の教員や特任専門職員が高等学

校の担当教員の要望に応じ、年間 77 回のオンライン

出前授業や大学説明会を実施し、大学の教育内容や特

色を詳しく紹介する機会を提供した。また、高大接続・

連携活動の一環として、高校生やその指導教員に向け

て、担当教員や講義内容を紹介し、夢ナビ講義シート

や講義 Videoの活用を促進した。入学時アンケートで

は、志望校を選ぶ際に「大学からの高校訪問等による

説明や出前授業を参考にした」と回答した学生が毎年

10％弱だが一定数いることも踏まえ、引き続き大学説

明会等を行うとともに、特に遠方で本学のターゲット

層となる高校に対しては積極的にICTを活用した大学

説明会等を行うことを、アドミッション担当者間で共

有した。 

令和４年度 ７回 

令和５年度 ８回 

令和６年度 ６回 

令和７年度 ６回 

計 27回 

 

【ICT を活用した大

学説明会や授業紹介

等の高校生の参加者

数：目標値 なし】 

令和４年度 

 約 150名 

令和５年度 

 423名 

令和６年度 

 160名 

令和７年度 

 142名 

計 約 875名 

 

【夢ナビを活用した

講義のコンテンツ

数：目標値 なし】 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和４年度 30件 

令和５年度 42件 

令和６年度 49件 

令和７年度 50件 

（各年度末件数） 

 

＜企画課＞ 

【1】広報活動の充実（広報室） 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

戦略的な広報活動を実践していくことで、大学広報活動の充実を図る。まず、これまでの広報活動の成果を検証し、その検証結果に基づき「和歌山大

学広報戦略」を策定し、中長期的な広報活動の方針、具体的な年度計画や目標を設定し、それに向けた取組を実践する。なお、各年度に重点的に取り組
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む事項（例：令和６年度は、①入試の広報強化年間、令和７年度は、②教育の広報強化年間など）を定め、それに基づき重点的な広報活動を行っていく

ことで着実な広報活動の充実を目指す。 

○目標または成果（想定される成果） 

・「和歌山大学広報戦略」を策定し、実践する。 

・各年度における重点的な広報活動を行う。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 広報戦略に基づき、具体的な広報活動を強力に推進す

ることにより、和歌山大学の認知度向上及びブラン

ディングの確立に資する。 

引き続き、HPや SNSについては、大学広報と入試広報

業務を一体的に行うことでブランディングに一貫性

を持たせ、コンテンツを充実させるとともに、来年度

に向けてディスプレイ広告（GDN など）の活用など、

学外の方々にコンテンツを効果的に見てもらえる工

夫を検討した。 

また、広報活動の効果を検証し、次年度における取組

の方向性を定めた。 

【プレスリリース実

施数：目標値 なし】 

令和４年度 51件 

令和５年度 65件 

令和６年度 46件 

令和７年度 43件 

計 205件 

Ⅲ 

令和７年度 「和歌山大学広報戦略」について、社会の状況の変化

等に合わせ、必要に応じ見直すとともに、広報戦略に

基づき、具体的な広報活動を強力に推進する。 

引き続き、HPや SNSについては、大学広報と入試広報

業務を一体的に行うことでブランディングに一貫性

を持たせ、コンテンツを充実させるとともに、新たに

Web 広告（Google、Meta）の活用を開始し、学外への

発信を強化した。 

さらに、Microsoft Formsで学生や教職員が気軽に「ネ

タ」を投稿できる仕組み（わだいポスト：通称わだポ）

の運用を開始し、SNS での発信等、学内外への発信を

推進した。 
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【1-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

昨今の広報媒体の最も重要なツールがホームページであることに鑑み、ホームページのリニューアルを行い、より効果的な広報活動を実現する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・ホームページのリニューアルを行う。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 前年度に実施したトップページの改善の効果につい

て、アクセス件数やアンケート等により分析し、必要

に応じてホームページを改善する。 

また、トップページの下位ページについてもデザイン

リニューアルを実施するとともに、受験生応援サイト

を作成する。 

アクセス解析については、新たに Google analytics

を導入し、データの蓄積、分析を開始した。ただし、

新たなアクセス解析方法の開始に伴い、それ以前の

データとの比較はできていない。 

下位ページについては、令和７年３月にデザインリ

ニューアルを実施し、受験生応援サイトについては、

令和６年６月に作成し、令和６年１１月に内容の充実

を実施した。その他、令和６年１１月に多言語対応を

実施するなどの改善も実施した。 

【ホームページ閲覧

数：目標値 なし】 

令和４年度 

 訪問数 1,474,385 

 ページ表示数 

 7,691,455 

令和５年度 

 訪問数 762,304 

 ページ表示数 

  3,107,057 

令和６年度 

 訪問数 439,718 

 ページ表示数 

  863,696 

令和７年度 

 訪問数:1,095,265   

ページ表示数 

2,227,465 

 

令和７年度 前年度までに実施したホームページの改善の効果に

ついて、アクセス件数やアンケート等により分析し、

必要に応じてホームページを改善する。 

トップページのみの Google analytics であればリ

ニューアル前のデータも取得できることが判明した

ため、リニューアル後と比較したところ、トップペー

ジについてはリニューアル前後でアクセス数変化は

見られなかった。そのため、トップページへのアクセ

スを増やすために Web広告を新たに開始した。また、

学内の広報担当者と意見交換会を行い、ホームページ

に対する要望を収集した結果、トップページのニュー

ス＆トピックスの位置や表示に対する意見が多く寄
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

せられたため、令和８年度に全学サイトおよび受験生

応援サイトの一部改修（例：ニュース＆トピックスの

位置調整やサムネイル表示等）を行うこととなった。 

計 

 訪問数：3,771,672 

ページ表示数 

13,889,673 

 

＜人事労務課＞ 

【1】教員採用計画 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

「第４期の教職員の採用計画について（令和３年７月 14日）」により、人件費の適正な管理に努め、大学の機能強化と持続可能な教育研究体制の構築

に取り組む。 

○目標または成果（想定される成果） 

・大学機能を強化するとともに、持続可能な教育研究体制を構築する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 大学の機能強化と教育研究体制の持続のために、人件

費比率を 72％～75％になることを目安とした採用可

能員数の推算を行う。 

左記計画により計画的に採用を進めている。（継続） 【人件費比率：目標

値（目安） 72％～

75％】 

令和４年度 69.0％ 

令和５年度 68.8％ 

令和６年度 70.1％ 

令和７年度 70.0％ 

Ⅲ 

 

令和７年度 大学の機能強化と教育研究体制の持続のために、人件

費比率を 72％～75％になることを目安とした採用可

能員数の推算を行う。 

左記計画により計画的に採用を進めている。（継続） 
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【2】若手教員数の増加 

【2-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

テニュア・トラック制度を若手研究者育成型に改めるとともに、全体の教員採用計画数のうちに若手教員枠を設け、教員の年齢構成の若返りを計画的

に進める。 

○目標または成果（想定される成果） 

・教員の年齢構成の若返りを進める。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 人件費比率に留意しつつ、教員の年齢構成の若返りを

計画的に進めるために、新規採用にあたっての職位は

講師を原則とする。 

左記の方針を堅持している。（継続） 

また、令和６年４月には若手教員比率が若干改善して

いる。 

 Ⅲ 

令和７年度 人件費比率に留意しつつ、教員の年齢構成の若返りを

計画的に進めるために、新規採用にあたっての職位は

講師を原則とする。（継続） 

左記の方針を堅持している。（継続） 

また、若手教員比率が改善している。 

4.9％（令和５年度）→7.0％（令和６年度）→8.5％（令

和７年度） 

 

【3】職員人事 

【3-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

「職員人事の基本方針（令和元年７月 17日）」に基づく登用や研修を行い、職員の専門性や資質・能力を高め、計画的な人材育成と年齢構成の若返り

を図る。 

○目標または成果（想定される成果） 

・職員組織の活性化と年齢構成の若返りを進める。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 現管理職層の団塊的定年退職に対応するために、将来

の事務組織の根幹を担いうる職員を、年功序列によら

ず積極的に登用する。 

将来の事務組織を担う職員を積極的に管理職に登用

した。 

 Ⅲ 

 

令和７年度 現管理職層の団塊的定年退職に対応するために、将来

の事務組織の根幹を担いうる職員を、年功序列によら

ず積極的に登用する。 

引き続き能力や実績に基づく職員の登用を実施した。 

 

【4】安全管理に関する計画 

【4-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

労働災害の原因を究明し、再発防止につなげる。 

○目標または成果（想定される成果） 

・労働災害事故を逓減させるとともに、事故が起きた際の適切な対応により被害拡大を防止する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 全ての労働災害発生について原因を究明し、再発防止

策を検討する。併せて、ヒヤリハット事例データベー

スに資料提供を行う。 

全ての労働災害について原因を究明するとともに、再

発防止策を講じた。また、ヒヤリハット事例データ

ベースに労働災害発生の状況とその再発防止策を掲

載した。 

【労働災害発生件

数：目標値 なし】 

令和４年度 ４件 

令和５年度 ６件 

（通勤災害４件（外

数）） 

令和６年度 ２件 

令和７年度 ９件 

Ⅲ 

令和７年度 全ての労働災害発生について原因を究明し、再発防止

策を検討する。併せて、ヒヤリハット事例データベー

スに資料提供を行う。 

全ての労働災害について原因を究明するとともに、再

発防止策を講じた。また、ヒヤリハット事例データ

ベースに労働災害発生の状況とその再発防止策を掲

載した。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

計 21件 

 

【5】安全管理に関する計画 

【5-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

衛生管理者等の有資格者を計画的に養成する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・人事異動や退職・辞職に影響されずに持続的に安全衛生法令を遵守できるようにする。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 安全衛生法令に照らして必要となる資格者数を確認

し、資格取得が必要となる者への支援と経費補助を行

う。 

安全衛生資格について、計画的な資格者養成を行い、

３名が第一種衛生管理者資格を取得し、うち２名につ

いては教材の経費支援を行った。また、前年度に所定

の講習の受講費用を支援した者の中から化学物質管

理者および保護具着用管理責任者を選任するととも

に、継続して所定講習の受講費用支援を行った。 

【衛生管理者等資格

取得者数：目標値 

なし】 

令和４年度 新規取

得 1名（産業医） 

Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和７年度 安全衛生法令に照らして必要となる資格者数を確認

し、資格取得が必要となる者への支援と経費補助を行

う。 

安全衛生資格について、計画的な資格者養成を行い、

１名が第一種衛生管理者資格を取得し、資格取得にあ

たり教材の経費支援を行った。また、所定の講習の受

講費用を支援した者の中から化学物質管理者および

保護具着用管理責任者を選任し、安全衛生管理にあ

たっている。 

令和５年度 新規取

得１名（衛生工学衛

生管理者） 

令和６年度 新規取

得３名（第一種衛生

管理者） 

令和７年度 新規取

得１名（第一種衛生

管理者） 

年度末有資格者数  

20名 

 

【衛生管理者等資格

取得支援実績数：目

標値 なし】 

令和４年度 ０名 

令和５年度 ２名 

令和６年度 ３名 

令和７年度 1名 

計 ６名 

 

【6】メンタル不調者の対応 

【6-1】 
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○令和４～９年度（６年間）の取組 

メンタルの不調により長期休養した教職員の職場復帰に関して、専門医師、所属長を中心とした支援チームを構成し、円滑な復帰を支援する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・長期休養からの円滑な職場復帰を実現する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 メンタルの不調により長期休養した教職員を対象に、

個々に対応したプランを検討し、円滑に職場復帰させ

る。 

メンタルの不調により病休、休職した者に対して、主

治医の診断を踏まえ、産業医・その者の所属の課長・

人事労務課長で復帰プランを作成し、同メンバーによ

るチームで復帰を支援している。 

 Ⅲ 

令和７年度 メンタルの不調により長期休養した教職員を対象に、

個々に対応したプランを検討し、円滑に職場復帰させ

る。 

メンタルの不調により病休、休職した者に対して、主

治医の診断を踏まえ、産業医・その者の所属の課長・

人事労務課長で復帰プランを作成し、同メンバーによ

るチームで復帰を支援している。 

 

【7】マイナンバーカード 

【7-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

新規採用教職員研修でマイナンバーカードの利便性を説明するなどの啓発を行うほか、健康保険証の交付や教職員に対する事務手続におけるマイナン

バー提出時などにマイナンバーカードの取得を定期的に呼びかける。 

○目標または成果（想定される成果） 

・（法定でない限り強要できるものではないが、）国の方針に従いマイナンバーカード取得者数を増加させる。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 新規採用教職員研修等でマイナンバーカードの利便

性を説明するなどの啓発を行うほか、健康保険証の交

付やマイナンバー提出依頼時にマイナンバーカード

のパンフレットを配付する。 

全教職員に取得を促す案内を毎年１回通知する。 

新規採用者にはパンフレットを配布して啓発を行う

とともに、健康保険証の交付やマイナンバー提出依頼

時にマイナンバーカードのパンフレットを配付した。 

また、令和６年 12 月以降の共済組合の組合員証の新

規発行終了を受けて、マイナンバーカードの取得およ

び健康保険証としての利用登録について全教職員に

向けて定期的な案内をメール送付およびガルーンに

掲載した。 

【新規採用教職員研

修等におけるマイナ

ンバーカードに係る

啓発：目標値 毎年

度実施】 

令和４年度 １回 

令和５年度 １回 

令和６年度 １回 

令和７年度 １回 

計 ４回 

 

【全教職員へのマイ

ナンバーカード取得

の案内：目標値 毎

年１回】 

令和４年度 １回 

令和５年度 １回 

令和６年度 ３回 

令和７年度 ６回 

計 11回 

Ⅲ 

令和７年度 新規採用教職員研修等でマイナンバーカードの利便

性を説明するなどの啓発を行うほか、健康保険証の交

付やマイナンバー提出依頼時にマイナンバーカード

のパンフレットを配付する。 

全教職員に取得を促す案内を毎年１回通知する。 

新規採用者にはパンフレットを配布して啓発を行う

とともに、資格確認書の交付やマイナンバー提出依頼

時にマイナンバーカードのパンフレットを配付した。 

また、令和７年 12 月以降のマイナ保険証への完全移

行の準備として、マイナンバーカードの取得および健

康保険証としての利用登録について全教職員かつ未

取得者・未登録者への個別案内を定期的にメール送付

およびガルーンに掲載した。 

 

＜施設整備課＞ 

【1】ユニバーサルデザインに対応した施設整備の推進 
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【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

国籍や障害の有無に関わらず、全ての人が利用できるキャンパスを目指すためユニバーサルデザインの原則に従い、バリアフリー対応の推進や多言語

サインの計画、SOGI対応などを考慮した施設整備を進める。また、改修時には安全に使用でき、公平性や自由度に配慮した空間になるよう計画する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・SOGI対応トイレや授乳スペース、点字ブロック等の整備を行う。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 西２号館の大規模改修に係る概算要求を行い、改修時

には既存トイレを SOGI 対応トイレ及びバリアフリー

トイレに変更する。 

シンボルゾーンの点字ブロックの整備を行う。 

西２号館のバリアフリートイレ（多機能トイレ含む）

の実施設計を行い、工事発注準備を行った。 

シンボルゾーンの改修に合わせて点字ブロックの整

備を実施し、南１号館４階をバリアフリートイレ（多

機能トイレ含む）として改修を実施した。 

 Ⅲ 

令和７年度 東２号館の大規模改修に係る概算要求を行い、改修時

には既存トイレをバリアフリートイレとして整備す

る。また、南１号館３階のバリアフリートイレの整備

をはじめとして、西２号館もバリアフリートイレとし

て改修する。 

シンボルゾーンの点字ブロックの整備を行う。 

東２号館のバリアフリートイレ（多機能トイレ含む）

について、実施設計を行い、工事発注に向けた準備を

行った。 

西２号館・南１号館３階のトイレについて、バリアフ

リートイレの整備を行った。 

シンボルゾーンの点字ブロックの整備を行った。 

 

＜学務課＞ 

【1】教養教育科目及び連携展開科目の充実 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 
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教養・協働教育部門に設置された ｢教養の森｣ユニット、協働教育ユニット、キャリア支援ユニットの在り方を再検討する。それぞれの分野で機能強

化及び他の部局（学部・センター等）との連携強化を図り、全学的実施体制を再構築する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・令和７年度までに全学的実施体制を再構築する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 令和７年度からの教養改革に向けた全学教育科目（教

養教育科目・連携展開科目）の企画・運営体制の見直

しを行う。 

教養改革を行うに当たり、社会的要請の重要性を鑑

み、高校における学習指導要領改訂を踏まえる必要か

ら、令和８年度からの実施に向け、高等学校の言語教

育科目及び数理・データサイエンス科目に精通してい

る特任教員の令和７年度採用を決定した。 

キャリア教育の必要性の認識から、前年度採用した

キャリア教育担当者と諸関係部署との議論を行った。 

 Ⅲ 

令和７年度 学部等の他部局とも連携して、新たな実施体制の下で

全学教育科目（教養教育科目と連携展開科目）を構築

し、併せて全学的実施体制における「教員及び教育の

組織図」を作成する。 

教養教育改革の一環として、グローバル人材育成を強

化するため、教養教育部門に加え、グローバル教育部

門を設置した。また、学生がいつでも相談できる体制

を構築するため、アカデミックアドバイザーとしてグ

ローバル教育に精通している特任教員の令和８年度

採用を決定した。 

 

【1-2】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

教養科目（基幹）については、科目群・授業科目の見直しを行う。教養科目（実践）については、一部再編を行う。連携展開科目については、協力部

局単位での企画・運営体制を明確にする。上記の取組を円滑に実施するため、教養教育関係の委員会を再編・統合する。 

○目標または成果（想定される成果） 
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・教養教育科目及び連携展開科目の新たなカリキュラムツリーを完成させる。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 令和７年度からの実施に向け全学教育科目（教養教育

科目・連携展開科目）改革を検討する。 

全学に共通の全学必修科目である英語教育科目に、社

会的要請のある主体的な学修、言語活用能力を活用し

たコミュニケーション力涵養のために、「E ラーニン

グ」および「パフォーマンス（実践）」を取り入れるた

めの検討を行った。令和８年度から実施する英語教育

改革では、全学で授業内容を統一することが教務委員

会において決定した。前年度採用したキャリア教育担

当教員を中心に、キャリア教育と他の科目との位置づ

け等を吟味した。 

 Ⅲ 

令和７年度 全学教育科目（教養教育科目・連携展開科目）につい

て、新たなカリキュラムツリーを作成する。 

教養教育を全学共通科目として、科目群の見直しを

行った。来年度に向けて、各学部より開設した科目を

他学部学生が優先として履修できる制度を設け、カリ

キュラムツリーを作成する基盤を構築した。 

 

【1-3】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

クリエ（協働教育ユニット）については、クリエ・プロジェクトを精選、充実させ、地域協働オープンラボの取組を推進する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・地域協働オープンラボの協定を第４期中に７件締結する。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 クリエプロジェクトの管理・運営面での課題と改善策

を検討し、改善を進める。 

また、オープンラボ協定企業と協働し、全学部学生を

対象とした教育プログラムの構築に着手する。また、

地域協働オープンラボにおける協定締結に取り組み、

２件以上協定を締結する。 

クリエプロジェクトの登録と活動に関する手続きを

改善し、スペースの利用方法について公平な評価に基

づくルールの設定を行った。 

全学を対象した教育プログラム「自主演習」のあり方

を検討し、教育の質向上のための導入科目「自主演習

入門」を設計し、令和７年度より開講することとした。

また地域協働オープンラボの協定企業とともに、もの

づくりおよびwebプログラミングに関する講習会を共

同開催し、「５Ｓのための工場見学」を行った。 

地域協働オープンラボにおける協定を２件締結した。 

【地域協働オープン

ラボの協定締結件

数：目標値 ７件】 

令和４年度 ０件 

令和５年度 ２件 

令和６年度 ２件 

令和７年度 １件 

計 ５件 

Ⅲ 

令和７年度 引き続きクリエプロジェクトの管理・運営面での課題

について、改善を進める。 

また、オープンラボ協定企業と協働した教育プログラ

ムを一部試行する。また、地域協働オープンラボにお

ける協定締結に取り組み、２件以上協定を締結する。 

クリエが運営する教育プログラムの質的向上を目的

に、連携展開科目「自主演習」の内容を精査し、その

導入科目となる「自主演習入門」を新たに設計・構築、

新たな連携展開科目として今年度開講した。地域協働

オープンラボの協定企業（ノーリツプレシジョン社

等）と協働し、「ソーラーカープロジェクト」による

オーストラリア世界大会（2025 Bridgestone World 

Solar Challenge）の出場に係る学生指導を行った。ま

た、協定企業（アンフィ合同会社）から 3D 造形技術

の技術指導を受け、教育展開についての検討を行っ

た。新規協定締結予定数 2件に対し、実績 1件となっ

たものの、残る 1件についても既に内諾を得ており、

取組予定を十分に実施している。 
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【1-4】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

キャリア教育については、教養教育科目において将来のキャリアを見据えて学修動機を明確化し、主体的に学ぶ姿勢を身に付けるための基礎的な授業

科目を開設するとともに、連携展開科目において大学での学びを社会で応用する社会実装力の向上を図るインターンシップ関連の授業を展開する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・キャリア教育と、アントレプレナーシップ教育を結び付けた教育体系を構築する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 キャリア教育とアントレプレナーシップ教育を結び

付けた教育体系について、令和７年度からの教養教育

改革に向けて検討する。 

令和８年度の教養教育改革に向けて、アントレプレ

ナーシップデザインセンターの担当教員と定期的に

打ち合わせを図りキャリア教育体系の検討を行った。 

 Ⅲ 

令和７年度 引き続き、教養教育改革に向けてキャリア教育体系に

ついて考えていく。アントレプレナーシップ教育の導

入部分をキャリア教育に位置付け、科目名称を『キャ

リアをともに考える』に変更する。将来のキャリアを

見据えた学修動機の明確化を図るため、キャリア教育

科目として授業実践を行う。また、本学のキャリア教

育の定義・方針の検討を行う。大学での学びを社会で

応用する社会実装力の向上を図るため、アントレプレ

ナーシップ教育においてインターンシップ関連の授

業を展開していく。 

アントレプレナーシップ教育の導入部分をキャリア

教育に位置付け、『キャリアをともに考える』に科目名

称を変更し、主体的に学ぶ姿勢を身に付けるための基

礎的な授業科目を開設した。 

キャリア教育の方針について策定した。 

また、アントレプレナーシップ教育実践演習において

インターンシップ関連の授業科目を展開した。 

 

【1-5】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 
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アントレプレナーシップ教育については、基礎、応用及び実践の各コースにより、学内で体系的に学んだものをインターシップ等により学外で実践し

ていく。 

○目標または成果（想定される成果） 

・キャリア教育と、アントレプレナーシップ教育を結び付けた教育体系を構築する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 構築した教育体系における学生の学修状況を確認し、

インターンシップなどへの展開を模索する。 

「アントレプレナーシップ基礎／発展／実践」の授業

を引き続き実施するとともに、今年度から実務家教員

を採用し、アントレプレナーシップ教育の更なる充実

に向けて検討した結果、アントレプレナーシップ教育

において「まずは行動し、経験を積み反省し、学習す

る」の場を学生に繰り返し提供することが重要と考

え、令和７年度より「アントレプレナーシップ発展」

を必履修とし、「アントレプレナーシップ実践」等を推

奨科目とする、「アントレプレナーシップ教育実践演

習（ES 教育型インターンシップ）」を開講することと

した。 

 また、キャリア教育とアントレプレナーシップ教育

を結び付けた教育体系を構想し、「アントレプレナー

シップ基礎」は、令和７年度からキャリア教育の講義

「キャリアをともに考える」とし、アントレプレナー

シップ教育の基盤的領域に位置付け、「アントレプレ

ナー教育実践演習」の推奨関連科目とした。 

 Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和７年度 キャリア教育の講義「キャリアをともに考える」と連

係し「アントレプレナーシップ発展／実践」の授業を

引き続き実施し、企業の将来におけるビジネス展開等

に関する業務に学⽣が直接携わる「アントレプレナー

シップ教育実践演習（アントレプレナーシップ教育型

インターンシップ）」を開講するとともに、令和８年度

の実施に向けて検証し、改善を図る。また本学のアン

トレプレナーシップ教育効果を高めるため、地域の行

政、経済団体、企業や高校等と連携したオープンゼミ

を開催し、学⽣自⾝のアントレプレナーシップの醸成

を図る。 

 令和７年度より、実践的な実業教育を重視した「ア

ントレプレナーシップ教育実践演習（ES 教育型イン

ターンシップ）」を新たに開講した。 

本科目は、「アントレプレナーシップ発展」を必履修科

目とし、「アントレプレナーシップ実践」等を推奨科目

として位置づけている。 

 また、令和８年度には「アントレプレナーシップ入

門」を開講し、アントレプレナーシップ教育の充実を

図るとともに、低学年の早期からキャリア教育とアン

トレプレナーシップ教育を円滑に移行できるよう、１

年次前半にキャリア教育科目を、後半に「アントレプ

レナーシップ入門」「アントレプレナーシップ発展」を

配置した。これにより、２年次以降に「アントレプレ

ナーシップ実践」、さらに令和８年度からキャリア教

育に位置づける「アントレプレナーシップ教育実践演

習」を段階的に履修できる体系へと改善を図る。 さ

らに、アントレプレナーシップ教育の効果を高めるた

め、正課外事業として、学外の専門家や起業家、本学

卒業生等を講師に招いたオープンゼミ（令和 7年度に

計 8回）開催したほか、学生挑戦コンテストに応募し

た学生に学外コンテストへの挑戦を促すなど、継続的

な学びを推奨した。 
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【2】わかやま未来学副専攻の実施 

【2-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

学生の地域への理解や主体的に物事に取り組む意識、企画立案能力、コミュニケーション能力等及びこれらを統合して課題を解決する力を身に付けさ

せるため、地域の具体的な課題をテーマに、学内でのグループワークから、実際に地域に出て行うフィールドワーク、企業等と協働した実践的インター

ンシップまで体系的に構築された教育プログラムにより学ぶ「わかやま未来学副専攻」を実施する。 

○目標または成果（想定される成果） 

・副専攻修了時点で、「わかやま未来学副専攻ルーブリック」に基づく評価が平均４点以上（５点満点）の学生を３割以上とする。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 令和６年度入学生から募集を停止し、学年進行ととも

に未来学副専攻の発展的解消を行う。 

但し、プログラム受講者の内、未履修の科目がある者

に対してフォローを行う。 

わかやま未来学副専攻プログラムとアントレプレ

ナーシップデザインセンターの間で緊密な連絡調整

を実施し、わかやま未来学副専攻を実施する上で得た

実践型インターンシップ等の知見を、アントレプレ

ナーシップ教育に継承する準備を行うとともに、わか

やま未来学副専攻プログラムの発展的解消にむけ、わ

かやま未来学副専攻の修了希望者のうち選択必修単

位が未修得である者に対してフォローを行った。 

【「わかやま未来学

副専攻ルーブリッ

ク」に基づく評価が

平均４点以上の学生

の割合：目標値 ３

割以上】 

令和４年度 ４割 

令和５年度 ６割 

令和６年度 7.5割 

令和７年度 ５割 

Ⅲ 

令和７年度 プログラム受講者の内、未履修の科目がある者に対し

てフォローを行う。 

地域協働セミナー、地域協働演習基礎 A/B/Cを閉講す

る。 

わかやま未来学副専攻を実施する上で得た学生指導

や評価の知見を、アントレプレナシップデザインセン

ターが行うアントレプレナーシップ教育カリキュラ

ムに継承するために、緊密な連絡調整を実施し、わか

やま未来学副専攻の発展的継承を行った。プログラム

履修者にフォローアップを行い、修了希望者全員が修

了した。 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

地域協働セミナー、地域協働演習基礎 A/B/C を閉講し

た。 

 

＜学生支援課＞ 

【1】災害時の学生の安否確認システムの確立 

【1-1】 

○令和４～９年度（６年間）の取組 

令和４年度に学生支援課、学務課、国際交流課、学術情報課等の職員で構成する検討 WG を設置する。本 WG が中心となって、現在の災害時における安

否確認方法により学生の安否確認訓練を実施し、問題点等の洗い出しを行う。また、他大学の実施状況を調査し、改善が必要な事項について改善策を講じ

る。 

令和５年度には、新たな安否確認方法により、安否確認訓練を試行実施し、運用の検証と改善策の検討を行い、改善を図る。 

令和６年度から本格実施し、以降、運用結果の検証とさらなる改善策の検討を行い、改善を図ることにより、学生の安否確認システムの充実・強化を

図る。 

○目標または成果（想定される成果） 

・災害時における学生の安否確認の実施体制、実施方法を確立する。 

年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

令和６年度 前年度に調達した新たな安否確認システムによる安

否確認訓練を年１回実施する。また、安否確認システ

ムの運用実態を把握し、改善策を検討する。 

「学生等の安否確認システム検討 WG」にて、令和６年

３月に新たに導入した安否確認システムに関連し、教

職員･学生の安否確認実施マニュアル、安否確認シス

テム案内ホームページ、初期登録案内、安否確認訓練

通知文等を作成、令和６年６月に１回目の安否確認訓

練を実施した。 

 Ⅲ 
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年度 取組予定 実施状況 数値実績 
自己 

評価 

実施結果を学内限定ホームページで公表するととも

に、実施結果を分析の上、教職員･学生の安否確認実施

マニュアルを修正した。 

令和６年 12 月の総合防災訓練時に２回目の安否確認

訓練を実施、結果を公表するとともに、実施結果の分

析から学生の初期登録の課題を整理し、次年度に向け

周知方法等について改善を講じることとした。 

令和７年度 前年度に検討した改善策を講じた上で、安否確認訓練

を年１回実施する。 

「学生等の安否確認システム検討 WG」にて検討・導入

した安否確認システムにより、安否確認訓練を令和７

年５月９日と令和７年 11 月５日の２回実施し、実施

結果を学内限定ホームページで全学生・教職向けに公

表した。 

教職員･学生の安否確認実施マニュアル、安否確認シ

ステムのホームページ案内、初期登録案内、安否確認

訓練実施通知等を点検し、安否確認訓練の学生向けに

大学 HP 紹介ページの配置変更や総合防災訓練時の通

知時間を変えるなどの工夫や、東日本大地震の発災日

に合わせシステム登録の再周知など啓発を行った。 

実施結果の分析から課題を整理し、次年度に向け改善

を講じることとした。 
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